
令和４年改正児童福祉法に基づく
検討状況等について

こども家庭庁 支援局 虐待防止対策課
令和５年９月７日

1
- 1 -



スケジュール・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３
一時保護施設の設備・運営基準・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４
こどもの権利擁護・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２
親子再統合支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０
一時保護時の司法審査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５
令和６年度概算要求について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３２
その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４３
参考資料・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５１

2
- 2 -



施行 改正事項 政省令、告示、通知等に反
映する必要のある論点

R4 R5 R6 R7

R6.４ こども家庭
センター
サポートプラン

人員配置基準、運営要領、 サ
ポートプランの記載事項・作成
対象者 等

地域子育て相談
機関

担い手・区域、情報発信・提供、
子育て世帯とつながる工夫、関
係機関との連携 等

家庭支援事業 支援対象者、事業内容、費用負
担 等

こどもの権利擁護 意見聴取等措置・意見表明等支
援事業の実施方法・体制等

親子再統合支援
事業

事業内容、外部機関との協働方
法 等

一時保護所基準 居室・人員等の基準、第三者評
価の受審 等

自立支援 事業内容、対象者、実施場所、
人員等の基準、届出事項 等

里親支援センター 事業内容、人員等の基準、第三
者評価の受審、実施場所 等

妊産婦等生活援
助事業

届出事項、対象者、実施場所 等

認定資格 研修課程、試験の頻度 等

R7.５
～６

司法審査 一時保護の要件、一時保護状の
請求手続 等

施行に向けた準備（実施要綱等に盛り込むべき事項、スケジュール）

第３期
子ども子
育て支援

計画

都道府
県等社
会的

養育推
進計画

冬～春

施行(令和
７年６月15
日までの政
令で定める

日）

夏～秋

※ 令和６年４月に向け、令和４・５年度は、令和３年度補正予算（安心こども基金）等を活用し先行的な取組を実施。

調査研究
事業等
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検討会
とりまとめ
（研修ｶﾘｷｭﾗﾑ等）
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マニュアル案
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一時保護施設の設備・運営基準
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• 一時保護施設については、児童養護施設の設備・運営基準を準用しているところであるが、一時保護はこども

にとって不安の大きい状況であり、より手厚い対応が必要となることから、新たに一時保護施設独自の設備・

運営基準を策定することとしている。

• この基準は、一時保護施設におけるこどもの状況が様々であり、一律の対応ではなく個々の事情・態様に応じ

た個別ケアが求められていることを踏まえ、こどもの権利擁護や個別的なケアを推進するための職員配置基準

等、一時保護施設の質を担保するための事項について規定することを想定している。

• なお、以下に示す今後のスケジュールや基準案の概要については現時点での案段階のものであり、今後の関係

各所との調整や検討状況によって変更となる可能性があるため留意いただきたい。

改正法の概要

一時保護施設の設備・運営に関する基準について

今後のスケジュール

令和６年

・ １月～２月 一時保護施設の設備・運営に関する基準案（府令案） パブリックコメント

・ ３月頃 一時保護施設の設備・運営に関する基準府令の公布

一時保護ガイドライン等の発出

・ ４月 一時保護施設の設備・運営に関する基準府令の施行

- 5 -



6

• 児童福祉法等の一部を改正する法律の附則第６条において以下のとおり規定していることから、各自治体にお

いては、府令施行（令和６年４月１日）から一年を超えない期間内において、条例の制定をお願いしたい。

附則第６条 新児童福祉法第十二条の四第一項に規定する一時保護施設に係る同条第二項に規定する基準については、施行日

から起算して一年を超えない期間内において同項に規定する都道府県の条例が制定施行されるまでの間は、同条第三

項に規定する内閣府令で定める基準をもって、当該都道府県の条例で定められた基準とみなす。

• また、以下に示す基準案について一時保護施設の運営や保護するこどもの処遇に重大な支障がある場合には、

９月１５日に開催する自治体説明会に関する質問・意見等の提出のスケジュールにあわせて、ご意見を寄せて

いただくようお願いしたい。

一時保護施設の設備・運営に関する基準について

今後自治体にお願いしたい事項

※ 基準案概要の文末について

★：条例を定めるに当たって従うべき基準

条例の内容を直接的に拘束する、必ず適合しなければならない基準であり、当該基準に従う範囲内で地域の実情に応じた内容を定める

条例は許容されるものの、異なる内容を定めることは許されないもの。

☆：条例を定めるに当たって参酌すべき基準

地方自治体が十分参酌した結果としてであれば、地域の実情に応じて、異なる内容を定めることが許容されるもの。- 6 -
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（１）一時保護施設の第三者評価

○ 一時保護施設は、自らその行う業務の質の評価を行うとともに、定期的に外部の者による評価を受けて、

それらの結果を公表し、常にその改善を図らなければならない。☆

（２）児童の権利擁護等

○ 一時保護施設は、職員に対し、その資質の向上のために、一時保護施設に入所している児童の権利の擁護、
児童の意見又は意向を尊重した支援の実施その他必要な事項に関する研修の機会を確保しなければならない。
☆

○ 一時保護施設において一時保護を行うに当たつては、児童の権利、児童の権利を擁護するための仕組み 、
一時保護を行う理由等について、児童の年齢、発達の状況その他当該児童の事情に応じた説明を行わなけれ
ばならない。★

○ 一時保護施設において、正当な理由なく、児童の権利の制限を行ってはならない。また、やむを得ず児童

の権利の制限を行う場合には、その理由について児童に十分に説明し、理解を得るよう努めなければならな

い。★

○ 合理的な理由なく、児童の所持品の持ち込みを禁止してはならない。やむを得ず、持ち込みを禁止せざる

を得ない場合には、その理由について児童に十分に説明し、児童の理解を得た上で行うよう努めなければな

らない。★

（３）児童の健康状態の把握

○ 入所した児童の健康状態を把握するために、児童の状況等に応じ、医師による診察その他の必要な措置を

講じなければならない。☆

基準案の概要

一時保護施設の設備・運営に関する基準について
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（４）設備基準

○ 児童の居室、相談室、学習等を行う室、食堂（※１）、屋内運動場又は屋外運動場（※２）、調理室、浴

室及び便所を設けること。（※３）★

※１ ユニット（入居定員がおおむね六人以下）を整備し、各ユニットにおいて食事を提供する場合を除く。★

※２ 一時保護施設の付近に、屋内運動場又は屋外運動場に代わるべき場所がある場合はこの限りではない。★

※３ 加えて、児童三十人以上を入所させる一時保護施設には、医務室及び静養室を設けること。☆

○ 児童が安全にかつ安心して暮らすことができるよう、ユニットを整備するよう努めなければならない。☆

○ 児童の居室の定員は、四人以下とし、その面積は、一人につき四・九五平方メートル以上とすること。た

だし、乳幼児のみの居室の定員は、六人以下とし、その面積は、一人につき三・三平方メートル以上とする

こと。☆（面積に係る部分は★）

○ 少年（小学校就学の始期から、満十八歳に達するまでの者）の居室の定員は、一人となるよう努めるとと

もに、その面積は、八平方メートル以上となるよう努めなければならない。この場合、複数の児童での利用

が可能な居室を設け、児童の福祉のためにその居室を利用させることが適当であると認めるときは、当該児

童が利用できるよう努めなければならない。☆

○ 居室、浴室及び便所を設ける時は、入所する児童の年齢、性別、性的指向及びジェンダーアイデンティ

ティ等に配慮すること。☆

○ 施錠等により児童の行動の制限をしてはならない。また、児童の生活の場は、児童のプライバシーの保護

に十分に配慮しなければならない。★

基準案の概要

一時保護施設の設備・運営に関する基準について
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（５）職員配置基準

○ 一時保護施設には、児童指導員、嘱託医、保育士、看護師、個別対応職員、心理療法担当職員、学習指導

員（※１）、栄養士及び調理員を置かなければならない。（※２）★

※１ 学習指導員は、教育職員免許法に規定する小学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教育学校の教諭の免許状

を有する者でなければならない。★

※２ 学習指導を委託する施設においては学習指導員を、児童十人以下を一時保護する施設においては個別対応職員を、児童
四十人以下を一時保護する施設においては栄養士を、調理業務の全部を委託する施設においては調理員を置かないことが

できる。★

○ 児童指導員及び保育士の総数は、満二歳に満たない幼児おおむね一・六人につき一人以上、満二歳以上満

三歳に満たない幼児おおむね二人につき一人以上、満三歳以上の児童おおむね三人につき一人以上とする。

★

○ 心理療法担当職員の数は、児童おおむね十人につき一人以上とする。★

○ 学習指導員の数は、児童の人数に応じて適切な数を置くよう努めなければならない。★

基準案の概要

一時保護施設の設備・運営に関する基準について
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（６）一時保護施設の管理者、指導教育担当職員

○ 都道府県知事は、人格が高潔で識見が高く、一時保護施設を適切に運営する能力を有する者を一時保護施

設の管理者として置かなければならない。★

○ 一時保護施設には、職員の指導及び教育を行う指導教育担当職員を置かなければならない。★

○ 指導教育担当職員は、一時保護施設における業務又は児童相談所における児童の福祉に係る相談援助業務

に通算しておおむね五年以上従事した経験を有する者でなければならない。★

○ 一時保護施設の管理者は、一時保護施設の定員の数、都道府県における職員の適正な配置等の観点から必

要と認められ、かつ、一時保護施設の適切な運営に支障がない場合に限り、指導教育担当職員を兼ねること

ができる。★

○ 一時保護施設の管理者及び指導教育担当職員は、二年に一回以上、一時保護施設の運営に関し必要な知識

の習得及びその資質の向上のためのこども家庭庁長官が指定する者が行う研修を受けなければならない。た

だし、やむを得ない理由があるときは、この限りでない。☆

基準案の概要

一時保護施設の設備・運営に関する基準について
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（８）児童の教育

○ 就学している児童については、当該児童の希望に応じ、就学等できるように努めなければならない。☆

（９）夜間の職員配置

○ 夜間は、ユニットを整備しない場合には、職員二人以上を置かなければならない。ユニットを整備する場
合には、各ユニットに職員一人以上を置かなければならない。この場合において、当該職員の数は、二人を
下回ることはできない。★

○ 児童相談所の開庁時間以外に虐待通告窓口対応を一時保護施設が実施している場合には、上記職員とは別
に必要な職員を置くよう努めなければならない。★

（10）その他運営に関する事項

○ 上記のほか、安全計画や業務継続計画の策定、衛生管理、食事、秘密保持、苦情対応等は児童福祉施設の
設備・運営基準と同内容のものを規定する。

（11）経過措置

○ 設備基準については、現に存する一時保護施設（建築中のものを含む）については従前の例によることと
する。

○ 職員配置基準と夜間の職員配置について、職員の確保等が難しい場合には、施行後２年間は従前の例によ
ることとする。

○ 指導教育担当職員について、施行後２年間は、児童福祉司であって、職員の指導及び教育を行うための知識
及び経験を有する者として児童相談所長の命を受けた者を指導教育担当職員として置くことができる。

基準案の概要

一時保護施設の設備・運営に関する基準について
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こどもの権利擁護
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・ 令和４年児童福祉法等改正法では、社会的養護に係るこども権利擁護に係る様々な取組（児童相談所や都道府県等における

意見聴取等措置、意見表明等支援事業、こどもの権利擁護に係る環境整備）が規定され、各都道府県等では改正法の施行まで

に必要な準備を着実に実施していく必要がある。

・ このため、各都道府県等が適切に各取組を進めることができるよう、 その意義や具体的な準備事項、実施内容、実施におけ

る留意点等を盛り込んだ「権利擁護スタートアップマニュアル（案）」を作成するため、本調査研究において有識者・実務者

検討会を開催し、検討を行った。

（意見聴取等措置）

・ こどもの意見聴取措置が必要となる場面、実施主体、

意見聴取等措置の実施方法 等

（意見表明等支援事業）

・ 意見表明等支援を実施する場面、意見表明等支援事

業の実施に向けた準備・留意事項

（こどもの権利擁護に係る環境整備）

・ 個別ケースに関するこどもの権利擁護の仕組み、こ

どもや関係者・関係機関への周知啓発や理解醸成

等

氏 名 所 属 ・ 役 職

相澤 仁
大分大学学長特命補佐（福祉・地域共生社会推進担当）
福祉保健科学部 教授

磯谷 文明 くれたけ法律事務所 弁護士

神谷 万美
中野区子ども・若者支援センター
児童相談所 副所長

◎ 川﨑 二三彦 子どもの虹情報研修センター センター長

鈴木 玲 和歌山県福祉保健部福祉保健政策局 子ども未来課長

中村 みどり Children’s Views and Voices 副代表

前橋 信和 関西学院大学 名誉教授

藥師寺 真 岡山県倉敷児童相談所 所長

趣旨

検討委員会の構成検討事項

権利擁護スタートアップマニュアル作成に関する調査研究 概要

13

※敬称略、五十音順、◎は座長

5/12第１回児童虐待防止対策部会資料
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こどもの権利擁護スタートアップマニュアル（案）概要こどもの権利擁護ス
(権利擁護スタートアップマニュアル作成に関する調査研究)

14

Ⅰ こどもの意見聴取等措置

■ 意見聴取等措置が必要となる場面
〇 以下の場合は、意見聴取等措置をあらかじめ実施（①は法律上規定。②はこの他実施すべき又は実施が望ましい場面）

① 一時保護、在宅指導等措置、施設入所、里親等委託、指定発達支援医療機関への委託の決定・停止・解除・変更・期間の更新
② 自立支援計画の策定・見直し、自立援助ホームや母子生活支援施設への入居・入所、面会通信制限 等

〇 緊急一時保護の必要がある場合などあらかじめ意見聴取等措置をとるいとまがないときは、事後速やかに意見聴取等措置を実施
■ 意見聴取等を行う者
〇 原則、児童相談所職員が実施。各児童相談所の体制や状況等も踏まえつつ、こどもの意見・意向を適切に把握できる方法（※）を検討。
※ 担当の児童福祉司又は児童心理司（必要に応じて双方）が実施／担当児童福祉司等とは別の職員が実施

〇 意見表明等支援事業の活用により、こどもの求めに応じて意見表明等支援員が支援を行うことも有用。

■こどもへの説明・意見聴取
〇 以下の事項（※）をこどもに事前に丁寧に説明。権利ノートや図、イラスト等を用いると効果的。
※ 児童相談所の役割、こどもが置かれている現在の状況、親や家族等の現在の状況、一時保護ガイドライン／児童相談所運営指針で定められている内容
（一時保護の理由、目的等／入所等措置をとる理由等） 、聴取した意見の取扱い、権利救済や意見表明等支援事業の仕組み・利用方法

〇 援助方針の検討の可能な限り早期の段階で、以下の事項（※）について意見聴取を実施。複数回にわたり実施する等の対応が望ましい。
※ 措置等の内容についての意見・意向とその理由、今後に対する希望、現在の状況についてどう考えているか、措置等に関する希望、不安等

〇 言葉による意見聴取が困難な場合も、絵カード等のコミュニケーションツールを活用し、こどもが意見・意向を表明できるよう最大限配慮。それでも意見表出が
困難なこどもには、こどもの生活スタイルを理解して意思を推察するなど非指示的アドボカシーを実施

■記録の作成・管理 児童記録票に、日時場所、説明方法、説明内容、聴取内容、こどもの反応・様子、所見を記載
■聴取した意見・意向の考慮、反映の検討
〇 聴取した意見・意向は援助方針会議等の場で共有し、十分勘案した上でこどもの最善の利益を考慮して組織として支援の方法や内容等を検討。可能な

限りこどもの意見・意向を尊重できるよう、十分な検討・議論を行う
■こどもへのフィードバック
〇 こども本人に速やかに決定の内容と理由を丁寧かつ分かりやすく説明しフィードバック。特にこどもの意見・意向と反する意思決定を行う場合は説明を尽くす。

Step1
こどもへの説明

Step2
こどもからの意見聴取

Step3
記録作成

Step4
聴取した意見・意向の考慮、

反映の検討
Step５

こどもへのフィードバック
意見聴取等
措置の流れ
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■ 個別ケースに関するこどもの権利擁護の仕組みの構築
（児童福祉審議会の活用）

基本的な仕組み：こども（又はこどもに関わる関係機関）が児童福祉審議会に意見を申し立て、こどもからの意見聴取や必要な調査を行った上で
児童福祉審議会において審議し、必要な場合には児童相談所等の関係行政機関に対して意見を具申
※ 意見具申の内容はこども本人にも伝え、児童福祉審議会では一定の期間を設けて児童相談所や施設等から対応結果の報告を求め、その結
果をこどもに伝えるといったフォローアップも行う

準備・留意事項：児童福祉審議会の独立性、迅速性、専門性、こどもからのアクセシビリティの確保等の観点から必要な体制を確保
➢ 権利擁護に関する専門部会の設置・迅速な開催、委員の選定(児童相談所や施設関係者等は望ましくない等)、事務局の設置(児童相談所職員

が担当することは避ける)、多様なアクセス手段の確保、関係機関等（児童相談所、施設、一時保護所、里親等）への説明・周知
(児童福祉審議会以外の機関による権利擁護)

➢ 条例にづいて児童福祉審議会とは別のこどもの権利擁護機関を設置し、権利救済の申し立てを受けて調査・審議、勧告等を行う自治体の取組例を紹介

■ 意見表明等支援事業の実施・活用促進等
■ こどもに対する権利や権利擁護の仕組みの周知啓発、関係者・関係機関への周知啓発や理解醸成

■ こどもの権利擁護に係る環境整備に関するその他の取組（意見箱（実効性ある運用)、こども会議等）

こどもの権利擁護スタートアップマニュアル（案）概要こどもの権利擁護ス
(権利擁護スタートアップマニュアル作成に関する調査研究)

Ⅲ こどもの権利擁護に係る環境整備

Ⅱ 意見表明等支援事業

■ 意見表明等支援を実施する場面
➢ 措置等の決定、自立支援計画策定、里親・施設や一時保護所における日常生活の場面、こどもが児童福祉審議会等へ意見申立てを行う場面

■ 意見表明等支援事業の実施に向けた準備・留意事項
（実践環境の整備）

➢ こども／関係者（児童相談所職員や里親・施設職員、一時保護所職員等）への説明、多様なアクセス手段の確保（電話、はがき、SNS等。障害児の
場合は手話通訳等の合理的配慮） 、事務局の体制確保（都道府県等の主管課／可能であれば適当な外部団体に委託）

（意見表明等支援員の確保）
➢ 配置形式・体制（独立性の担保）:児童相談所等とは別の機関が担うことを基本。適切な団体等に都道府県等が委託／補助。個人の場合は委嘱

➢ 資質の醸成・担保：都道府県等が適当と認める養成研修の修了が必要。多様な属性・強みを持つ支援員の確保。SVを受けられる体制整備。

(意見表明等支援事業の実施方法、留意事項)
➢ 訪問先の決定（一時保護所、里親家庭、児童養護施設等の入所施設）、対象となるこども（年齢等で一律に区切るのは不適当）、訪問方法（定期又

は要請に応じた訪問）、こどもの意見表明を促す工夫、こどもの年齢・発達の状況に応じた配慮、意見表明への対応とこどもへのフィードバック
（意見表明を受けた関係機関における十分な検討、こどもへの丁寧でわかりやすい説明が確実に行われる体制の構築）、守秘義務・個人情報の管理 等

15

注：意見表明等支援事業の実施に当たっては、自治体としての事業名や担当機関名について、事業の実施内容との関係でわかりやすく誤解のないものとなるよう留意。
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※敬称略、五十音順、◎は座長

• 令和４年児童福祉法等改正法では、都道府県等の事業として意見表明等支援事業が新たに規定されたが、意見表明等支援事

業の実施にあたっては専門的な知識や技術を有する意見表明等支援員の確保が必要となる。

• 各自治体においては意見表明等支援員の養成が主要な課題の一つとなっているため、研修カリキュラムの（例）を含む「意

見表明等支援員養成のためのガイドライン（案）」を作成するため、本調査研究において検討委員会を開催し、検討を行っ

た。

• 意見表明等支援員の主な業務内容

• 意見表明等支援員に求められる要件等

• 意見表明等支援員のカリキュラム（例）、

到達目標

等

氏 名 所 属 ・ 役 職

相澤 仁 大分大学 福祉健康科学部 教授

岡田 健一 九州大谷短期大学 准教授

◎川﨑 二三彦 子どもの虹情報研修センター センター長

中村 みどり Children's Views & Voices 副代表

野呂 英樹 宮城県保健福祉部 子ども・家庭支援課 課長

藤田 香織 藤田・戸田法律事務所 弁護士

前橋 信和 関西学院大学 名誉教授

山元 浩司 兵庫県福祉部 児童課 課長

趣旨

検討委員会の構成検討事項

アドボケイト（意見・意向表明支援）における研修プログラム策定及び好事例収
集のための調査研究 概要

16
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意見表明等支援員養成のためのガイドライン（案）概要
（アドボケイト（意見・意向表明支援）における研修プログラム策定及び好事例収集のための調査研究）

意見表明等支援員とは

意見表明等支援員の到達目標

＜主な業務内容＞
意見表明等支援員の基本的な役割は、こどもの立場に立って、

①こどもの意見の形成を支援し（意見形成支援）

②こどもの意見・意向を意見聴取等により把握し、こどもの希望に応じ、行政機関や児童福祉施設・里親等の関係機関に対し、意見表明

を支援したり、こどもの意見・意向を代弁した上で伝達するために必要な連絡調整をする（意見表明等支援）

③こどもが意見表明を行った後、関係者からの説明について、こどもが納得しているか確認し、必要に応じて再度の意見表明を支援する

⇒ ①～③の活動の前提として、こどもや関係機関等に、こどもの権利や支援員の意義・役割等について理解してもらうことが重要

＜求められる要件など＞
〇 意見表明等支援員として活動するには一定の知識・技術等が求められるため、都道府県等が適当と認める研修を

修了する必要（研修の企画・検討する際は、本ガイドラインで示している到達目標、研修カリキュラム（例）を参考）
〇 意見表明等支援員は、こどもの権利保障のために、６原則（右図参照）など重要な考え方に基づいて、

こどもの声を傾聴し、こどもを中心にした 意見形成支援・意見表明支援を行うことが求められる
〇 児童相談所や施設の職員、里親自身が行うことは想定されない（独立性の観点）

〇 禁固以上の刑に処せられた者等は、意見表明等支援員として不適格

⓪こども権利や支援員の役割に
関する理解促進

①意見形成支援 ②意見表明等支援 ③その後の対応
（こどもの求めに応じた再度の支援）

：こどもの権利保障のために、基本とする原則に基づいて、こどもの声を傾聴し、こどもを中心とした意見形成支援・意見表明等支援
を行うことができる

知識・
技術

知識・
技術

態度

・意見表明等支援事業に関連する法令やマニュアル等を十分理解している
・こどもの権利及び意見表明等支援員の果たす役割・内容についてこどもや関係機関・関係者に十分理解を得られ
るように説明できる

・意見表明等支援に関する基本的な考え方を理解し、自然と身に付いた態度で実践できる 等

・こども権利保障実現を目指すことを常に意識し、こどもの権利を尊重し擁護する態度を身につけている
・こどものそのままのありようを尊重し、柔軟な姿勢を保ちながら、こどもと継続的な信頼関係を構築し、向き合
い続けている 等

※意見表明等支援員として活動するに当たって、常に意識し、達成するように不断に努力することが求められる目標

意見表明
等支援員

エンパワ
メント

こども
中心

独立性

守秘

平等

こどもの
参画

17
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意見表明等支援員養成のためのガイドライン（案）概要
（アドボケイト（意見・意向表明支援）における研修プログラム策定及び好事例収集のための調査研究）

18

研修カリキュラム（例）

養成後のフォローアップ等の取組

科目名 時間 内容（目的の記載は省略）
A アドボカシーの定義・理念、独

立・専門・訪問アドボカシーの
概要

２ ・アドボカシーにおける意見表明等支援員の役割
・アドボカシーの基礎・理念・６原則 等

Ｂ 人権・こどもの権利の理解とこ
どもの権利擁護

１～
２

・子どもの権利条約の目的・内容 等

アドボカシーに関連する制度
等

１～
２

・意見表明等支援事業の関連法令、養成ガイド
ライン・スタートアップマニュアルの目的・内容

各自治体における児童福祉
行政の理解（概要編）

１～
２

・各自治体の児童相談所や児童福祉審議会の
役割等の制度・現状 等

Ｃ アドボカシーの基本的な態度・
技術

２～
３

・こどもと向き合う際の基本的な
配慮事項

・アドボカシーを行う際の基本的な態度 等
Ｄ 多様なこどもの理解とその権

利擁護
２～
３

・こどもの発達への理解
・こどもの多様性（ジェンダー、ＬＧＢＴQ、外国

にツールをもつ、障害等）への理解
・様々な生きづらさ（トラウマを含む）等への理解

E 社会的養護当事者・経験者
から見る社会的養護やアドボ
カシーの現状
（概要編）

１～
２

・社会的養護当事者・経験者からみた社会的養
護やアドボカシーの現状

科目名 時間 内容（目的の記載は省略）
A アドボカシーの理念と原則（詳細編） １～

２
・意見表明等支援員とこどもの

権利擁護に関わる多職種との
違い 等

Ｂ 各自治体における関連制度やアドボカ
シーの取組（詳細編）

１～
２

・社会的養護のこどもに関連す
る制度の詳細等 等

Ｃ 訪問アドボカシーの過程と技術（２時
間×３回）

６ ・訪問する各施設等種別の訪
問アドボカシーの特徴、必要な
技術、留意点 等

Ｄ こどもの発達段階に応じたアドボカシー １～
２

・年齢や発達の状況に合わ
せたアドボカシーの実践 等

こどもの多様性に応じたアドボカシー ２～
３

・多様性に応じたアドボカシーの
実践 等

こどもの抱える困難と影響に対する理
解

２～
３

・困難や被害によるこどもへの影
響の理解 等

E 演習（ロールプレイ）（２時間×２
～３回）

４～
６

・面談シナリオを作成するワーク
や、ロールプレイ等

自己覚知や内省への理解 １～
２

・意見表明等支援員の自己覚
知や内省の重要性 等

社会的養護当事者・経験者からみた
アドボカシーの実際（詳細編）

１～
２

・社会的養護当事者・経験者
からみたアドボカシーの現状・
課題

困難なケースへの対処・葛藤 ２ ・難しい場面での対処 等

活動する組織の理解(研修企画団体が意
見表明等支援の訪問活動等も行う場合)

１～
２

・活動する組織の理解
・他の組織との連携 等

基礎編基礎編 養成編

養成後に支援の質の向上させていくことの重要性を踏まえ、

各団体の養成後のフォローアップ等の取組（定期的な事後研修、SV等から助言を得る、支援員同士で悩みを共有する等）を紹介

基礎編で学んだ概略をさらに深め、実際に出会うこども
の多様性等についてより理解。グループワークが有効

意見表明等支援員が果たす役割・意義を理解しながら、望ま
しい基本的な態度、こどもを取り巻く環境などについて理解

既に研修を実施している各団体等の研修内容等を踏まえ、研修カリキュラム（例）をA～Eの大項目に沿って整理。
A:アドボカシーの意義・目的、Ｂ:権利擁護・児童福祉行政に対する理解、Ｃ:アドボカシーの過程と必要な技術・態度、Ｄ:こどもの多様性への理解、Ｅ:アドボカシーの実際
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○ 令和４年児童福祉法等改正法では、社会的養護に係るこども権利擁護の強化を図るため、こどもの意見表明等支援事業が創設されるとともに、こ
どもの権利擁護に係る環境整備（こどもの申立てに基づき児童福祉審議会等による調査審議・意見具申を行う等）が都道府県等の業務として規定
された。

○ このため、各都道府県等や必要に応じて市区町村において、改正法に基づくこどもの権利擁護のための取組が積極的に実施され、全国的に社会的
養護に係るこどもの権利が守られる体制の構築が進むよう、新たな補助を創設する。（現行のこどもの権利擁護体制強化事業を改正法に基づく取
組を推進するための事業として再編）

こ ど も の 権 利 擁 護 環 境 整 備 事 業

１ 事 業 の 目 的

２ 事 業 の 概 要

<児童虐待防止等対策総合支援事業費補助金>
令和６年度概算要求：208億円の内数（208億円の内数）

①意見表明等支援事業：

一時保護施設や里親家庭・児童養護施設等において、児童相談所等から独立した立場にある意見表明等支援員が、こどもの求めに応じたり、定期
的に訪問すること等により、こどもが施設等での生活における悩みや不満、措置の内容に関する意見等を形成し、関係機関に対し表明することを
支援する仕組みを構築する。実施主体である都道府県等において、意見表明等支援員の確保、養成、実施体制の構築を図る。

②こどもの権利や権利擁護のための仕組みに関する周知啓発

こどもの権利や権利擁護に係る取組について、パンフレットや権利ノートを提供するなどして、こどもに対してわかりやすく説明するとともに、里
親・施設等関係者に対しても周知啓発・理解増進を図る。また、意見を申し出るための葉書を配布する等によりこどものアクセシビリティを確保
する。

③こどもの権利擁護機関の整備

社会的養護に係るこどもからの申立てに応じて、児童福祉審議会又はその他の権利擁護機関が、関係機関やこどもへの必要な調査を行った上で審
議をし、関係機関に対して意見具申等を行う仕組みを整備することで、こどもからの申立てを契機に個別ケースの救済が図られる道筋を確保する。

＜取組の一例＞

意見等を伝える

児童福祉審議会等

意見等を伝える

調査・
意見具申訪問

意見等

施設・一時保護施設等

里親等

意見表明等支援員

児童相談所

申立て

サポート等

こども

意見等

３ 実 施 主 体 等

【実施主体】 都道府県、指定都市、児童相談所設置市、市区町村（①以外）

【補助基準額】① ５，９０１千円（活動回数１２０回まで）
※活動回数に応じて加算

（加算１）１２１～２４０回：２，９９０千円
（加算２）２４１回～：５，９８１千円
② １，７３５千円 ※②単独は不可

③ 児童福祉審議会の場合 ３，９９９千円
その他の権利擁護機関の場合 ５，１５９千円

【補 助 率】国： 1/2 
都道府県、指定都市、児童相談所設置市、市区町村： 1/2

※活動実態を踏まえた補助となるよう活動回数に応じて加算（現行事業では補助基準額は一律10,000千円）

令和６年度概算要求資料 ※今後の予算編成過程で検討されるもの
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親子再統合支援事業
(親子関係再構築支援)

20
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・ 令和4年児童福祉法等改正法により親子再統合支援事業が都道府県等の事業として新たに規定された。

保護者支援プログラムなどを含む親子再統合支援事業については、親子関係の再構築のために必要となる支援の全体像とそ

の実施に必要となる体制等を踏まえた上で、支援メニューの充実や体制強化のために活用を図っていくことが重要である。

・ このため、都道府県等が、保護者支援プログラムに限らず、親子関係再構築支援全体を適切に行うために必要となる体制整

備のあり方について示す「親子関係再構築のための支援体制強化に関するガイドライン（案）」を作成するため、本調査研究

において検討委員会を開催し、検討を行った。

・ 親子関係再構築支援の定義・意義

・ 親子関係再構築支援の原則

・ 親子関係再構築支援のために整備が必要な体制、仕組み

・ 児童相談所における親子関係再構築支援の体制強化

・ 民間団体との協働による親子関係再構築支援の充実

・ 市区町村における支援体制の強化と児童相談所との連携

・ 施設、里親との協働による支援

趣旨

検討委員会の構成検討事項

保護者支援プログラムのガイドライン策定及び好事例収集のための調査
研究 概要

21

氏 名 所 属 ・ 役 職

稲葉 史恵 神奈川県中央児童相談所 虐待対策支援課 課長

井上 直子 堺市子ども相談所 参事役

◎上鹿渡 和宏 早稲田大学 人間科学学術院 人間科学部 教授

久保 樹里 花園大学 社会福祉学部 社会福祉学科 准教授

児玉 彩奈 広島県西部こども家庭センター 相談第１課 初期対応係 係長

畠山 由佳子 神戸女子短期大学 幼児教育学科 教授

※敬称略、五十音順、◎は座長
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親子関係再構築 のた めの支援 体制強 化に関 するガ イドラ イン（ 案）概 要
（ 保 護 者 支 援 プ ロ グ ラ ム の ガ イ ド ラ イ ン 策 定 及 び 好 事 例 収 集 の た め の 調 査 研 究 ）

１． 親子関係再構築支援の定義・意義
＜親子関係再構築支援の定義＞

〇 こどもと親がその相互の肯定的なつながりを主体的に回復するために、虐待をはじめとする養育上の課題や問題により傷ついた親子
関係の修復や再構築に取り組むこと
※ 施設等に入所しているこどもと親を対象とした家庭復帰を唯一の目的とするものではなく、在宅で生活する親子を対象とした支援を含む。

親のいないこどもについても、生い立ちの整理や親族・兄弟などとの関係性の構築、永続的なつながりや養育環境を構築するための支援も含まれる。

＜親子関係再構築支援の意義＞ ～こどもの回復のために不可欠～
〇 その意義は「こどもと親がその相互の肯定的なつながりを主体的に回復することを通して、こどもが愛され、大切にされていると

いうことを実感しながら、親と子互いの存在や価値を肯定して生きていけるようになる」こと。

〇 こどもの自尊感情や自己肯定感の回復には親子関係再構築支援が必要であり、こどもの将来に大きく影響を及ぼす。
こどもと親の双方、それを支える家族・親族や地域を含めて総合的にサポートすることが求められる。

〇 「こどもの最善の利益を優先して考慮」という児童相談所の相談援助活動の理念・目的において、親子関係再構築はその根幹をなす
もの。

①こどもの援助指針等における親子関係再構築
援助指針等（自立支援計画やサポートプランを含む）には、「親との関係性を再構築する」と
いう視点が必ず含まれるべき。

②当事者である家族（「こども」と「親」）と
一緒に考える

主体は「こども」と「親」。こどもと親が現状をどのように捉え、どのようにしていきたいか
を確認し、そのために何が必要なのかを一緒に考える、援助指針等策定のプロセスが重要。

③こどもを支える人・機関と連携した援助指針等
の策定

祖父母や友人、地域とのつながりなど含めた総合的な支援を行うため、家族を中心におき、支
援者・支援機関や各々の役割分担等を十分に確認。

④親子関係再構築支援＝保護者支援プログラムの
活用、ではない

親子関係再構築支援は、こどもの回復を目的として、こどもの援助指針の一環として、こども、
親、家族、親族等に対して行う総合的な支援。保護者支援プログラムは、支援メニューの１つ
の選択肢。

※ 親子関係再統合支援＝親子関係再構築支援

３．親子関係再構築支援のために整備が必要な体制・しくみ
＜重層的・複合的・継続的な支援が行える体制構築＞～こどもや親の課題等に応じ、多様な支援メニューと必要に応じ長期的なサポートを～

〇 都道府県等が推進役となり、児童相談所による支援のほか、市区町村や関係機関（施設や里親等、児童家庭支援センター、医師や外部
の専門家、民間団体等）、自治体内の他部署等を含めた総合的な支援体制を構築する必要。

＜親子関係再構築の視点を含めたアセスメント・援助方針の策定＞
〇 親子関係再構築の視点からこどもと保護者・家族の抱えるリスクやニーズ、ストレングスをアセスメントし、支援方針・方法をより

具体的に記載。

２．親子関係再構築支援の原則

22
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親子関係再構築のための支援体制強化に関するガイドライン（案）概要
（保護者支援プログラムのガイドライン策定及び好事例収集のための調査研究）

４．児童相談所における親子関係再構築支援の体制強化

５．民間との協働による親子関係再構築支援の充実

６．市区町村における支援体制の強化と児童相談所との連携・協働による支援の充実

７．施設、里親等との協働による支援
〇 こどもの状況や親の面会等に関する状況等について施設・里親ファミリホーム等からもしっかりと情報収集等を行い、援助指針の

策定を含めて、施設・里親等と協働しながら支援を実施する仕組みづくりが重要。
〇 家庭復帰の可能性の低い場合は早期に特別養子縁組、養子縁組による永続的な養育を受けられるよう、必要な手続の確認や里親

支援機関や養子縁組あっせん事業者との連携等の体制づくりに努める。

〇 多くの資源等の調整役である市区町村が担う役割は大。切れ目のない支援に向け、児童相談所から親子のニーズ等について市区町村
に適切に情報提供し、サポートプラン策定に反映。プッシュ型（利用勧奨・措置）での支援提供も含め、市区町村とともに支援方針を検討。

〇 社会的養育推進計画において、都道府県は親子関係再構築支援の重要性を関係機関に向けて広く啓発するとともに、都道府県として
親子関係再構築支援の方針を共有した上で、市区町の体制強化に向けた支援方策を講じる等の主導的役割を発揮することが期待。

〇 民間団体との協働による支援体制のメリット：児童相談所に対して拒否感や抵抗感を抱いている親への対応、アセスメントや支援に
おける第三者視点による新たな気づき、民間団体の専門性を生かした支援、児童相談所としてのノウハウ蓄積や職員のスキルアップ

⇒ 支援の選択肢を増やし、多様な立場からサポートできる体制づくりにつなげる。

〇 留意点：事前のアセスメントを丁寧に行ったうえで必要なプログラムにつなぐ、カンファレンスは合同で実施する、事後の親・
こどもの変化等を適切に評価したうえでその後の対応をとるなど、民間団体に任せきりにせず協働による支援を意識 等

＜親子関係再構築支援を実施するための児童相談所の組織づくり＞
〇 親子関係再構築支援はこどもの援助指針の一環であり、当然行うべき支援であることを前提とした組織づくり（専任職員の配置、

専門チームの設置、SVによるサポート体制をつくる等、各段階において切れ目のない支援を行えるような組織づくり）が必要。

＜児童相談所でのノウハウ共有のための研修体系の構築＞
〇 児童相談所内でノウハウを共有し、組織として蓄積していくための工夫（オンライン研修等の積極的な活用や、講師を招聘した研

修実施等）が必要。

＜多様な主体との「協働」による親子関係再構築支援の実践＞
〇 市区町村、民間団体、施設・里親等の多様な主体との連携・協働を意識し、援助方針の検討・共有等を行っていくなど、連携・

協働のための取組を児童相談所が率先して実践する必要。

＜児童相談所が行う親子関係再構築支援メニューの充実＞
〇 こどもと親の課題やニーズを踏まえて、アセスメント方法の開発や支援メニューづくりを行い、実践している児童相談所もある。

親子関係再統合支援事業は、こうした親子関係再構築支援の全体像・プロセスを踏まえ、その支援体制強化に当たって活用 23

5/12第１回児童虐待防止対策部会資料

- 23 -



○令和４年児童福祉法等改正法により親子再統合支援事業が都道府県等の事業として新たに規定された。
○親子再統合支援(=親子関係再構築支援)は、虐待等により傷ついた親子関係の再構築を図るために、家族の状況や課題等に応じ、こども、親、家族、

親族等に対して行われる総合的な支援であり、都道府県等が推進役となり、児童相談所と、市区町村や施設等の関係機関、民間団体等の多様な主体
が協働して、重層的・複合的・継続的な支援を行える体制を構築していくことが必要である。

○このため、都道府県等が親子関係再構築支援全体を適切に行えるよう、支援メニューの充実や支援体制の強化を図るための新たな補助を創設する。
（現在の統合補助金「保護者指導・カウンセリング強化事業」について必要なメニューは維持した上で再編・拡充）

親子再統合（親子関係再構築）支援事業

２ 事 業 の 概 要

３ 実 施 主 体 等

<児童虐待防止等対策総合支援事業費補助金>
令和６年度概算要求：208億円の内数（208億円の内数）

① 親子関係再構築支援員の配置：現行の保護者指導支援員（児童心理司と同等程度の知識を持つ者）から変更。児相あたりの人数も増加（１→２名分）
親子関係の再構築のために必要となる総合的な支援を提供していくためには、児童相談所が多様な主体（市区町村・関係機関（施設、里親、児童家庭
支援センター等）・民間団体）と協働しながら本事業を進めていくことが重要であることから、児童相談所に他機関との連絡調整（他機関における支
援の状況等の確認、支援方針の共有など）や親子の面会・外出等の補助を行う親子関係再構築支援員を配置する。(１児相あたり２名分（現行：１名分）

② 親子関係再構築支援：児童福祉司や児童心理司が親子関係再構築支援を実施するにあたり、支援が難しいケースに対して外部機関（精神科医や大学教
授）などの助言指導を受けることができるよう、支援メニューにスーパーバイズを追加。

・カウンセリング 精神科医等の協力を得て、こどもや保護者等に対してカウンセリングを実施する。

・家族療法・保護者支援プログラム こどもを含む家族全体に対するアプローチによる援助や保護者がこどもとの適切な関わり方等を学ぶプログラムを実施する。
・ファミリーグループカンファレンス こどもや保護者、親族などが主体的に問題解決の方法を話し合い、支援方法について検討する場を設ける。
・宿泊型支援 離れて生活する親子に対して、宿泊等をしながら生活訓練や親子関係改善のためのプログラム等を行うとともに行動観察を行い、

必要な支援を行う。

・スーパーバイズ 学識経験者等から、親子関係再構築支援について専門的技術的助言や指導等を受ける。

③ 保護者支援プログラム等資格取得支援事業:児童相談所等の職員の資格取得が進むよう、１児相あたり３００千円→５００千円に単価を増加

児童相談所等の職員がより効果的な保護者支援を行うことができるよう、専門的な知識及び技術の習得を図る

④ 親子関係再構築民間団体育成事業
保護者支援プログラムなどの親子関係再構築支援の実施を受託できる民間団体を育成するため、民間団体にアドバイザーとして有識者を派遣したり、先駆的
な取組を行う民間団体で研修を受けたりするための補助を行う。

【実施主体】 都道府県、指定都市、児童相談所設置市

【補助基準額】（①～③児童相談所１か所当たり、
④都道府県、指定都市、児童相談所設置市１か所当たり）

①7,056千円 ②12,400千円 ③500千円 ④1,253千円

【補 助 率】
国： 1/2 
都道府県、指定都市、児童相談所設置市： 1/2

支援のイメージ

受講・
資格取得

児童相談所
相談

支援

支援の提供

利用

外部機関
NPO
医療機関
児童家庭支援センター等

情報共有等
の連携

協働・
事業委託

プログラム
事務局

（参考）

親子の関わりについてコーチング

１ 事 業 の 目 的

令和６年度概算要求資料 ※今後の予算編成過程で検討されるもの
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一時保護時の司法審査
一時保護時の司法審査に関する実務者作業チーム
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一時保護時の司法審査等

一
時
保
護
開
始

２
ヶ
月

４
ヶ
月

６
ヶ
月

親権者等の意に反する場合、延長
（２ヶ月ごと）に際し家裁の承認
が必要（家事審判）（H30.4施行）

一
時
保
護
解
除

一時保護した場合、一時保護開始から７日
以内に児童相談所は裁判所に一時保護状を
請求する必要がある。ただし、親権者等が
一時保護に同意する場合等は除く。

ଇ
ਖ਼
઻
भ

঳
ৎ
৳
૧
૾
৅
હ

＜事前＞ ＜事後＞

ଇ
ਖ਼
઻
भ

঳
ৎ
৳
૧
૾
৅
હ

＜一時保護開始時の適正手続の確保（司法審査）＞
〇 一時保護の適正性の確保や手続の透明性の確保のため、一時保護開始の判断に関する司法審査を導入する。

裁判官が発付する一時保護状による方法（事前又は保護開始から７日以内に児童相談所は書面で請求）とする。

対象として、親権者等が一時保護に同意した場合や請求までに一時保護を解除した場合等は除く。

児童虐待のおそれがあるときなど、一時保護の要件を法令上明確化。その要件に該当するときは、明らかに一時
保護の必要がないと認めるときを除き、裁判官は一時保護状を発付する。

一時保護状発付の請求が却下された場合、一時保護を解除した際に児童の生命及び心身に重大な危害が生じるお
それがあるときには、児童相談所からの不服申立手続を設ける（却下の翌日から３日以内にその取消を請求）

26
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一時保護時の司法審査に関する実務者作業チームについて

○ 昨年６月８日に成立した児童福祉法改正法において、一時保護の開始時の司法審査を導入（公布から３年以内の政令で定める日

施行）。社会保障審議会児童部会社会的養育委員会報告書において、施行までに、その運用や実務の詳細について、法律実務に

携わる者など、実務者も構成員に含む作業チームを立ち上げて検討すべきと指摘。

○ このため、厚生労働省において、作業チームを令和４年８月末から設置し、一時保護時の司法審査の運用及び実務の詳細等につ

いて、実務的な観点から議論することとする。

自治体 関係 法曹実務者 関係 学識等 関係

・大浦 俊哉（東京都福祉保健局担当部長〈児
童相談センター人材企画担当課長
事務取扱〉）

・河島 貴子（世田谷区児童相談所所長）

・大久保 法彦（滋賀県中央子ども家庭相談セン
ター所長 兼 健康医療福祉部管
理監）

・藥師寺 順子（大阪府中央子ども家庭センター
所長）

・佐藤 康憲（東京家庭裁判所 判事）

・橋本 佳子（名古屋市中央児童相談所
主幹、弁護士）

・浜田 真樹（浜田・木村法律事務所
弁護士）

・石綿 はる美（一橋大学大学院法学研究科
准教授）

・中村 みどり（Children’s View & Voices
副代表）

◎橋本 和明（国際医療福祉大学医療福祉
学研究科臨床心理学専攻教授）

○吉田 恒雄（認定NPO法人児童虐待防止
全国ネットワーク 理事長）

計４名 計３名 計４名

27

（今後のスケジュール）

〇令和５年夏頃：マニュアル案とりまとめ
〇令和６年夏頃：マニュアル確定、内閣府令改正
〇令和７年６月15日までの政令で定める日：施行

（検討会委員） ※法務省、最高裁事務総局はオブザーバーとして参加 ※敬称略、五十音順

※現時点（令和５年9月）では、一部のスケジュールが以下のとおり変更となっている。
○令和５年秋頃：マニュアル案とりまとめ
○令和６年夏～秋頃：マニュアル確定、内閣府令改正
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一時保護の要件について

１ ． 改 正 後 児 童 福 祉 法

第三十三条 児童相談所長は、児童虐待のおそれがあるとき、少
年法第六条の六第一項の規定により事件の送致を受けたときそ
の他の内閣府令で定める場合であつて、必要があると認めると
きは、（略）児童の一時保 護を行い、又は適当な者に委託し
て、当該一時保護を行わせることができる。

＜ 改 正 後 ＞

第三十三条 児童相談所長は、必要があると認めるときは、
（略）児童の一時保護を行い、又は適当な者に委託して、当該
一時保護を行わせることができる。

＜ 改 正 前 ＞

２ ． 「 内 閣 府 令 で 定 め る 場 合 」 の 条 文 案 （ 令 和 ５ 年 ４ 月 2 6 日 の 実 務 者 作 業 チ ー ム で 提 示 ）

第A条 児童福祉法（以下「法」という。）第三十三条第一項に規定する内閣府令で定める場合は、次に掲げる場合であつて、児童の安
全を迅速に確保すること、又は児童相談所長によるアセスメント（児童の心身の状況、その置かれている環境その他の状況を把握す
ることをいい、短期入所指導（法第十二条の四に規定する児童を一時保護する施設等に児童を短期間入所させ、心理療法、生活指導
その他の援助を行うことをいう。）を行うことを含む。）を行うことを目的とする場合とする。

一 児童虐待の防止等に関する法律（以下「児童虐待防止法」という。）第二条に規定する児童虐待を受けた場合若しくはそのおそれ

がある場合又は児童虐待を受けるおそれがある場合（児童虐待防止法第十二条の二第一項に定める場合を含む。）

二 少年法第六条の六第一項の規定による送致を受けた場合又は警察官から法第二十五条第一項の規定による通告を受けた場合

三 児童の行動が自己若しくは他人の生命、心身若しくは財産に危害を生じさせた場合若しくはそのおそれがある場合又は危害を生じ

させるおそれがある場合

四 児童が自らの保護を求め、又はこれに相当する意見若しくは意向を表明した場合

五 児童の保護者が死亡、行方不明、拘禁、疾病による病院への入院等の状態となつたこと、児童が家出人であることその他の事由に

より、児童に現に監護をする者若しくは住居がない若しくは児童の住所若しくは居所が不明である場合又はそのおそれがある場合

六 児童の保護者がその監護する児童の保護を求め、又はこれに相当する意見を表明した場合

七 前各号に掲げるもののほか、一時保護を行わなければ児童の生命又は心身に重大な危害が生じるおそれがある場合

28
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一時保護状請求の流れ（イメージ）

29

一時保護の要件（一時保護の理由）該当性、一時保護の必要性の検討

一時保護の開始

○ 児童、親権を行う者等（親権を行う者又は未

成年後見人）の人定資料の取得

○ 児童及び親権を行う者等への説明

○ 児童の意見・意向の確認

○ 親権を行う者等の同意の有無、意見の確認

○ 一時保護の理由及び必要性を裏付ける資料の

取得

○ 一時保護状請求書の作成

○ 提供資料（ケース記録等）の準備

一時保護状の請求（事後請求）

一時保護状の発付

７
日
以
内

一時保護状の請求（事前請求）

一時保護状の発付

一時保護の開始

○ 児童、親権を行う者等（親権を行う者又は未

成年後見人）の人定資料の取得

○ 児童及び親権を行う者等への説明

○ 児童の意見・意向の確認

○ 親権を行う者等の同意の有無、意見の確認

○ 一時保護の理由及び必要性を裏付ける資料の

取得

○ 一時保護状請求書の作成

○ 提供資料（ケース記録等）の準備
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一時保護状請求のためのマニュアル（案）の主なポイント①

30

第１章 令和４年児童福祉法等改正（一時保護時の司法審査）の概要

第２章 一時保護の要件 ※ 調 整 中

第３章 一時保護状請求手続

・ 一 時 保 護 を 行 う こ と に つ い て 親 権 者 等 の 同 意 が あ る 場 合 、 児 童 に 親 権 者 等 が な い 場 合 、 一 時 保 護 を 開 始 し た 日 か ら 起 算
し て ７ 日 以 内 に 解 除 し た 場 合 を 除 き 、 一 時 保 護 状 の 請 求 が 必 要 （ 改 正 後 法 第 3 3 条 ３ 項 ） 。

・ 親 権 者 等 が 複 数 の 場 合 は そ の 全 員 の 同 意 を 要 す る こ と に 留 意 。

１ 一時保護状の請求が必要となる場合

２ 一時保護状の請求に係る基本的事項
・ 請 求 者 、 一 時 保 護 時 の 司 法 審 査 の 対 象 と な る 児 童 、 請 求 時 期 （ 事 後 請 求 ・ 事 前 請 求 ） 、 請 求 先 、 請 求 の 方 式 な ど

※令和５年６月21日の実務者作業チームで議論いただいた事務局素案であり、今後も加筆修正予定

３ 一時保護状の請求に向けた具体的手続（児童相談所における事務手続の流れを想定）

・ 一 時 保 護 の 理 由 、 目 的 、 一 時 保 護 時 の 司 法 審 査 の 手 続 概 要 、 親 権 者 等 が 裁 判 官 に 意 見 を 伝 達 し 得 る こ と 及 び そ の 方
法 等 に つ い て 、 で き る 限 り 丁 寧 に 説 明 を 行 う 。

○ 親 権 者 等 に 対 す る 説 明

・ 児 相 が 親 権 者 等 の 意 見 を 聴 取 し て 適 宜 の 書 類 に ま と め て 裁 判 官 に 提 供 す る こ と を 基 本 。
・ 親 権 者 等 自 ら 意 見 書 面 の 作 成 を 希 望 す る 場 合 は こ れ を 児 相 を 通 じ て 裁 判 官 に 提 供 す る こ と が 可 能 。

○ 親 権 者 等 の 同 意 の 確 認
・ 一 時 保 護 に 際 し て は 、 可 能 な 限 り 親 権 者 等 の 同 意 を 確 認 す る 。 同 意 が 判 然 と し な い 、 同 意 の 真 意 性 に 疑 義 が あ る 場 合

な ど は 、 同 意 が あ る と は い え な い と し て 、 一 時 保 護 状 の 請 求 を 検 討 。
・ 親 権 者 等 の 同 意 の 確 認 は 原 則 と し て 書 面 で 行 う 。 た だ し 、 一 定 の 場 合 に は 口 頭 に よ る 確 認 も 排 除 さ れ な い 。

○ 親 権 者 等 の 意 見 を 裁 判 官 に 伝 達 す る 方 法

○ 児 童 の 意 見 又 は 意 向 の 確 認 、 児 童 の 意 見 又 は 意 向 を 裁 判 官 に 伝 達 す る 方 法
・ 一 時 保 護 に 当 た っ て 実 施 す る 意 見 聴 取 等 措 置 （ 改 正 後 法 第 3 3 条 の ３ の ３ ） 等 に よ り 児 相 長 等 が 把 握 し た 児 童 の 意

見 又 は 意 向 を 裁 判 官 に 提 供 。
・ 児 童 自 ら が 意 見 書 面 の 作 成 を 希 望 す る 場 合 は こ れ も 可 能 と し 、 児 相 を 通 じ て 裁 判 官 に 提 供 。
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一時保護状請求のためのマニュアル（案）の主なポイント②

31

第３章 一時保護状請求手続（前頁からの続き）

○ 提 供 資 料 の 準 備 （ 関 係 機 関 と 連 携 し た 資 料 等 の 収 集 ）
・ 各 児 相 が 保 有 す る 既 存 の 児 童 記 録 、 そ の 抜 粋 又 は 児 童 記 録 の 内 容 を 要 約 し た も の を 提 供 す る 方 法 を 基 本 。
・ 関 係 機 関 と 連 携 し 、 資 料 又 は 情 報 の 提 供 等 の 必 要 な 協 力 を 受 け る こ と （ 改 正 後 法 第 3 3 条 の ３ の ２ ） 。

○ 一 時 保 護 状 請 求 書 の 記 載 事 項 等
・ 一 時 保 護 状 請 求 書 の 記 載 事 項 は チ ェ ッ ク リ ス ト 及 び 端 的 な 記 載 欄 を 基 本 と す る 。

※令和５年６月21日の実務者作業チームで議論いただいた事務局素案であり、今後も加筆修正予定

４ 一時保護状の発付又は請求却下
・ 一 時 保 護 状 の 発 付 又 は 請 求 却 下 後 は 、 裁 判 所 に お い て 事 件 記 録 の 返 還 を 受 け 、 一 時 保 護 状 を 受 領 。
・ 児 童 及 び 親 権 者 等 に 対 し て は 一 時 保 護 時 の 司 法 審 査 の 結 果 に つ い て 適 切 な 説 明 を 行 う 。 請 求 が 却 下 さ れ た 場 合 （ 不

服 申 立 て を し な い 場 合 ） は 意 見 聴 取 等 措 置 後 、 速 や か に 一 時 保 護 を 解 除 。
第４章 不服申立手続

・ 請 求 者 、 請 求 時 期 、 請 求 先 、 請 求 の 方 式 な ど

・ 原 裁 判 時 に 提 供 し た 資 料 を も っ て さ ら に 主 張 を 行 う ほ か 、 当 初 の 一 時 保 護 状 の 請 求 時 に は 未 判 明 だ っ た 事 実 が 新 た に 判
明 し た 場 合 や 取 得 で き て い な か っ た 資 料 を 新 た に 取 得 し た 場 合 な ど に は こ れ ら に よ る 主 張 の 補 充 を 行 う こ と も 考 え ら れ る 。

・ 不 服 申 立 て の 各 要 件 に つ い て 、 事 案 の 概 要 を 踏 ま え 、 児 相 の 所 見 ・ 評 価 を 文 章 形 式 で 記 載 。

１ 不服申立ての要件

２ 不服申立手続に係る基本的事項

３ 不 服 申 立 て の 具 体 的 手 続

※ 調 整 中

第５章 夜間・休日の対応

・ 一 時 保 護 状 請 求 は 平 日 の 裁 判 所 開 庁 時 間 中 に 行 わ れ る の が 基 本 だ が 、 や む を え ず 夜 間 ・ 休 日 に 請 求 す る 場 合 は あ ら か
じ め 請 求 先 裁 判 所 に 連 絡 し た 上 で 請 求 を 行 う 。 夜 間 ・ 休 日 に は 請 求 先 が 異 な る 可 能 性 が あ る こ と に 留 意 。

・ 請 求 期 限 末 日 が 土 日 ・ 祝 日 ・ 年 末 年 始 と な る 場 合 も 同 日 ま で に 請 求 を 要 す る 。

○ 各 種 事 案 の 取 扱 い
・ 移 管 ケ ー ス 、 親 権 者 等 の 同 意 が 撤 回 さ れ た 場 合 の 対 応 な ど
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令和6年度概算要求について
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こども家庭庁支援局 虐待防止対策課

令和６年度概算要求の概要
（虐待防止対策関係）

令和６年度概算要求の概要
（虐待防止対策関係）

【令和６年度概算要求】 【令和５年度予算】
１，７４２億円 ＋事項要求 （ １，６９１億円）

【主な要求内容】

○ 令和６年４月の改正児童福祉法の円滑な施行に向けて、

・ こども家庭センターの人員体制の強化、家庭支援事業（子育て世帯訪問支援事業、親子関係形成支援事業、
児童育成支援拠点事業等）の実施、児童相談所一時保護所における職員配置等の環境改善等について、「こ
ども未来戦略方針」等を踏まえ、予算編成過程で検討するほか、

・ 都道府県等が親子関係再構築支援を適切に行えるよう、支援員の配置や、こどもや保護者に対するカウンセ
リングの実施、学識経験者等からの技術的助言や指導を実施する「親子再統合支援事業」を創設、

・ 社会的養護に係るこどもの権利が守られる体制の構築が進むよう、意見表明等支援事業の実施、周知啓発、
権利擁護機関の整備を実施する「こどもの権利擁護環境整備事業」を創設し、取組を推進する。

・また、こども家庭福祉分野における専門性向上のため、「こども家庭ソーシャルワーカー」の取得促進につ
いて、「こども未来戦略方針」を踏まえ、予算編成過程で検討する。

〇 ＩＣＴ化の推進や、緊急一時保護等に対応するための保護所内のバックアップ支援を行う協力員の配置など
児童相談所の体制を強化するとともに、進路やキャリア相談を含めた相談支援体制の構築、レスパイトや自己
発見等に寄与する当事者向けイベントの開催に関する取組などヤングケアラー支援の充実を図る。

○ さらに、こども未来戦略方針（令和５年６月13日閣議決定）に基づき、今後、「こども大綱」の中で具体化
する虐待防止対策については、予算編成過程において、施策の拡充を検討する。

【主な内訳】 ◇ 児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金 208億円 （ 208億円）

◇ 児童入所施設措置費等国庫負担金 1,416億円 + 事項要求（ 1,392億円）

◇ 次世代育成支援対策施設整備交付金 80億円 （ 67億円） 33
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○令和４年児童福祉法等改正法により親子再統合支援事業が都道府県等の事業として新たに規定された。
○親子再統合支援(=親子関係再構築支援)は、虐待等により傷ついた親子関係の再構築を図るために、家族の状況や課題等に応じ、こども、親、家族、

親族等に対して行われる総合的な支援であり、都道府県等が推進役となり、児童相談所と、市区町村や施設等の関係機関、民間団体等の多様な主体
が協働して、重層的・複合的・継続的な支援を行える体制を構築していくことが必要である。

○このため、都道府県等が親子関係再構築支援全体を適切に行えるよう、支援メニューの充実や支援体制の強化を図るための新たな補助を創設する。

34親子再統合（親子関係再構築）支援事業

１ 事 業 の 目 的

２ 事 業 の 概 要

３ 実 施 主 体 等

<児童虐待防止等対策総合支援事業費補助金>
令和６年度概算要求額 208億円の内数（－）※（）内は前年度当初予算額

① 親子関係再構築支援員の配置

親子関係の再構築のために必要となる総合的な支援を提供していくためには、児童相談所が多様な主体（市区町村・関係機関（施設、里親、児童家庭支
援センター等）・民間団体）と協働しながら本事業を進めていくことが重要であることから、児童相談所に他機関との連絡調整（他機関における支援の
状況等の確認、支援方針の共有など）や親子の面会・外出等の補助を行う親子関係再構築支援員を配置する。

② 親子関係再構築支援

カウンセリング 精神科医等の協力を得て、こどもや保護者等に対してカウンセリングを実施する。

家族療法・保護者支援プログラム こどもを含む家族全体に対するアプローチによる援助や保護者がこどもとの適切な関わり方等を学ぶプログラムを実施する。

ファミリーグループカンファレンス こどもや保護者、親族などが主体的に問題解決の方法を話し合い、支援方法について検討する場を設ける。

宿泊型支援 離れて生活する親子に対して、宿泊等をしながら生活訓練や親子関係改善のためのプログラム等を行うとともに行動観察を行い、必要な支援を行う。

スーパーバイズ 学識経験者等から、親子関係再構築支援について専門的技術的助言や指導等を受ける。

③ 保護者支援プログラム等資格取得支援事業

児童相談所等の職員がより効果的な保護者支援を行うことができるよう、専門的な知識及び技術の習得を図る

④ 親子関係再構築民間団体育成事業

保護者支援プログラムなどの親子関係再構築支援の実施を受託できる民間団体を育成するため、民間団体にアドバイザーとして有識者を派遣したり、先駆的な
取組を行う民間団体で研修を受けたりするための補助を行う。

【実施主体】 都道府県、指定都市、児童相談所設置市

【補助基準額】（①～③児童相談所１か所当たり、
④都道府県、指定都市、児童相談所設置市１か所当たり）

①7,056千円 ②12,400千円 ③500千円 ④1,253千円

【補 助 率】
国： 1/2 
都道府県、指定都市、児童相談所設置市： 1/2

支援のイメージ

受講・
資格取得

児童相談所
相談

支援

支援の提供

利用

外部機関
NPO
医療機関
児童家庭支援センター等

情報共有等
の連携

協働・
事業委託

プログラム
事務局

（参考）

親子の関わりについてコーチング 34
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○ 令和４年児童福祉法等改正法では、社会的養護に係るこども権利擁護の強化を図るため、こどもの意見表明等支援事業が創設されるとともに、こ
どもの権利擁護に係る環境整備（こどもの申立てに基づき児童福祉審議会等による調査審議・意見具申を行う等）が都道府県等の業務として規定
された。

○ このため、各都道府県等や必要に応じて市区町村において、改正法に基づくこどもの権利擁護のための取組が積極的に実施され、全国的に社会的
養護に係るこどもの権利が守られる体制の構築が進むよう、新たな補助を創設する。

35こ ど も の 権 利 擁 護 環 境 整 備 事 業

１ 事 業 の 目 的

２ 事 業 の 概 要

３ 実 施 主 体 等

<児童虐待防止等対策総合支援事業費補助金>
令和６年度概算要求額 208億円の内数（－）※（）内は前年度当初予算額

①意見表明等支援事業

一時保護施設や里親家庭・児童養護施設等において、児童相談所等から独立した立場にある意見表明等支援員が、こどもの求めに応じたり、定期
的に訪問すること等により、こどもが施設等での生活における悩みや不満、措置の内容に関する意見等を形成し、関係機関に対し表明することを
支援する仕組みを構築する。実施主体である都道府県等において、意見表明等支援員の確保、養成、実施体制の構築を図る。

②こどもの権利や権利擁護のための仕組みに関する周知啓発

こどもの権利や権利擁護に係る取組について、パンフレットや権利ノートを提供するなどして、こどもに対してわかりやすく説明するとともに、
里親・施設等関係者に対しても周知啓発・理解増進を図る。また、意見を申し出るための葉書を配布する等によりこどものアクセシビリティを確
保する。

③こどもの権利擁護機関の整備

社会的養護に係るこどもからの申立てに応じて、児童福祉審議会又はその他の権利擁護機関が、関係機関やこどもへの必要な調査を行った上で審
議をし、関係機関に対して意見具申等を行う仕組みを整備することで、こどもからの申立てを契機に個別ケースの救済が図られる道筋を確保する。

【実施主体】 都道府県、指定都市、児童相談所設置市、市区町村(①以外)

【補助基準額】① ５，９０１千円
※活動回数に応じて加算

（加算１） １２１～２４０回： ２，９９０千円
（加算２） ２４１回～： ５，９８１千円
② １，７３５千円 ※②単独は不可

③ 児童福祉審議会の場合 ３，９９９千円
その他の権利擁護機関の場合 ５，１５９千円

【補 助 率】国： 1/2

都道府県、指定都市、児童相談所設置市、市区町村： 1/2

＜取組の一例＞

意見等を伝える

児童福祉審議会等

意見等を伝える

調査・
意見具申訪問

意見等

施設・一時保護施設等

里親等

意見表明等支援員

児童相談所

申立て

サポート等

こども

意見等
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児童相談所等におけるＩＣＴ化推進事業

児童相談所等におけるＩＣＴ化を推進し、業務におけるビデオ通話やテレビ会議、タブレット端末等の活用を促進するとともに、業務負担の軽減を図る。

１．施策の目的

【実施主体】 都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市・市及び福祉事務所設置町村、市町村 【補助基準額】 １か所当たり 1,000千円

【補助割合】 ⅰ.児童相談所、児童相談所一時保護所、市区町村

国：１／２（都道府県・指定都市・児童相談所設置市・市町村：１／２）

ⅱ．上記以外

国：１／２（都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市：１／４、事業者：１／４）
国：１／２（都道府県：１／８、市及び福祉事務所設置町村：１／８、事業者：１／４）

※地方自治体が運営する施設を対象にする場合は、

国：１／２（都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市：１／２）
国：１／２（都道府県：１／４、市及び福祉事務所設置町村：１／４）

２．施策の内容

児童相談所等（※）におけるＩＣＴ化を推進するための費用について補助を行う。

（活用例１）①相談対応や状況確認を行う際のビデオ通話の活用、②関係機関との連絡調整等を行う際のテレビ会議の活用、③安全確認等を行う外出先で
のタブレットの活用、④通信環境の整備等を進めるため、児童相談所等のＩＣＴ化の推進に資する機器等の整備 等

（活用例２）職員の業務において負担となっている書類作成等の業務等について、タブレット端末の活用によるこどもの情報の共有化やペーパーレス化等、
施設のＩＣＴ化の推進に資する機器等の整備 等

（※）児童相談所、児童相談所一時保護所、市区町村、乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、母子生活支援施設、ファミリーホーム、自立援助ホーム、
児童家庭支援センター、里親支援センター、社会的養護自立支援拠点事業所、妊産婦等生活援助事業所

３．実施主体等

（活用例２）タブレット端末の活用によるこどもの情報の共有化やペーパー
レス化等

自立支援計画の作成・共有

養育・支援の実施状況
（家族情報（やりとりも含め）、身体測定、既往歴、性格、生活記録等）

日常記録
（体温・食事摂取・排泄等の状況、疾病、過ごし方等）

児童養護施設等
テンプレートの活用やデータ連動・一括処理等により職員の業務負担を軽減

（活用例１）ビデオ通話を活用した相談対応や、関係機関とのオンライン
会議による連絡・調整等

ビデオ通話等
による相談・
状況確認 関係機関との

オンライン会議等による
連絡・調整

相談支援機関

＜児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金 ＞
令和６年度概算要求額 208億円の内数（－）※（）内は前年度当初予算額
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２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

１ 事 業 の 目 的

児 童 相 談 所 の シ ス テ ム 情 報 連 携 基 盤 構 築 事 業

３ 実 施 主 体 等

○ 児童相談業務に関して国が構築等を行っているシステムと児童相談所が導入している独自システム間の連携を行い、効果的かつ効率的
なシステム運用を行うととともに、現場職員の業務負担軽減に資する情報連携の仕組みを構築する。

（１）児童相談所におけるシステム間の情報連携効率化等

国が構築等を行っているシステム（※）と児童相談所独自システム間のデータ連携等を行うため、独自システムの改修等経費を補助する。

自治体独自システムで管理している児童の記録を自動連携することで、システム間で確実に情報共有され、職員の業務負担も軽減

（２）一時保護の判断に資するＡＩツールの円滑な運用に伴う情報通信機器導入等

外出先から一時保護の判断に資するＡＩツールにアクセスできるよう、タブレット端末等の情報通信機器導入経費を補助する。

タブレット端末からリスクアセスメントシート入力により、安全確認段階で虐待リスクを迅速に判断

外出先からテキストメッセージ・画像・音声・動画データの送受信により、児童の状況を的確に共有

【補助基準額】

①一時保護の判断に資するＡＩツールに係る改修 自治体１か所当たり（※１）：19,250千円【（１）関係】

②要保護児童等情報共有システムに係る改修 自治体１か所当たり（※２）：7,700千円【（１）関係】

③一時保護の判断に資するＡＩツール運用に伴う情報通信機器導入 児童相談所１か所当たり（※１）：1,000千円【（２）関係】

※１ 対象は、都道府県・指定都市・児童相談所設置市

※２ 対象は、都道府県・指定都市・児童相談所設置市・市区町村

都道府県・指定都市・児童相談所設置市において、①と②に両方に係る改修を実施する場合、①の基準額を適用

【実施主体】都道府県、指定都市、児童相談所設置市、市区町村

【補助率】国：１/２、都道府県・指定都市・児童相談所設置市・市区町村：１/２

AIツール
（※国システム）

児童相談所システム
（自治体独自システム）

情報共有システム
（※国システム）ケースワーカー

ＡＩツールのための情報
通信機器導入

システム間情報連携

R５開発・改修を実施している
国システムとの連携に伴う自
治体システムの改修

機器の導入

<児童虐待防止等対策総合支援事業費補助金>
令和６年度概算要求額 208億円の内数（－）※（）内は前年度当初予算額
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２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

１ 事 業 の 目 的

一 時 保 護 機 能 強 化 事 業

３ 実 施 主 体 等

○ 一時保護所が担う行動観察や短期入所指導の機能を充実・強化するため、教員ＯＢ、看護師、心理に関する専門的な知識及び技術を有
する者、警察官ＯＢ、児童指導員ＯＢ及び通訳などによる一時保護対応協力員の配置について、補助を行う。

○ 次のいずれかの一時保護等対応協力員を配置する。

① 学習指導協力員：保護している子どもの個々の学力に応じた学習指導や児童の原籍校との調整等を行う。

② 障害等援助協力員：疾病や障害を有する乳幼児等に対する保健・医療面への対応や、心的外傷のある子どもに対する心理治療を行う。

③ トラブル対応協力員：子どもの間でのトラブルや保護者とのトラブルの軽減等、一時保護所内の個別対応の強化を図る。

④ 専門的ケア対応協力員：保護している子どもに対し、心理の専門家等が日常生活に寄り添い、個々の状況に応じた丁寧かつ専門的なケアを行う。

⑤ 一時保護委託付添協力員：児童養護施設等へ一時保護委託を行う場合の付添や、一時保護所等から学校に通う場合の付添を行う。

なお、一時保護所等から原籍校に通学する際に付添を行う場合、送迎に要する費用も補助対象とする。

⑥ 夜間対応協力員：近年増大している警察からの身柄付通告による緊急一時保護等に対応するため、夜間に入所する児童の対応や夜間対応時の保護

所内のバックアップ支援等、夜間の一時保護受け入れ態勢の強化を図る。 ＜拡充部分＞

⑦ その他（外国人対応協力員（通訳など）等）：個々の保護している子どもが抱える問題（言語面等）を踏まえ、的確なアセスメントが行えるよう、

児童指導員等の業務の補助を行う。

【補助基準額】
・学習指導協力員以外の者 一時保護所１か所当たり：2,725千円×実施事業数

（加算分※１）一時保護所１か所当たり：1,384千円
・学習指導協力員（基本分）一時保護所１か所当たり：2,725千円×配置人数（上限：３名分）

（加算分※２）一時保護所１か所当たり：1,431千円
※１ 一時保護所等から原籍校への送迎を行う場合
※２ 学習支援その他学習面全般の調整を行うことができる体制を整えた場合、配置人数のうち１名を上限として上乗せ

【実施主体】都道府県、指定都市、児童相談所設置市
【補助率】国：１/２、都道府県・指定都市・児童相談所設置市：１/２

<児童虐待防止等対策総合支援事業費補助金>
令和６年度概算要求額 208億円の内数（208億円の内数）※（）内は前年度当初予算額
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地方自治体におけるヤングケアラーの支援体制の構築を支援するため、
・地方自治体に関係機関と民間支援団体等とのパイプ役となる「ヤングケアラー・コーディネーター」を配置し、ヤングケアラーを適切な

福祉サービスや就労支援サービス等につなぐ機能を強化（コーディネーターの研修も含む）
・ピアサポート等の悩み相談を行う支援者団体への支援

⇒進路やキャリア相談を含めた相談支援体制を構築する場合に、補助基準額に所定額を加算する
⇒ケアにおけるレスパイト・自己発見等に寄与する、当事者向けイベントを開催する場合に、補助基準額に所定額を加算する

・ヤングケアラー同士が悩みや経験を共有し合うオンラインサロンの設置運営･支援等に財政支援を行う
・外国語対応が必要な家庭に対し、病院や行政手続における通訳派遣等を行う自治体への財政支援を行う

１．事業内容

２．補助額等 ３．事業イメ－ジ
実施主体：都道府県、市区町村
負担割合：国 2/3、実施主体（自治体）1/3

（１）ヤングケアラー・コーディネーターの配置
補助基準額 １都道府県、指定都市あたり

１中核市・特別区あたり
１市町村あたり

（２）ピアサポート等相談支援体制の推進
補助基準額 １都道府県、指定都市あたり

１中核市・特別区あたり
１市町村あたり

A キャリア相談支援加算
補助基準額（加算） １都道府県、指定都市あたり

１中核市・特別区あたり
１市町村あたり

B イベント実施（レスパイト、自己発見等）加算
補助基準額（加算） １都道府県、指定都市あたり

１中核市・特別区あたり
１市町村あたり

（３）オンラインサロンの設置・運営、支援
補助基準額 １都道府県、指定都市あたり

１中核市・特別区あたり
１市町村あたり

（４）外国語対応通訳派遣支援
補助基準額 １都道府県、指定都市あたり

１中核市・特別区あたり
１市町村あたり

17,698千円
11,371千円
6,391千円

7,444千円
5,045千円
2,600千円

加算 5,814千円
加算 3,876千円
加算 1,938千円

加算 3,119千円
加算 2,697千円
加算 2,252千円

4,033千円
2,741千円
1,789千円

7,920千円
5,280千円
2,640千円

連携

ｵﾝﾗｲﾝｻﾛﾝ

SNS･ｱﾌﾟﾘ等を活用した
集い・語りの場

地方自治体が自ら運営
又はNPOや民間団体等
が行う活動への支援

ﾋﾟｱｻﾎﾟ-ﾄ

当事者･支援者の
民間団体等が行う

活動を支援
ﾔﾝｸﾞｹｱﾗ-に寄り添い､必要な

相談支援を行う

運
営
・
支
援

通 訳 派 遣

外国語対応が必要な
家庭への

通訳派遣支援

ﾔﾝｸﾞｹｱﾗ-に寄り添い､必要な
相談支援を行う

支援
相談・支援 相談・悩み共有

配置

支援

支
援

適
切
な
支
援

１．事業内容ヤングケアラー支援体制強化事業（ヤングケアラー支援体制構築モデル事業）

<児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金>
令和６年度概算要求額 208億円の内数（208億円の内数）※（）内は前年度当初予算額

キャリア
相談支援
加算

レスパイ
ト・イベント
実施加算

※下記事業のいずれかを実施した場合に補助。事業委託も可。

都 道 府 県 ・ 市 区 町 村

地方自治体（福祉事務所等）に配置
把握・発見したﾔﾝｸﾞｹｱﾗ-を適切な支援に繋ぐ

ﾔﾝｸﾞｹｱﾗ-･ｺ-ﾃﾞｨﾈ-ﾀ-ﾔﾝｸﾞｹｱﾗ-･ｺ-ﾃﾞｨﾈ-ﾀ-

ﾔﾝｸﾞｹｱﾗ-ﾔﾝｸﾞｹｱﾗ-
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○ 児童相談所・市町村の児童虐待の早期対応・早期発見、対応職員の専門性の強化を図るため、児童福祉法に規定された研修
等を実施する。
①児童福祉司任用前講習会等、②児童福祉司任用後研修、③児童福祉司スーパーバイザー研修、
④要保護児童対策調整機関調整担当者研修、⑤児童相談所長研修、⑥虐待対応関係機関専門性強化事業、
⑦児童相談所及び市町村職員専門性強化事業、➇医療機関従事者研修、⑨研修専任コーディネーターの配置

○ 全国の児童相談所における虐待相談対応は警察からの通告によるものが５割を占めており、また、２ヶ月超えの一時保護等
の家庭裁判所の審判も増えている。さらに、令和４年改正児童福祉法により、一時保護開始時の司法審査も導入することから
警察、家庭裁判所等との連携を強化することが重要であり、児童相談所及び市町村職員専門性強化事業に裁判官、警察官、家

庭裁判所調査官、検察官等を参加可能な研修や勉強会等を実施した場合には加算を行う。また、令和６年度から創設されるこ
ども家庭センターに配置される統括支援員について研修に要する経費を補助する。

１．目的

２．事業内容

【実施主体】

①～⑤、⑨：都道府県、指定都市、児童相談所設置市 ⑥・⑦：都道府県、指定都市、児童相談所設置市、市町村
➇：都道府県、指定都市、児童相談所設置市、中核市（児童相談所設置市除く）、特別区（児童相談所設置市除く）

【補助基準額】（１都道府県、指定都市、児童相談所設置市、市町村当たり）

① 児童福祉司任用前講習3,141千円、厚生労働大臣が定める講習会695千円 ② 3,141千円
③ 2,328千円（委託の場合217千円） ④ 3,052千円 ⑤ 2,328千円（委託の場合108千円）
⑥ 主任児童委員や保育所職員等への研修307千円、研修参加促進307千円、医師等の専門家への研修及びマニュアル

等の作成221千円、未成年後見人制度研修196千円
⑦ 1,668千円（一時保護所職員向けの研修を実施する場合1,668千円を加算、裁判官、警察官、家庭裁判所調査官、

検察官等を参加可能な研修等を実施する場合1,668千円を加算、統括支援員への研修を実施する場合1,668千円を加算）
➇ 1,863千円 ⑨ 5,333千円

【補 助 率】 国： 1/2 、都道府県、指定都市、児童相談所設置市、中核市、特別区、市町村： 1/2

３．実施主体等

児童虐待防止対策研修事業

<児童虐待防止等対策総合支援事業費補助金>
令和６年度概算要求額 208億円の内数（208億円の内数）※（）内は前年度当初予算額
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２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

１ 事 業 の 目 的

児童相談所におけるＳＮＳを活用した全国一元的な相談支援体制の構築に係るシステム

３ 実 施 主 体 等

○ 児童虐待防止の観点から、こどもや家庭がより相談しやすくなるよう、ＳＮＳによるアカウントを開設し、相談内容を各自治体（又は
各児童相談所）に自動的に転送した上、相談に対応する仕組みを構築する。（令和５年２月より順次、運用を開始）

【実施主体】民間事業者

【補助率】国：１０/１０

項：情報通信技術調達等適正・効率化推進費 目：情報処理業務庁費
令和６年度概算要求額 6億円（3億円）※（）内は前年度当初予算額 （デジタル庁一括計上予算）

（※）自治体は、原則としてLGWAN及び閉域網を経由して接続。委託先事業者は、専用端末から閉域網等を経由して接続。
（※）本システムはクラウドサービスを活用。

※各自治体は本業
務を外部委託する
ことも可能

【相談者のLINE上の操作】
①LINE公式アカウント「親子の

ための相談LINE」を友達追加

②住んでいる都道府県と市区町村
を登録する

③注意事項と待ち人数を確認し
相談システムのリンクを開く

④相談支援システムに利用者情報
を入力する

⑤相談内容を送信する

A自治体受付

（地域ごとに
振り分け）

【システム内のフロー】

DB

B自治体

C自治体

【自治体職員のシステム上
の操作】

①システムにログインする

②相談内容を確認し、相談者に
対してメッセージを送信する

③内容によっては、利用者の紐付
けや他自治体への移管が可能

④相談対応が終了した場合は
ステータスを終結にする

⑤メッセージのやりとりは、
終結日から１年経過で自動削除

相談者
・親
・子ども（18歳未満）

自治体職員等
・自治体職員
・委託事業者

※相談のやりとりは、今回開発
したシステム上にのみ保存される
（LINE上には保存されない）

【資金の流れ】
国

開発・運用・保守事業者

委託
SNSプッシュ通知管理事業者

＜令和６年度拡充事項＞
児童相談所が対応できない夜間・休日等の受付時間外においても切れ目ない相談支援を実施するため、チャットボットを活用した簡易的な返信機能を追加
自治体独自で活用しているSNS相談システムの分析等を行い、不足している機能等について本システムに実装
自治体職員等の業務効率化のため、相談回答の定型文利用や相談種別選択機能を実装する。（ユーザビリティの向上）
本システムに係るこども家庭庁や運用保守業者からの連絡事項について、お知らせ表示が可能な画面を実装する。（現在はメール等、システム外で対応）
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２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

１ 事 業 の 目 的

児 童 相 談 所 に お け る Ａ Ｉ を 活 用 し た 緊 急 性 の 判 断 に 資 す る 全 国 統 一 の ツ ー ル

３ 実 施 主 体 等

○ 増え続ける児童虐待相談等に対応するため、虐待事案に関するデータを収集し、その結果をAIで解析する。
〇 特に、経験の浅い職員がAIによるサポートを受けることにより、一時保護判断の質向上や関連業務を含めた業務効率化を目的とする。

【実施主体】民間事業者

【補助率】国：１０/１０

項：情報通信技術調達等適正・効率化推進費 目：情報処理業務庁費
令和６年度概算要求額 10億円（R4補正：5億円） （デジタル庁一括計上予算）

通告の対象となった児童についてのリスクアセスメント項目の入力等によりアセスメント情報を蓄積。
蓄積された情報をAIが解析・予測することで、一時保護判断の参考となる指標の表示等を行い、職員の判断をサポート。

※ 統計的なデータの分析を行うことで、職員が行う一時保護の判断のサポートが目的であり、職員に代わって判断するものではない。

【資金の流れ】
国

開発・運用・保守事業者

委託
工程管理事業者

＜令和６年度拡充事項＞
令和６年度の運用保守経費の計上
各自治体が円滑に開始できるよう、児童相談所システムとのAPI連携作業支援の実施（連携作業困難時の自治体・ベンダーへの技術的支援等）
AIアルゴリズムの更なる精度向上に向けた学習データの取り込み、チューニング作業、検証作業の実施
緊急受理会議等に伴う会議支援機能や児童情報管理機能の充実など、リスク判定にとどまらない業務支援機能構築の実施

Point

アセスメント情報
・養育者の説明内容に疑念が
ある

・情緒的な問題、対人距離、
愛着関係に課題がある 等

AIツール
・アセスメント情報を蓄積
・蓄積されたアセスメント
情報等を活用し、機械学習
により解析・予測

一時保護判断の参考となる指標例
一時保護スコア：通告の対象となった児童についてのリス

クアセスメント項目の傾向が、過去にどれくらい一時保護の
対象とされたかを示す参考指標

再発スコア：一度通告の対象となった児童が、再度通告の
対象となる（再発する）可能性を示す参考指標

入力 出力

※タブレット等による外出先・訪問先で
の即時・的確な対応も想定

業務効率化により負担軽減
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その他
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児童相談所の設置基準

①地理的条件

１又は２以上の市町村の区域であって、児童相談所と市町村及び学校、医療機関その他関係機関とが相
互に緊密な連携を図ることができるよう、管轄区域内の主要な関係機関等の利用者の居住する地域を考
慮したものであること

②管轄人口（※）

児童相談所が児童虐待の予防及び早期発見並びに児童及びその家庭につき専門的な知識及び技術を必要
とする支援を適切に行うことができるよう、管轄区域における人口が、基本としておおむね50万人以下
であること

③交通事情

管轄区域における交通事情からみて、児童虐待等の通告を受けた場合その他緊急の必要がある場合にお
いて、速やかに当該通告を受けた児童の保護その他の対応を行う上で支障がないこと

（※）管轄人口については、次の内容を解釈通知において周知。

「児童福祉法施行令及び地方自治法施行令の一部を改正する政令」の公布について

（令和３年７月21日子発0721第２号厚生労働省子ども家庭局長通知）

・管轄人口20万人から100万人までの範囲が目安となる趣旨であること
・管轄人口20万人を下回る児童相談所の設置を妨げるものではないこと
・管轄人口100万人以下の児童相談所が存する地域についても、政令の趣旨を踏まえた管轄区域の見直しを積極的
に検討されたいこと

○児童福祉法（令和５年４月施行）

第12条第２項 児童相談所の管轄区域は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件について
政令で定める基準を参酌して都道府県が定めるものとする。

≪政令で定める基準≫ （令和３年７月公布、令和５年４月施行）
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児童相談所管轄人口区分別一覧（令和５年４月時点）

～10万

11か所 5%

10万～20万

17か所 7%

20万～30万

41か所 18%

30万～40万

27か所 12%

40万～50万

25か所 11%

50万～60万

24か所 10%

60万～70万

19か所 8%

70万～80万

25か所 11%

80万～90万

13か所 6%

90万～100万

８か所 3%

100万～

22か所 9%

全児童相談所数
２３２か所
（100％）

11

17

41

27
25 24

19

25

13

8

22

区分人口 ～10万 10万～20万 20万～30万 30万～40万 40万～50万 50万～60万 60万～70万 70万～80万 80万～90万 90万～100万 100万～

か所数 11 17 41 27 25 24 19 25 13 8 22

割　合 5% 7% 18% 12% 11% 10% 8% 11% 6% 3% 9%

※人口は、令和２年国勢調査 【こども家庭庁支援局虐待防止対策課調べ】
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児童相談所ごとの管轄区域人口①

No. 都道府県市名
児童相談所

（R5.4時点）

管轄区域の人口

※令和２年国勢調査
箇所数 割合 区分

1 東京都 児童相談センター 2,057,709
2 札幌市 札幌市児童相談所 1,973,395
3 福岡市 こども総合相談センター 1,612,392
4 神戸市 こども家庭センター 1,525,152
5 東京都 品川児童相談所 1,458,657
6 千葉県 市川児童相談所 1,420,877
7 千葉県 柏児童相談所 1,407,697
8 千葉県 中央児童相談所 1,363,556
9 大阪市 中央こども相談センター 1,295,654
10 東京都 八王子児童相談所 1,200,869
11 広島市 広島市児童相談所 1,200,754
12 埼玉県 所沢児童相談所 1,183,610
13 東京都 小平児童相談所 1,159,467
14 東京都 足立児童相談所 1,148,136
15 大阪府 吹田子ども家庭センター 1,144,378
16 大阪府 中央子ども家庭センター 1,139,459
17 埼玉県 川越児童相談所 1,112,134
18 仙台市 仙台市児童相談所 1,096,704
19 京都市 京都市児童相談所 1,083,895
20 横浜市 北部児童相談所 1,065,500
21 鹿児島県 中央児童相談所 1,032,960
22 茨城県 土浦児童相談所 1,006,531
23 横浜市 中央児童相談所 999,184
24 横浜市 南部児童相談所 984,821
25 名古屋市 中央児童相談所 954,634
26 世田谷区 世田谷区児童相談所 943,664
27 北九州市 子ども総合センター 939,029

28 東京都 杉並児童相談所 936,648

29 長崎県 長崎こども・女性・障害者支援センター 913,419

30 大分県 中央児童相談所 903,449
31 愛媛県 福祉総合支援センター 892,204
32 大阪府 岸和田子ども家庭センター 884,635
33 大阪市 北部こども相談センター 872,706
34 栃木県 中央児童相談所 859,459
35 沖縄県 中央児童相談所 847,987
36 埼玉県 熊谷児童相談所 839,159
37 東京都 多摩児童相談所 830,278
38 大阪府 東大阪子ども家庭センター 827,357
39 堺市 堺市子ども相談所 826,161
40 兵庫県 姫路こども家庭センター 818,320
41 兵庫県 川西こども家庭センター 816,891
42 埼玉県 南児童相談所 809,456
43 山形県 福祉相談センター 804,623

4 1.72% 150万以上

4 1.72%
130万以上
150万未満

5 2.16%
100万以上
110万未満

13 5.60%
80万以上
90万未満

8 3.45%
90万以上
100万未満

3 1.29%
120万以上
130万未満

6 2.59%
110万以上
120万未満

No. 都道府県市名
児童相談所
（R5.4時点）

管轄区域の人口
※令和２年国勢調査

箇所数 割合 区分

44 東京都 江東児童相談所 796,395
45 岐阜県 中央子ども相談センター 793,551
46 埼玉県 中央児童相談所 792,853
47 愛知県 一宮児童相談センター 792,590
48 浜松市 浜松市児童相談所 790,718
49 新潟市 新潟市児童相談所 789,275
50 岩手県 福祉総合相談センター 785,287
51 長野県 中央児童相談所 779,021
52 広島県 西部こども家庭センター 770,931
53 茨城県 中央児童相談所 760,918
54 岡山県 倉敷児童相談所 754,749
55 東京都 立川児童相談所 753,703
56 広島県 東部こども家庭センター 743,703
57 熊本県 中央児童相談所 740,303
58 静岡県 東部児童相談所 739,795
59 和歌山県 子ども・女性・障害者相談センター 739,771
60 福岡県 福岡児童相談所 739,715
61 熊本市 熊本市児童相談所 738,865
62 横浜市 西部児童相談所 727,986
63 埼玉県 越谷児童相談所 727,737
64 神奈川県 中央児童相談所 727,642
65 相模原市 相模原市児童相談所 725,493
66 岡山市 岡山市こども総合相談所 724,691
67 名古屋市 西部児童相談所 721,081
68 栃木県 県南児童相談所 707,083
69 江戸川区 江戸川区児童相談所 697,932
70 愛知県 東三河児童・障害者相談センター 695,479
71 静岡市 静岡市児童相談所 693,389

72 さいたま市 南部児童相談所 686,636
73 大阪府 池田子ども家庭センター 670,777
74 川崎市 こども家庭センター 667,767
75 福岡県 久留米児童相談所 664,153
76 福島県 県中児童相談所 658,347
77 名古屋市 東部児童相談所 656,461
78 愛知県 中央児童・障害者相談センター 645,166
79 さいたま市 北部児童相談所 637,389
80 山梨県 中央児童相談所 637,063
81 福井県 総合福祉相談所 632,190
82 愛知県 知多児童・障害者相談センター 628,495
83 北海道 中央児童相談所 622,225
84 沖縄県 コザ児童相談所 619,493
85 佐賀県 中央児童相談所 616,821
86 宮城県 中央児童相談所 610,214
87 富山県 富山児童相談所 608,655

25 10.78%
70万以上
80万未満

19 8.19%
60万以上
70万未満

46
【こども家庭庁支援局虐待防止対策課調べ】- 46 -



児童相談所ごとの管轄区域人口②

No. 都道府県市名
児童相談所
（R5.4時点）

管轄区域の人口
※令和２年国勢調査

箇所数 割合 区分

88 愛知県 西三河児童・障害者相談センター 596,149
89 高知県 中央児童相談所 595,672
90 大阪府 富田林子ども家庭センター 592,506
91 三重県 北勢児童相談所 587,520
92 北海道 旭川児童相談所 587,143
93 板橋区 板橋区子ども家庭総合支援センター 584,483
94 大阪市 南部こども相談センター 584,052
95 神奈川県 平塚児童相談所 581,839
96 群馬県 中央児童相談所 580,053
97 兵庫県 西宮こども家庭センター 579,509
98 宮崎県 中央児童相談所 573,610
99 群馬県 西部児童相談所 562,038
100 群馬県 東部児童相談所 557,853
101 埼玉県 草加児童相談所 555,791
102 徳島県 中央こども女性相談センター 551,402
103 京都府 宇治児童相談所 551,108
104 香川県 子ども女性相談センター 549,475
105 兵庫県 中央こども家庭センター 539,812
106 茨城県 筑西児童相談所 538,804
107 神奈川県 厚木児童相談所 535,453
108 滋賀県 彦根子ども家庭相談センター 532,863
109 愛知県 刈谷児童相談センター 532,581
110 静岡県 西部児童相談所 523,724
111 長野県 松本児童相談所 505,376
112 奈良県 高田こども家庭相談センター 495,193
113 石川県 中央児童相談所 490,160
114 滋賀県 中央子ども家庭相談センター 489,300
115 千葉市 千葉市東部児童相談所 488,097

116 千葉市 千葉市西部児童相談所 486,854
117 秋田県 中央児童相談所 484,386
118 愛知県 豊田加茂児童・障害者相談センター 484,282
119 三重県 中勢児童相談所 478,816
120 奈良県 中央こども家庭相談センター 474,650
121 川崎市 中部児童相談所 468,056
122 福島県 中央児童相談所 465,894
123 金沢市 金沢市児童相談所 463,254
124 兵庫県 尼崎こども家庭センター 459,593
125 愛知県 春日井児童相談センター 457,512
126 静岡県 中央児童相談所 452,533
127 福島県 浜児童相談所 452,508
128 北海道 室蘭児童相談所 445,726
129 千葉県 君津児童相談所 444,813
130 新潟県 長岡児童相談所 430,288
131 福岡県 宗像児童相談所 428,970
132 富山県 高岡児童相談所 426,159
133 北海道 函館児童相談所 413,767
134 千葉県 東上総児童相談所 410,235
135 川崎市 北部児童相談所 402,439
136 香川県 西部子ども相談センター 400,769

24 10.34%
50万以上
60万未満

25 10.78%
40万以上
50万未満

No. 都道府県市名
児童相談所
（R5.4時点）

管轄区域の人口
※令和２年国勢調査

箇所数 割合 区分

137 長崎県 佐世保こども・女性・障害者支援センター 398,898
138 滋賀県 大津・高島子ども家庭相談センター 391,447
139 横須賀市 横須賀市児童相談所 388,078
140 京都市 京都市第二児童相談所 379,828
141 静岡県 富士児童相談所 373,497
142 栃木県 県北児童相談所 366,604
143 岐阜県 中濃子ども相談センター 364,282
144 岐阜県 西濃子ども相談センター 358,439
145 福岡県 田川児童相談所 356,036
146 東京都 北児童相談所 355,213
147 奈良市 奈良市子どもセンター 354,630
148 中野区 中野区児童相談所 344,880
149 神奈川県 小田原児童相談所 336,493
150 宮城県 東部児童相談所 335,088
151 北海道 帯広児童相談所 332,648
152 山口県 中央児童相談所 331,192
153 新潟県 中央児童相談所 325,298
154 愛知県 海部児童・障害者相談センター 325,234
155 岐阜県 東濃子ども相談センター 323,574
156 神奈川県 大和綾瀬地域児童相談所 323,082
157 長野県 諏訪児童相談所 319,304
158 青森県 八戸児童相談所 310,282
159 岩手県 一関児童相談所 305,691
160 明石市 明石こどもセンター 303,601
161 神奈川県 鎌倉三浦地域児童相談所 303,504
162 愛媛県 東予子ども・女性支援センター 303,483
163 豊島区 豊島区児童相談所 301,599

27 11.64%
30万以上
40万未満
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児童相談所ごとの管轄区域人口③

No. 都道府県市名
児童相談所
（R5.4時点）

管轄区域の人口
※令和２年国勢調査

箇所数 割合 区分

164 青森県 中央児童相談所 295,593
165 北海道 釧路児童相談所 294,384
166 茨城県 日立児童相談所 292,610
167 京都府 家庭支援総合センター 284,130
168 北海道 岩見沢児童相談所 281,964
169 京都府 福知山児童相談所 279,126
170 青森県 弘前児童相談所 275,508
171 北海道 北見児童相談所 273,362
172 宮崎県 都城児童相談所 273,000
173 茨城県 鉾田児童相談所 268,146
174 秋田県 南児童相談所 265,055
175 兵庫県 加東こども家庭センター 264,135
176 山形県 庄内児童相談所 263,404
177 千葉県 銚子児童相談所 262,351
178 港区 港区児童相談所 260,486
179 宮城県 北部児童相談所 259,990
180 島根県 中央児童相談所 259,800
181 新潟県 上越児童相談所 259,195
182 熊本県 八代児童相談所 259,133
183 福島県 会津児童相談所 256,403
184 山口県 下関児童相談所 255,051
185 三重県 鈴鹿児童相談所 245,505
186 山口県 周南児童相談所 243,225
187 新潟県 新発田児童相談所 241,306
188 群馬県 北部児童相談所 239,166
189 長野県 佐久児童相談所 234,538
190 鳥取県 米子児童相談所 229,722
191 三重県 南勢志摩児童相談所 228,039

192 鹿児島県 北部児童相談所 227,187
193 島根県 出雲児童相談所 225,208
194 鳥取県 中央児童相談所 224,492
195 鹿児島県 大隅児童相談所 223,828
196 宮崎県 延岡児童相談所 222,966
197 山口県 宇部児童相談所 222,896
198 大分県 中津児童相談所 220,403
199 荒川区 荒川区子ども家庭総合センター 217,475
200 岡山県 津山児童相談所 216,923
201 福岡県 大牟田児童相談所 211,617
202 秋田県 北児童相談所 210,061
203 長野県 飯田児童相談所 209,772
204 山口県 岩国児童相談所 209,495

20万以上
30万未満

41 17.67%

No. 都道府県市名
児童相談所
（R5.4時点）

管轄区域の人口
※令和２年国勢調査

箇所数 割合 区分

205 佐賀県 北部児童相談所 194,621
206 岡山県 中央児童相談所 192,069
207 福岡県 京築児童相談所 183,302
208 和歌山県 紀南児童相談所 182,813
209 石川県 七尾児童相談所 179,112
210 山梨県 都留児童相談所 172,911
211 青森県 七戸児童相談所 167,931
212 三重県 伊賀児童相談所 165,153
213 兵庫県 豊岡こども家庭センター 157,989
214 新潟県 南魚沼児童相談所 155,910
215 愛媛県 南予子ども・女性支援センター 139,154
216 岐阜県 飛騨子ども相談センター 138,896
217 福井県 敦賀児童相談所 134,673
218 島根県 浜田児童相談所 128,163
219 青森県 五所川原児童相談所 120,470
220 岩手県 宮古児童相談所 119,556
221 鹿児島県 大島児童相談所 104,281
222 鳥取県 倉吉児童相談所 99,193
223 高知県 幡多児童相談所 95,855
224 徳島県 南部こども女性相談センター 95,160
225 広島県 北部こども家庭センター 84,314
226 山口県 萩児童相談所 80,200
227 徳島県 西部こども女性相談センター 72,997
228 青森県 むつ児童相談所 68,200
229 三重県 紀州児童相談所 65,221
230 静岡県 賀茂児童相談所 59,546
231 島根県 益田児童相談所 57,955

232 愛知県 新城設楽児童・障害者相談センター 52,751

126,146,099 232

10万以上
20万未満

10万未満

17 7.33%

11 4.74%

48

【こども家庭庁支援局虐待防止対策課調べ】- 48 -



保育所等から市町村又は児童相談所への定期的な情報提供について（周知）（抜粋）
（令和５年８月４日付けこども家庭庁成育局長・こども家庭庁支援局長連名通知）

昨今の児童虐待が疑われる死亡事例についても、従前と同様、各自治体やこども家庭審議会
児童虐待防止対策部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会等において検証が行
われ、判明した課題等に応じ、必要な対応が行われることとなりますが、まずは、こどもと
日々の接点を有する学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設等（以下「学校等」と
いう。）と市町村・児童相談所等との間で、こどもの異変（あざ・理由不明の欠席等）に係
る情報やリスク判断の鍵となる重要な情報の認識が十分に共有された上で、こどもや家族の
状況等を踏まえたアセスメントやそれに基づく適切な対応がとられる等の連携体制の構築が
重要です。 これを踏まえ、連名通知の趣旨、目的及び内容について、保育所等の関係機関に
ついて改めて周知徹底を図るよう、お願いします。

また、この平成31年の連名通知について、学校等において参照いただくことを目的とし、
別添２のとおり内容のポイントとなる事項を整理しています。本資料について、市町村の虐
待担当部署及び児童相談所の連絡先も含めて管内の学校等に対して周知いただくとともに、
それぞれの学校等において、こどもと日々の接点を有する教諭、保育士等に対し、職員会議
等の機会において周知することや職員室等の各教諭、保育士等が参照しやすい場所へ掲示す
ること等の方法により、恒常的に確認されるような対応をお願いします。 さらに、市町村の
児童虐待担当部署及び児童相談所においては、学校等から情報提供又は通告を受けた場合に
は、平成31年の連名通知及び「気づきのポイント情報共有ツール」（令和４年度厚生労働省
保健福祉調査委託費調査研究事業「要保護児童対策地域協議会のあり方に関する調査報告
書）（別添３）等を踏まえ、組織的なリスク評価等を実施するとともに、家庭訪問等による
安全確認や、市町村の児童虐待担当部署から児童相談所への通告等の適切な対応に引き続き
尽力をいただくようお願いします。
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保育所等から市町村又は児童相談所への定期的な情報提供について（周知）（抜粋）
（令和５年８月４日付けこども家庭庁成育局長・こども家庭庁支援局長連名通知）
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参考：令和4年改正児童福祉法の
その他の改正事項について

（9月15日の自治体説明会において説明予定）

51
- 51 -



こども家庭センター
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こども家庭センターについて
＜趣旨・目的＞
○ 改正児童福祉法により、子育て世代包括支援センター（母子保健）と子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）の設立の意義や機能は維持した
上で組織を見直し、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへ一体的に相談支援を行う機能を有する機関（こども家庭センター）の設置に努めることとした。

〇 「こども家庭センター」の設置は、これまで「子育て世代包括支援センター」と「市区町村子ども家庭総合支援拠点」それぞれの設置を進めてきた中で、
両機関がともに特定妊婦や要支援児童等を支援対象に含んでいるにもかかわらず、組織が別であるために、連携・協働に職員の負荷がかかったり、情報
共有等が成されにくい等の課題が生じていたことに対して、両機能を組織として一体的に運営することにより、母子保健・児童福祉両部門の連携・協働
を深め、虐待への予防的な対応から個々の家庭に応じた支援の切れ目ない対応など、市町村としての相談支援体制の強化を図るために行われるもので
ある。

＜業務内容＞
○ こども家庭センターは、これまで母子保健機能（子育て世代包括支援センター）や児童福祉機能（子ども家庭総合支援拠点）において実施して
いる相談支援等の取組に加え、
新たに
・妊娠届から妊産婦支援、子育てや子どもに関する相談を受けて支援を要する子ども・妊産婦等へのサポートプランの作成や、
・民間団体と連携しながら、多様な家庭環境等に関する支援体制の充実・強化を図るための地域資源の開拓、
を担うことで、更なる支援の充実・強化を図るもの。
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こども家庭センターの要件について

【要件】
１．母子保健機能（旧子育て世代包括支援センター）及び児童福祉機能（旧市区町村子ども家庭総合支援拠点）双

方の機能の一体的な運営を行うこと。
２．母子保健機能及び児童福祉機能における双方の業務について、組織全体のマネジメントを行う責任者である、センター

長をこども家庭センター1か所あたり1名配置すること。（※）
３．母子保健機能及び児童福祉機能における双方の業務について十分な知識を有し、俯瞰して判断することのできる統括

支援員をこども家庭センター1か所あたり1名配置すること。
４．改正後の児童福祉法第１０条の２第２項及び母子保健法第２２条に規定する業務を行うこと。
５．当該施設の名称は「こども家庭センター」（又はこれに類する自治体独自の統一的名称）を称すること。

（※）…小規模自治体等、自治体の実情に応じてセンター長は統括支援員を兼務することができる。

こども家庭センターは、児童及び妊産婦の福祉及び母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び増進に関する包括的な支援
を行うことを目的とする施設。（改正後の児童福祉法第１０条の２第２項及び母子保健法第２２条参照）

センター長

統括支援員
（センター長が兼務可）※

母子保健機能 児童福祉機能
情報共有・連携

指揮・命令 ※小規模自治体など、自治体の実情に応じて、
センター長は統括支援員を兼務することができる。

（担当部局（課）長を任命可）
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【参考】児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年６月15日法律第66号）
による改正後の児童福祉法等 抜粋

【児童福祉法】
第十条 市町村は、この法律の施行に関し、次に掲げる業務を行わなければならない。

一 児童及び妊産婦の福祉に関し、必要な実情の把握に努めること。
二 児童及び妊産婦の福祉に関し、必要な情報の提供を行うこと。
三 児童及び妊産婦の福祉に関し、家庭その他からの相談に応ずること並びに必要な調査及び指導を行うこと並びにこれらに

付随する業務を行うこと。
四 児童及び妊産婦の福祉に関し、心身の状況等に照らし包括的な支援を必要とすると認められる要支援児童等その他の者に

対して、これらの者に対する支援の種類及び内容その他の内閣府令で定める事項を記載した計画の作成その他の包括的かつ
計画的な支援を行うこと。

第十条の二 市町村は、こども家庭センターの設置に努めなければならない。
② こども家庭センターは、次に掲げる業務を行うことにより、児童及び妊産婦の福祉に関する包括的な支援を行うことを目的

とする施設とする。
一 前条第一項第一号から第四号までに掲げる業務を行うこと。
二 児童及び妊産婦の福祉に関する機関との連絡調整を行うこと。
三 児童及び妊産婦の福祉並びに児童の健全育成に資する支援を行う者の確保、当該支援を行う者が相互の有機的な連携の下

で支援を円滑に行うための体制の整備その他の児童及び妊産婦の福祉並びに児童の健全育成に係る支援を促進すること。
四 前三号に掲げるもののほか、児童及び妊産婦の福祉に関し、家庭その他につき、必要な支援を行うこと

【母子保健法】
第二十二条 こども家庭センターは、児童福祉法第十条の二第二項各号に掲げる業務のほか、母性並びに乳児及び幼児の健康の

保持及び増進に関する包括的な支援を行うことを目的として、第一号から第四号までに掲げる事業又はこれらの事業に併せて
第五号に掲げる事業を行うものとする。
一 母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び増進に関する支援に必要な実情の把握を行うこと。
二 母子保健に関する各種の相談に応ずること。
三 母性並びに乳児及び幼児に対する保健指導を行うこと。
四 母性及び児童の保健医療に関する機関との連絡調整並びに第九条の二第二項の支援を行うこと。
五 健康診査、助産その他の母子保健に関する事業を行うこと（前各号に掲げる事業を除く。）。
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統括支援員の要件（資格）等について

統括支援員の要件は以下のいずれかに該当する者であり、かつ一体的支援に係る基礎的な事項
に関する研修（60頁参照）を受講した者とする。

※研修の受講については、一定の期間内（例えば４月以降３か月間程度の間。統括支援員着
任後を含む）に受講してもらうことを想定。

① 保健師、社会福祉士、こども家庭ソーシャルワーカー等の母子保健、児童福祉に係る資格（※）
を有し、一定の母子保健又は児童福祉分野の実務経験を有する者

（※）資格の詳細については別紙（57頁参照）

② 母子保健機能、児童福祉機能における業務の双方（又はいずれか）において相談支援業務の
経験があり、双方の役割に理解のある者。

③ その他、市区町村において上記と同等と認めた者。
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別紙

保健師、社会福祉士、こども家庭ソーシャルワーカー の他

【母子保健機能（旧子育て世代包括支援センター）の母子保健担当職員の資格】
（１）保健師
（２）助産師
（３）看護師
（４）ソーシャルワーカー（社会福祉士等）

【困難事例対応職員の資格】
（１）社会福祉士
（２）精神保健福祉士
（３）その他の専門職

【子ども家庭支援員の資格等】
（１）都道府県知事の指定する児童福祉司若しくは児童福祉施設の職員を養成する学校その他の施設を卒業し、又は都道府県知事の指定する講習会の課程を修了

した者
（２）学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学又は旧大学令（大正７年勅令第388号）に基づく大学において、心理学、教育学若しくは社会学を専修

する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者であって、厚生労働省令で定める施設において１年以上児童その他の者の福祉に関する相談に応じ、助言、
指導その他の援助を行う業務（以下「相談援助業務」という。）に従事したもの

（３）医師
（４）社会福祉士
（５）精神保健福祉士
（６）公認心理師
（７）社会福祉主事として２年以上児童福祉事業に従事した者であって、厚生労働大臣が定める講習会の課程を修了したもの
（８）学校教育法による大学において、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに相当する課程において優秀な成績で単位を修得したことにより、同法

第102条第２項の規定により大学院への入学を認められた者であって、指定施設において１年以上相談援助業務に従事したもの
（９）学校教育法による大学院において、心理学、教育学若しくは社会学を専攻する研究科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者であって、指定施設において

１年以上相談援助業務に従事したもの
（10）外国の大学において、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者であって、指定施設において１年以上相談

援助業務に従事したもの
（11）社会福祉士となる資格を有する者（（５）に規定する者を除く。）
（12）精神保健福祉士となる資格を有する者（（６）に規定する者を除く。）
（13）保健師
（14）助産師 57
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（15）看護師
（16）保育士
（17）教育職員免許法（昭和24年法律第147号）に規定する普通免許状を有する者
（18）社会福祉主事たる資格を得た後の次に掲げる期間の合計が２年以上である者であって、厚生労働大臣が定める講習会の課程を修了したもの

① 社会福祉主事として児童福祉事業に従事した期間
② 児童相談所の所員として勤務した期間

（19）社会福祉主事たる資格を得た後３年以上児童福祉事業に従事した者（（19）に規定する者を除く。）
（20）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第63号）第21条第６項に規定する児童指導員

【虐待対応専門員の資格等】
（１）都道府県知事の指定する児童福祉司若しくは児童福祉施設の職員を養成する学校その他の施設を卒業し、又は都道府県知事の指定する講習会の課程を修了

した者
（２）学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学又は旧大学令（大正７年勅令第388号）に基づく大学において、心理学、教育学若しくは社会学を専修

する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者であって、厚生労働省令で定める施設において１年以上児童その他の者の福祉に関する相談に応じ、助言、
指導その他の援助を行う業務（以下「相談援助業務」という。）に従事したもの

（３）医師
（４）社会福祉士
（５）精神保健福祉士
（６）公認心理師
（７）社会福祉主事として２年以上児童福祉事業に従事した者であって、厚生労働大臣が定める講習会の課程を修了したもの
（８）学校教育法による大学において、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに相当する課程において優秀な成績で単位を修得したことにより、同法

第102条第２項の規定により大学院への入学を認められた者であって、指定施設において１年以上相談援助業務に従事したもの
（９）学校教育法による大学院において、心理学、教育学若しくは社会学を専攻する研究科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者であって、指定施設において

１年以上相談援助業務に従事したもの
（10）外国の大学において、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者であって、指定施設において１年以上相談

援助業務に従事したもの
（11）社会福祉士となる資格を有する者（（５）に規定する者を除く。）
（12）精神保健福祉士となる資格を有する者（（６）に規定する者を除く。）
（13）保健師
（14）助産師
（15）看護師

別紙
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（16）保育士であって、指定施設において2年以上相談援助業務に従事したものであり、かつ、指定講習会の課程を修了したもの
（17）教育職員免許法（昭和24年法律第147号）に規定する普通免許状を有する者
（18）社会福祉主事たる資格を得た後の次に掲げる期間の合計が２年以上である者であって、厚生労働大臣が定める講習会の課程を修了したもの

① 社会福祉主事として児童福祉事業に従事した期間
② 児童相談所の所員として勤務した期間

（19）社会福祉主事たる資格を得た後３年以上児童福祉事業に従事した者（（19）に規定する者を除く。）
（20）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第63号）第21条第６項に規定する児童指導員

【心理担当支援員の資格等】
（１）公認心理師
（２）大学や大学院において、心理学を専修する学科又はこれに相当する課程を修めて卒業した者等

別紙
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【基礎研修（オンデマンド）】
こども家庭センター設置の目的や意義・業務内容、統括支援員の役割等について学ぶ研修（数日程度を想定）。
※令和５年度「統括支援員の育成に関する調査研究」により、研修コンテンツ例を作成予定。
※虐待・思春期問題情報研修センター事業において、上記研修コンテンツ例を活用した研修（オンデマンドによるオンライン研修教

材の配信）を検討。
※研修の受講については、一定の期間内（例えば４月以降３か月間程度の間）に受講してもらうことを想定。

＜その他、統括支援員の資質向上のために受講することが望ましい研修＞

【実務研修Ⅰ】
統括支援員として必要と見込まれる内容（統括支援員としての具体的なマネジメントスキルが期待される事例に対する演習等）に
ついて、演習型の研修を都道府県において実施を検討（※１）していただき、市町村の統括支援員に対して研修受講を促すことが
望ましい。
※１ 虐待・思春期問題情報研修センター事業（子どもの虹情報研修センター・西日本こども研修センターあかし）において、都道府県として

の研修担当者（都道府県内の研修の講師・ファシリテーターを務める実務者（管内の市町村の代表的な統括支援員等）及び研修
企画担当者が参加する「指導者養成研修」の実施を検討。

※２ 都道府県としての研修の実施にあたっては「児童虐待防止対策研修事業」による補助金の活用が可能。
※３ 都道府県における研修方法例は、令和５年度「統括支援員の育成に関する調査研究」により検討予定。

【実務研修Ⅱ】
統括支援員の更なる質の向上を図るため、年１回程度、各市区町村の統括支援員がお互いのスキルアップのための業務上の困り
ごとの共有や情報交換の場を設けることも有効である。
※実施は都道府県において検討いただくことを想定。なお、実施にあたっては「児童虐待防止対策研修事業」による補助金の活用が可能。

統括支援員の要件となる「一体的支援に係る基礎的な事項に関す
る研修」について
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こども家庭センターに係る財政支援の考え方
財政支援の考え方

子育て世代包括支援センター（母子保健）と子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）の設立の意義や機能は維持したうえで、一体的な
相談支援を行うことから、
① こども家庭センターの要件（54頁）を満たす施設については、統括支援員の配置に係る国庫補助を行うとともに、
② 当面（令和８年度末までを想定）はこども家庭センターの要件（54頁）を満たすか否かに関わらず、現行の子育て世代包括セ

ンターに求めている人員配置基準等を満たす施設を設置している場合には現行の同センターと同程度の水準の国庫補助を、現行の
子ども家庭総合支援拠点に求めている人員配置基準等を満たす施設を設置している場合には現行の同拠点と同水準の国庫補助を、
それぞれ行う（令和９年度以降についてはこども家庭センターの創設の意義などに鑑み、こども家庭センターの要件（54頁）を
満たす場合のみ国庫補助を行うこととする方向で検討）ことを検討。

〇運営費に係る財政支援

①統括支援員の配置
統括支援員の配置に必要な費用を補助。
なお、小規模自治体など専任の統括支援員を配置しない場合であっても、一体的運営を行うためセンター長が統括支援員を兼務する

場合には統括支援員への補助を行うことを検討。
また、現行の安心こども基金では補助対象外である児童人口１万人未満の自治体についても、補助対象とすることを検討。
・現行の安心こども基金による母子保健・児童福祉一体的相談支援機関運営事業による補助と同程度の水準を検討。

（参考）

現 行：安心こども基金 負担割合 国：２／３、都道府県： １／６ 、市町村：１／６
利用者支援事業（母子保健型） 負担割合 国：２／３、都道府県： １／６ 、市町村：１／６
児童虐待防止対策等総合支援事業 負担割合 国：１／２、都道府県：０、 市町村：１／２

令和６年度： 子ども・子育て支援事業として財政支援することを検討中。
実施主体 市区町村 ※負担割合については年末に向け検討。

〇母子保健・児童福祉一体的相談支援機関運営事業（安心こども基金） 6,324千円（令和６年度想定単価）

※今後の予算編成過程で検討されるもの
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②母子保健機能、児童福祉機能の運営費
当面（令和８年度末までを想定）はこども家庭センターの要件（54頁）を満たすか否かに関わらず、現行の子育て世代包括センターに求

めている人員配置基準等を満たす施設を設置している場合には、現行の同センターと同程度の水準の国庫補助を設置カ所数に応じて行い、
現行の子ども家庭総合支援拠点に求めている人員配置基準等を満たす施設を設置している場合には、現行の同拠点と同水準の国庫補助を設
置カ所数に応じて行う（令和９年度以降についてはこども家庭センターの創設の意義などに鑑み、こども家庭センターの要件（54頁）を満
たす場合のみ国庫補助を行うこととする方向で検討）

例１：こども家庭センターの要件（54頁）を満たしている場合において、①統括支援員を配置している、②母子保健機能は国庫補助上の人員配置
を満たしている、③児童福祉機能は国庫補助上の人員配置を満たしていない場合

→ ①統括支援員及び②母子保健機能分について国庫補助を行う（③は補助対象外）。
例２：こども家庭センターの要件（54頁）を満たしていない場合において、②母子保健機能は国庫補助上の人員配置を満たしている、③児童福祉

機能は国庫補助上の人員配置を満たしていない場合
→ 令和８年度末までは、②母子保健機能分について国庫補助を行う（令和９年度以降はこども家庭センターの要件を満たす場合のみ国

庫補助を行う）

・現行の子育て世代包括支援センター及び子ども家庭総合支援拠点の運営費補助と同程度の水準を検討

（参考）

こども家庭センターに係る財政支援の考え方

＜現行の補助＞
〇子育て世代包括支援センター（利用者支援事業（母子保健型））

①保健師等専門職員及び困難事例等を対応する職員を専任により配置する場合 １か所当たり 14,331,000円
②保健師等専門職員及び困難事例等を対応する職員を兼任により配置する場合 １か所当たり 6,994,000円
③保健師等専門職員を専任、困難事例等を対応する職員を兼任により配置する場合 １か所当たり 11,834,000円
④保健師等専門職員を兼任、困難事例等を対応する職員を専任により配置する場合 １か所当たり 9,491,000円
⑤保健師等専門職員のみを専任により配置する場合 １か所当たり 9,337,000円
⑥保健師等専門職員のみを兼任により配置する場合 １か所当たり 4,497,000円
その他加算あり

〇子ども家庭総合支援拠点（児童虐待防止対策総合支援事業）
小規模A型 3,769千円
小規模B型 9,623千円 （虐待対応専門員の上乗せ配置）
小規模C型 15,980千円 最低配置人員を満たすための上乗せ配置単価
中規模型 21,350千円 2,715千円×配置人数
大規模型 39,619千円

その他加算あり 62
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こども家庭センターに係る財政支援の考え方

＜現行の配置基準＞

〇母子保健機能
（１）保健師、助産師、看護師及びソーシャルワーカーを１名以上
（２）困難事例へ対応するため、社会福祉士、精神保健福祉士等の専門職を１名以上（令和７年度末までに配置を目指す）
（３）利用者支援専門員を１名以上（地域の実情等により配置しないことも可）
（４）補助者（任意）

〇児童福祉機能

※１ 左記の配置に加え、児童虐待相談対応
件数に応じて虐待対応専門員を上乗せ
配置する。

※２ 人口５万人未満の市町村においては、
子育て世代包括支援センターと子ども
家庭総合支援拠点を兼務する常勤職員
がいる場合には、常時１名体制可。
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こども家庭センターに係る財政支援の考え方
③サポートプラン作成、地域資源の開拓等に必要な経費

サポートプランを作成することとされたことを踏まえ、サポートプラン作成件数に応じた支援員の加配や、地域資源の開拓に必要な
コーディネーターの配置に係る経費の補助を検討。

・サポートプラン作成件数に応じた支援員の追加配置に必要な経費
（委託により実施する場合は常勤職員、直営の場合は非常勤職員の単価を想定）

・地域資源開拓に必要なコーディネーターの配置に必要な経費
（委託により実施する場合は常勤職員、直営の場合は非常勤職員の単価を想定）

・制度施行円滑導入経費（家庭支援ニーズ等実態調査や関係機関会議に係る費用）
（参考）

〇施設整備に係る財政支援

・現行の安心こども基金、次世代育成支援対策施設整備交付金による補助の考え方を基に検討。
（参考）

現 行：安心こども基金 負担割合 国：９／１０、都道府県：０、市町村：１／１０
次世代育成支援対策施設整備交付金 負担割合 国：１／２相当

令和６年度： 次世代育成支援対策施設整備交付金として財政支援することを検討中。
実施主体 市区町村 ※負担割合については年末に向け検討。

＜現行の補助＞
〇母子保健・児童福祉一体的相談支援機関整備事業（安心こども基金） 18,992千円

○母子保健機能（利用者支援事業所）（次世代育成支援対策施設整備交付金） 9,496千円

○児童福祉機能（市区町村子ども家庭総合支援拠点）（次世代育成支援対策施設整備交付金） 9,496千円

〇虐待対応専門員の加算（児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金） 常勤職員単価 5,646千円 非常勤職員単価 2,715千円
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こども家庭センターの類型（例示）※場所の統一は必ずしも求めないが、母子保健と児童福
祉の一体的な支援の提供のため、センター長をトップと
した指揮命令系統を確立することが必要。

A市 B市

こども家庭センター1か所の設置（母子保健機能の施設が1か所、児童福祉
機能の施設が1か所）のパターン

こども家庭センター

こども家庭センター1か所の設置（母子保健機能の施設が2か所、児童福祉
機能の施設が1か所）のパターン

市内に１か所のセンターを設置。児童福祉機能はA地区とB地区の圏域の担
当者ごとに、母子保健機能の担当者と連携し、統括支援員を中心とした一体
的支援を実施。

全ての妊産婦、子育て世帯、こどもへ一体的の相談支援を行うための職員体制を十分に整備した上で、１か所に集約するか分散して設置するかは、地
理的条件、従来の子育て世代包括支援センターや子ども家庭総合支援拠点の設置状況等の地域の実情を踏まえて適切に判断していただくことが可能。
なお、補助金については類型ごとに変わるものではなく、基準を満たしている機能ごとに交付される。詳しくは62頁のとおり。

市内に１か所のセンターを設置。センターにおいて、母子保健機能の担当者と
児童福祉機能の担当者が連携し、統括支援員を中心とした一体的支援を
実施。

人員配置基準を満たす場合、統括支援員１名分、児童福祉機能（旧子ども家庭総合支援拠点）１か
所分、母子保健機能（旧子育て世代包括支援センター）１か所分が交付される。

人員配置基準を満たす場合、統括支援員１名分、児童福祉機能（旧子ども家庭総合支援拠点）1か所
分、母子保健機能（旧子育て世代包括支援センター）2か所分が交付される。

指揮・命令

センター長

児童福祉
機能

母子保健
機能

統括
支援員

情報共有・連携

母子保健
機能

センター長

統括
支援員

児童福祉
機能

母子保健
機能

A地区担当 B地区担当

A地区担当 B地区担当

情報共有・連携

指揮・命令

情報共有・連携

こども家庭センター
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こども家庭センターの類型（例示）

66

※場所の統一は必ずしも求めないが、母子保健と児童福祉
の一体的な支援の提供のため、センター長をトップとした
指揮命令系統を確立することが必要。

C市 D市

市内に３か所のセンターを設置。それぞれのセンターにおいて、母子保健機能
の担当者と児童福祉機能の担当者が連携し、統括支援員を中心とした一体
的支援を実施。

市内に３か所のセンターを設置。児童福祉機能はＡ地区、Ｂ地区、Ｃ地区
の圏域の担当者ごとに、母子保健機能の担当者と連携し、各圏域を担当す
るセンターの統括支援員を中心とした一体的支援を実施。

こども家庭センター３か所の設置（母子保健機能の施設が３か所、児童福
祉機能の施設が1か所）のパターン
人員配置基準を満たす場合、統括支援員３名分、児童福祉機能（旧子ども家庭総合支援拠点）1か所
分、母子保健機能（旧子育て世代包括支援センター）３か所分が交付される。

こども家庭センター３か所の設置（母子保健機能の施設が３か所、児童福祉
機能の施設が３か所）のパターン
人員配置基準を満たす場合、統括支援員３名分、児童福祉機能（旧子ども家庭総合支援拠点）３か
所分、母子保健機能（旧子育て世代包括支援センター）３か所分が交付される。

こども家庭センター

こども家庭センター こども家庭センター

A地区

B地区 C地区

こども家庭センター こども家庭センター こども家庭センター
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先進的に一体的相談支援体制の整備を行う自治体に対して、どのような手法で一体的相談支援体制を構築し
ているのか、その過程や効果、課題などの事例を収集し横展開するとともに、先進的な取組も取り入れながら
こども家庭センターの業務の指針となる市町村子ども家庭指針（ガイドライン）を作成する。

趣旨・目的

検討委員会の構成

・一体的相談支援体制の事例収集
・市町村子ども家庭支援指針（ガイドライン）の改
正（案）検討

検討事項

母子保健と児童福祉の一体的相談体制の構築にかかる事例収集についての調査研究

67

※敬称略、五十音順、◎は座長

・R5.９月～ 自治体へアンケート調査実施
・R5.10月下旬～ 自治体へヒアリング実施
・R5.12月上旬～ 自治体へガイドライン（案）

意見照会
・R6.3月上旬～ 自治体へガイドライン発出

スケジュール案

氏 名 所 属 ・ 役 職 

上野 昌江  四天王寺大学 看護学部 教授 

◎柏女 霊峰 淑徳大学 総合福祉学部 社会福祉学科 特任教授 

川松 亮 明星大学 人文学部福祉実践学科 教授 

佐藤 拓代 公益社団法人 母子保健推進会議 会長 

佐藤 まゆみ 淑徳大学短期大学部 こども学科 教授 

藤林 武史 西日本こども研修センター あかし センター長 

増沢 高 子どもの虹情報研修センター 副センター長兼研究部長 

牧戸 貞 桑名市子ども総合センター センター長 

八木 安理子 同志社大学心理学部 客員教授 

三橋 静香 横浜市こども青少年局こども福祉部保健部こどもの権利擁護課 児童虐待・DV対
策係長

令和5年度こども・子育て支援推進調査研究事業
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こども家庭センターにおいて、母子保健機能と児童福祉機能をつなぐための統括支援員は、一体的かつ切れ
目のない相談支援体制を構築するにあたり非常に重要な役割を担うことから、その役割を十分に理解して業務
を行う必要がある。
また、母子保健と児童福祉の異なる専門領域を束ね、双方の支援を一体的に行うための助言やマネジメント

を行う能力が必要であると想定される。
こうしたことを踏まえ、統括支援員が果たすべき役割や求められる専門性等を整理し、統括支援員の育成及

び資質の向上のための研修について検討を行う。

趣旨・目的

検討委員会の構成

・ 統括支援員が果たすべき役割や求められる専門
性等を整理

・ 統括支援員の育成等のための研修等の検討

検討事項

統括支援員の育成に関する調査研究

68

※敬称略、五十音順、◎は座長

・R5.９月～ 自治体へアンケート調査実施
・R5.10月上中旬～ 自治体へヒアリング実施
・R6.3月 ・基礎研修に係る研修コンテ

ンツ例作成完了
・実務研修に係る方法例を作
成完了

スケジュール案

氏 名 所 属 ・ 役 職 

上野 昌江  四天王寺大学 看護学部 教授 

◎柏女 霊峰 淑徳大学 総合福祉学部 社会福祉学科 特任教授 

川松 亮 明星大学 人文学部福祉実践学科 教授 

佐藤 拓代 公益社団法人 母子保健推進会議 会長 

佐藤 まゆみ 淑徳大学短期大学部 こども学科 教授 

藤林 武史 西日本こども研修センター あかし センター長 

増沢 高 子どもの虹情報研修センター 副センター長兼研究部長 

牧戸 貞 桑名市子ども総合センター センター長 

八木 安理子 同志社大学心理学部 客員教授 

奥津 秀子 横浜市港区福祉保健センター こども家庭支援課長

令和5年度こども・子育て支援推進調査研究事業
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こども家庭センターに関する今後の運用スケジュールについて

〇 当該ガイドラインとして、「市町村子ども家庭支援指針（ガイドライン）」を改正し、こども家庭センターにおける母子保健
機能と児童福祉機能の一体的相談体制の具体的運用等について盛り込む予定。 令和５年12月頃に自治体に素案を
お示しし、意見照会を行った上で、令和６年３月に確定版を通知する予定。
※なお、「こども家庭センターのガイドライン」はあくまで効果的な支援を行っていくための参考としてお示しするものであり、母子
保健と児童福祉の一体的な支援に向けた体制の構築の検討を進めている自治体については、本ガイドラインを待つことなく、
地域の実情等に応じ、より効果的な方法へ創意工夫していただいて構わない。

〇 サポートプランについては、上記ガイドラインにその運用等についてお示しする予定。

〇 現時点における検討に当たっては、令和４年度「こども家庭センター及びサポートプランについての調査研究報告書」を参
考としてください。
・ 母子保健の観点のみから支援が必要な対象者（母子並びに乳児及び幼児の心身の状態に応じ、健康の保持及
び増進に関する支援を必要とする者 （改正母子保健法第９条の２第２項））へ作成するサポートプランは、現行の子育て世
代包括支援センターで作成の「支援プラン」と同様。

・ 記載の内容については報告書内の様式イメージ（資料27～29）を参考としてください。なお、様式についてはこどもの
年齢等に応じて自治体で自由に変更が可能。

・ 相談関係ができていない場合や自ら抱える課題を認識することが困難であるなど、サポートプランの作成や手交が難し
い場合には、信頼関係の構築に向けた働きかけを行い、可能な限り当事者のニーズ把握を行い、内部での支援計画
（支援方針）に反映する。

・ 支援を拒否する場合やサポートプランの作成・手交が困難な状態が一定期間継続した場合、必要に応じて、利用勧
奨・措置、児童相談所への送致などについて、センター内部や要対協個別ケース検討会議において協議する。

〇 財政支援のための設置要綱を令和６年３月に通知する予定。

１ 「こども家庭センターのガイドライン」について

３ 「設置要綱」について

２ サポートプランについて
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家庭支援事業

※家庭支援事業、親子関係形成支援事業、児童育成支援拠点事業、
子育て短期支援事業、地域子育て相談機関（P70～P100）について
問い合わせ先：成育局成育環境課
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子育て短期支援事業
➢ 保護者が子どもと共に入所・利用可能とする。子どもが自ら入所・利用を希望した場合の入所・利用を

可とする。
➢ 専用居室・専用人員配置の推進、入所・利用日数の柔軟化（個別状況に応じた利用日数の設定を可とする）を進める。

子育て世帯訪問支援事業（訪問による生活の支援）
➢ 要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象（支援を要するヤングケアラー含む）
➢ 訪問し、子育てに関する情報の提供、家事・養育に関する援助等を行う。

例）調理、掃除等の家事、子どもの送迎、子育ての助言 等

親子関係形成支援事業（親子関係の構築に向けた支援）
➢ 要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象
➢ 親子間の適切な関係性の構築を目的とし、子どもの発達の状況等に応じた支援を行う。
例）講義・グループワーク・ロールプレイ等の手法で子どもとの関わり方等を学ぶ（ペアレントトレーニング） 等

児童育成支援拠点事業（学校や家以外の子どもの居場所支援）
➢ 養育環境等の課題（虐待リスクが高い、不登校等）を抱える主に学齢期の児童を対象
➢ 児童の居場所となる拠点を開設し、児童に生活の場を与えるとともに児童や保護者への相談等を行う

例）居場所の提供、食事の提供、生活リズム・メンタルの調整、学習支援、関係機関との調整 等

市区町村における子育て家庭への支援の充実

地域子ども・子育て

支援事業への位置づけ

市区町村の計画的整備

子ども・子育て交付金

の充当
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○ 要支援・要保護児童（※１）は約23万人、特定妊婦（※２）は約0.8万人とされる中、支援の充実が求められている。
※１ 保護者への養育支援が特に必要、保護者による監護が不適当な児童 ※２ 出産前において出産後の養育支援が必要な妊婦

○ 地域子ども・子育て支援事業において、訪問型支援、通所型支援、短期入所支援の種類・量・質の充実を図るととも
に、親子関係の構築に向けた支援を行う。

○ 市区町村において計画的整備を行い、特に、支援が必要な者に対しては市区町村が利用勧奨・措置を実施する。

一時預かり事業
➢ 子育て負担を軽減する目的（レスパイト利用など）での利用が可能である旨を明確化する。

- 71 -



• 改正児童福祉法により、子育て世帯に対する包括的な支援のための事業拡充を図るため、新たに子育て世帯訪問支援事業、

親子関係形成支援事業、児童育成支援拠点事業（以下、新規3事業）が創設される。また、新規3事業に子育て短期支援事

業・一時預かり事業・養育支援訪問事業を加えた６事業については「家庭支援事業」と位置付けられ、市町村による利用勧

奨・措置が可能となる。

• 新規3事業の運営基準等及び家庭支援事業の利用勧奨・措置の運用方法等を検討するため、令和４年度子ども・子育て支援

推進調査研究事業「新たな在宅支援体制の構築に向けた各種事業の運営基準の策定に関する調査研究」内において、家庭支援事
業に関する検討委員会を開催した。した。

• 子育て世帯訪問支援事業の運営基準等

• 親子関係形成支援事業の運営基準等

• 児童育成支援拠点事業の運営基準等

• 家庭支援事業の利用勧奨・措置の運用方法等

• その他

氏 名 所 属 ・ 役 職

木村 容子 日本社会事業大学社会福祉学部教授

久米 健仁 徳島市子ども未来部子ども健康課長

佐藤 まゆみ 淑徳大学短期大学部こども学科教授

野尻 紀恵 日本福祉大学社会福祉学部長

三浦 宏樹
高槻市子ども未来部参事兼子育て総合支援
センター所長

（※）50音順、敬称略。所属・役職は令和4年度のもの。

趣旨

構成検討事項

株式会社 日本総合研究所

〒141-0022 東京都品川区東五反田2-18-1大崎フォレスト

ビルディング

調査研究実施主体

家庭支援事業検討委員会 概要
（新たな在宅支援体制の構築に向けた各種事業の運営基準の策定に関する調査研究）

72
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家庭支援事業検討委員会 報告書 概要
（新たな在宅支援体制の構築に向けた各種事業の運営基準の策定に関する調査研究）

令和６年度より創設する子育て世帯訪問支援事業、親子関係形成支援事業、児童育成支援拠点事業（以下、新規３事業）及び家庭支援事
業（※）の利用勧奨・措置について、実態調査及び有識者による検討会を実施し、以下の求められる運用のあり方が示された。

子育て世帯訪問支援事業

訪問支援員については有資格者のみならず、子育て経験者等についても対象としたうえで、市町村が適当と認める研修を修了していることが望ましい。
また、利用対象者が主に要支援児童等の保護者（ヤングケアラーを含む）であることを踏まえ、特に支援が必要な層が利用者負担を理由に利用控え
することがないよう、適切な利用者負担減免等を検討する必要がある。
※ 特に研修については自治体によって差が出ることがないよう研修案等を示すことが望ましいとされたことを踏まえ、令和５年度調査研究においてガイド
ラインの検討を行う予定。

親子関係形成支援事業

支援対象者が自身の取組を通して学べるよう、学んだことを家庭で実践し、後に続くプログラムにおいて振り返るような機会を設けることが望ましい。ま
た、実態調査を踏まえ、１講座あたりの回数については概ね４回以上が望ましい。加えて、子育て世帯訪問支援事業同様、特に支援が必要な層が
利用者負担を理由に利用控えすることがないよう、適切な利用者負担減免等を検討する必要がある。

児童育成支援拠点事業

養育環境に課題を抱えるこどもに包括的な支援を届ける事業趣旨を維持しつつ、実態調査を踏まえ、開所日数については週３日以上の開所も可と
することが考えられる。また、開所時間については学校の学期中と長期休暇期間中とでは居場所支援の提供すべき時間が異なることから、事業の提供
時間に着眼して設計することが考えられる。加えて、必要に応じてソーシャルワーク専門職員や心理療法担当職員を配置することが望ましい。
※ 事業の質を担保する観点から、令和５年度調査研究においてガイドラインの検討を行う予定。

利用勧奨・措置の運用

原則としてこども家庭センター等がアセスメントを行い、サポートプラン又は支援計画を策定した要支援・要保護児童家庭を対象とすることが考えられる。
利用勧奨を実施する場面としては、こども家庭センター等で把握しているケースであって、家庭支援事業による支援の必要が認められる場合や児童
相談所から市町村に相談があった場合等が考えられる。利用措置を実施する場面については、利用勧奨を実施したにも関わらず①対象者の心境の
変化が見られず、②支援の利用を明確に拒絶しているものではない場合に実施する等が考えられる。加えて、特に利用措置については、その運用に
ついて十分に市町村に対して説明する必要がある。

※ 新規３事業に、子育て短期支援事業、養育支援訪問事業、一時預かり事業を加えた６事業については、改正児童福祉法において「家庭支援事業」と位置付けられた。

5/12第１回児童虐待防止対策部会資料
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○ 利用勧奨・措置の対象者については、原則としてこども家庭センター等がアセスメントを行い、サポートプラン等を作成した要支
援・要保護児童家庭を対象とすることが考えられる。

○ ただし、要支援・要保護児童家庭ではないものの、支援の必要度が高く、近く要支援児童等となる可能性が非常に高い状態と
なっている者（※1）についても、サポートプラン等を作成のうえ（※２）対象とすることが考えられる。
※1 市町村の判断に過度なばらつきがでないよう、配慮する必要がある。
※2 速やかに支援が必要と認められる場合は例外的にサポートプラン等がなくとも利用勧奨や措置につなげていくことを可能とし、

その際は、事後的にサポートプランを作成することを想定する。

対象者

こども家庭センター等
（ケースワーカー）

利用勧奨
（法律に基づく）

利用拒否・
未開始

利用拒否・
未開始

対応の
検討・決定

措置の
検討・決定

継続見守り

利用措置
（家庭支援事業利用

決定通知）

児童相談所への連携
利用調整等

家庭支援事業
担当部署

家庭支援事業者

利用調整・ケースの共有

家庭支援事業利用開始

利用決定
（利用決定通知・省略あり）

利用申し込み
(担当窓口へ来所等)

利用勧奨・措置 基本的な流れ（イメージ図） R4調査研究 家庭支援事業検討委員会 報告書より抜粋
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○ 利用勧奨を実施する場面については、保育の利用勧奨同様、
• こども家庭センター等で把握しているケースであって、家庭支援事業による支援の必要が認められる場合の他、
• 児童相談所のケースであって、児童相談所から市町村に対し家庭支援事業による支援の必要について相談が
あった場合等が考えられる。

○ 利用勧奨においては、こども家庭センター等の利用勧奨の決定をした部署（の職員）が行うこととしたうえで、利用
者への通知あるいは通告については、こども家庭センター等のケースワーカーのほか、対象者との関係性が構築でき
ている関係機関の同席の下、実施することも有効と考えられる。

○ 利用措置を実施する場面については、
• 利用勧奨を実施したにもかかわらず、①対象者の心境の変化が見られず、②支援の利用を明確に拒絶して
いるものではない場合に実施する他、

• 児童相談所から市町村へ指導委託・送致等されるケースであって、家庭支援事業による支援の必要が認めら
れる場合に、委託・送致に際して実施すること等が考えられる。

○ 利用措置は行政処分となることから、こども家庭センター等が決定し、家庭支援事業担当部署が文書により通知
する等、市町村が決定・通知することとする。ただし、措置の対象者においては、精神面に障害や疾患を有していること
も想定されることから、窓口への来所に限らず、居宅への訪問や同行支援を行う等配慮したうえで、対面において丁寧
な説明を行うことが考えられる。また、その場合の対応者については、利用勧奨と同様と考えられる。

場面

対応者

場面

利用措置

対応者

利用勧奨
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【支援対象者への働きかけ】
○ 支援対象者との信頼関係を構築する中で支援の必要性を伝え、支援対象者からの利用申し込みや措置決定後の円滑な利用開始につながるよう、こど

も家庭センター等や利用予定の家庭支援事業者から働きかけを行うこと。

【都道府県や児童相談所との連携】
○ 利用勧奨・措置の実施をもって直ちに児童相談所に報告する扱いとはしないが、

• 都道府県や児童相談所から引き継いだケース（児童家庭センター・市町村指導委託、一時保護解除者、措置解除者、一時保護委託に至らな
かった通告児童、等）

• 利用勧奨や措置に対して保護者から強い拒否反応が示された児童等については、特に支援を必要とするケースが市町村と児童相談所との狭間に落
ちることがないよう、児童相談所への連携を検討すること。

○ なお、児童相談所に円滑につなげる観点からも、利用勧奨・措置の実施状況等をケース記録等に記録すること。

○ 児童相談所が市町村へケースを引き継ぐ際には、市町村（子ども家庭センター等）が利用勧奨・措置の必要性を検討できるよう、市町村と家庭支
援の必要性を協議すること。

【フォローアップ】
○ 家庭支援事業者に対して、家庭支援事業担当部署より対象となるケースについて事前に共有し、確実にこども家庭センター等と連携し、継続的に見

守りつつ、支援計画のマネジメント等が行われるよう、体制を整えておくこと。

○ 利用措置については、通常の契約関係の下で利用される家庭支援事業とも異なることに留意し家庭支援事業者からの定期・随時の情報提供等によ
り、支援の進行状況やニーズの変化について検討した上で、適切にサポートプラン等の見直しを行うよう努めること。

留意事項
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家庭支援事業の措置に係る経費の義務的経費化について

令和４年改正児童福祉法において、新たに実施されることとなった家庭支援事業（子育て世帯訪問支援事業等）
について、市町村は、当該者に必要な事業の利用を勧奨してもなお、やむを得ない事由により当該勧奨及び支援に
係る家庭支援事業を利用することが著しく困難であると認めるときは、支援を提供（措置）することができるとし
ており、この措置にかかる経費について義務的経費とし、家庭支援事業の着実な実施に努める。

措置の要件については、次の全ての内容に該当する必要がある。なお、行政処分となることから、市町村が決定
し、文書により通知すること。

① 原則としてこども家庭センター等がアセスメントを行い、サポートプラン等を作成する要支援・要保護児童家
庭等であること

※速やかに措置による支援が必要と認められる場合は、例外的に、事後にサポートプラン等を作成することも
可能だが、速やかに作成すること

② 利用勧奨を実施したにもかかわらず、疾病その他事情により、支援が必要な者が利用申請を行うことが出来な
いと市町村が認めた場合であること

③ 支援の利用を明確に拒絶しているものではないと市町村が認めた場合であること

【措置費単価】

各事業について、「子ども・子育て支援交付金」をもとに１人当たり１回（日額）相当額を設定する予定

【負担割合】

国１／２、都道府県１／４ 、市区町村１／４

なお、措置の対象者に対しては、原則として費用負担を求めない運用とする予定。
ただし、保護者の経済力や精神状況等を踏まえて、費用負担を求めたとしても以後支援がしにくくなるといった事態が生じないと認められる場

合には、法第56条第２項の規定に基づき費用徴収することも検討。

目 的

家庭支援事業の措置の要件

措置費単価等
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令和４年改正児童福祉法により、新たに創設された「子育て世帯訪問支援事業」及び「児童育成支援拠点事
業」について、法の施行となる令和６年度以降より多くの市区町村で円滑に事業が実施される必要がある。
また、事業の質を担保し、適切な運用が図られるようガイドライン（案）を作成するため、有識者の参画の

下、研修の内容や事業を提供する際の留意事項等について検討する。

・ 子育て世帯訪問支援事業の適切な運用のあり方
・ 児童育成支援事業の適切な運用のあり方

趣旨・目的

検討委員会の構成検討事項

家庭支援事業の適切な運用のあり方に関する調査研究

78

※敬称略、五十音順

・R５.９月～ 研修内容や留意事項の検討
・R５.10月～ 事業者等へヒアリング実施
・R６.１月～ ガイドライン（素案）に対する

自治体個別サウンディング
・R６.３月～ ガイドライン（案）の作成

スケジュール案

補助事業者
日本総合研究所

氏 名 所 属 ・ 役 職

入江 竜生
鳥取県鳥取市健康こども部こども家庭局
こども未来課課長補佐兼企画係長

木村 容子 日本社会事業大学社会福祉学部教授

佐藤 まゆみ 淑徳大学短期大学部こども学科教授

谷 杏奈 神戸市こども家庭局家庭支援課担当係長

野尻 紀恵 日本福祉大学社会福祉学部社会福祉学科教授
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調査
seir事項について

（改正法による新設事業・新設施設の実施
場所・方法等について）政親子関係形成支援事業について
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①府令委任事項（親子関係形成支援事業）

○改正後の児童福祉法（抄）

第六条の三 （略）
②～⑳ （略）
㉑この法律で、親子関係形成支援事業とは、内閣府令で定めるところにより、親子間における適切な関係性の構築を目的として、児童及び

その保護者に対し、当該児童の心身の発達の状況等に応じた情報の提供、相談及び助言その他の必要な支援を行う事業をいう。

80

○改正後の児童福祉法施行規則（案）

第一条の三十二の八 法第六条の三第二十一項に規定する親子関係形成支援事業は、親子間における適切な関係性の構
築を目的として、次の各号のいずれかに該当する児童及びその保護者に対し、講義、グループワーク等を実施するこ
とにより、当該児童の心身の発達の状況等に応じた情報の提供、相談及び助言その他の必要な支援を行うもの（市町
村又はその委託等を受けた者が行うものに限る。）とする。
一 要支援児童又は保護者に監護させることが不適当であると認められる児童及びその保護者
二 前号に該当するおそれがある者その他の市町村長が当該事業による支援が必要と認める児童及びその保護者

省令の規定ぶり
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親子関係形成支援事業の運用イメージ（案）

【目的】
〇 こどもとの関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対し、講義やグループワーク、ロールプレイ等を通じ

て、児童の心身の発達の状況等に応じた情報の提供、相談及び助言を実施するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護者同士が相互に
悩みや不安を相談・共有し、情報の交換ができる場を設ける等その他の必要な支援を行うことにより、親子間における適切な関係性の
構築を図ることを目的とする。

【実施主体】
〇 実施主体は、市町村（特別区及び一部事務組合を含む）とする。なお、市町村が認めた者への委託等を行うことができる。

【対象】
〇 親子の関係性やこどもとの関わり方等に不安を抱えている18歳未満のこどもを養育する家庭で、次のいずれかに該当する家庭の保護

者及び児童とする。
① 保護者に監護させることが不適当であると認められる児童のいる家庭及びそれに該当するおそれのある家庭
② 保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童のいる家庭及びそれに該当するおそれのある家庭
③ 乳幼児健診や乳児家庭全戸訪問事業の実施、学校等関係機関からの情報提供、その他により市町村が当該支援を必要と認めた家庭

【業務内容】
〇 こどもとの関わり方や子育てに悩み・不安を抱えた保護者が、親子の関係性や発達に応じたこどもとの関わり方等の知識や方法を身

につけるため、当該保護者に対して、講義、グループワーク、個別のロールプレイ等を内容としたペアレント・トレーニング等を実施
するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護者同士が相互に悩みや不安を相談・共有し、情報の交換ができる場を設けることで、健全
な親子関係の形成に向けた支援を行う。

〇 親子関係形成支援プログラムの内容については、以下の内容を考慮しつつ、地域の実情に応じて設定すること。
① こどもの行動の理解と要因の把握及び対応
② こどもの発達・成長に応じた関係性や関わり
③ 参加者同士によるピアサポート
④ セルフケアやこどもへの関わり方の振り返り

〇 プログラムは、概ね５～８回（各回90分～120分程度）を目安に、原則４回以上の連続講座として実施すること。

〇 実施者は、児童に関わる業務に従事していた経験や、市町村が認める研修の受講歴又は資格を有する者であって、適切にプログラム
を実施できると市町村が認めたものとする。

〇 定員は10名程度を目安に、原則としてグループで実施すること。
81
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【財政支援の考え方】

〇 現行の安心こども基金による保護者支援臨時特例事業による補助と同水準を想定しつつ、実施回数に応じた補助単価の在り方につい
て、予算編成過程により検討。

82

<参考>親子関係形成支援臨時特例事業の補助基準額

〇 ペアレントトレーニング等実施費用
補助基準額 ＝①ペアレントトレーニング等実施費用－②利用者負担額

〇 親子関係形成支援プログラム資格取得支援等加算
プログラムを実施する際に必要な人材の養成に必要な研修等の実施
１市町村当たり 100,000円

【現行の保護者支援臨時特例事業】

①ペアレントトレーニング実施費用 １講座１人当たり

（単価） 32,800円

②利用者負担額 １講座１人当たり

ア.生活保護世帯 0円

イ.市町村民税非課税世帯 3,200円

ウ.市町村民税所得割課税額77,101円未満世帯 6,560円

エ.上記以外の世帯 16,400円

※市町村で定めた利用料が、②利用者負担額を上回る場合や課税状
況を確認しない場合は、全ての世帯「エ.その他世帯」として算出し
てください。
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○ 親子関係形成支援事業は、令和４年６月に成立した「児童福祉法等の一部を改正する法律」において、児童福祉法（以下「法」と
いう。）に位置づけた。（施行：令和６年４月１日）

○ 子ども・子育て支援法（以下、「子子法」という。）上では、地域子ども・子育て支援事業として位置づけることとしている。
（子子法第59条第８号 養育支援訪問事業その他要保護児童等に対する支援に資する事業）

○ 地域子ども・子育て支援事業は、市町村子ども・子育て支援事業計画において、量の見込み並びに提供体制の確保の内容及びその
実施時期を定めることとしている。

○ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画の作成にあたり、地域子ども・子育て支援事業の現在の利用状況を把握するととも
に、保護者に対する調査等（以下、「利用希望把握調査等」という。）を行い、これらを踏まえて地域子ども・子育て支援事業の量
の見込みを推計し、具体的な目標設定を行うことが求められている。

○ 親子関係形成支援事業は、市町村が支援の必要があると認めた者を対象としていることから、利用希望把握調査等によらず、要支
援児童及び要保護児童の数等を勘案して、計画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定することとする。

○ 具体的には、市町村の相談支援員等が相談を含め対応している世帯のなかで、本事業の利用が望ましい世帯の総計（対象世帯数）
を把握し、以下のとおり算出したうえで、適切と考えられる目標事業量を設定すること。

[①推計児童数（人）] × ＝ [量の見込み（人）]

①推計児童数…各年の年齢各歳別（０～17歳）のデータ

②全児童数……０～17歳までの児童人口

③対象世帯数…相談支援員等が相談を含め対応している世帯のなかで、本事業の利用が望ましい世帯の総計

※利用が望ましい世帯には、保護者の育児不安、育児しつけ相談、性格行動相談、児童相談所から引き継いだ児童がいる世帯など、本事業による
支援を必要とすることが見込まれる世帯の数が考えられる。

○ 対象世帯数の総計を把握することが困難な場合には、一定の割合（一部の相談支援員の対応している世帯のうち本事業の利用が望
ましい世帯の割合）を求め、対象児童数を求めることも可能とする。

○ 本事業は、新たに創設した事業であることから、各年度における実施状況を把握し、計画を作成した後において、利用状況等が量
の見込みと大きく乖離している場合には、計画期間の中間年を待たずして、適切に見直しを行うこと。

市町村子ども・子育て支援計画における「量の見込み」の算出等について

[③対象世帯数（人）]

[②全児童数（人）]

親子関係形成支援事業の「量の見込み」について
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調査
seir事項について

（改正法による新設事業・新設施設の実施
場所・方法等について）政児童育成支援拠点事業について
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府令委任事項（児童育成支援拠点事業）

85

○改正後の児童福祉法（抄）

第三十四条の十七の二 市町村は、児童育成支援拠点事業を行うことができる。
② 国、都道府県及び市町村以外の者は、内閣府令で定めるところにより、あらかじめ、内閣府令で定める事項を市町村長に届け出て、児

童育成支援拠点事業を行うことができる。
③ 国、都道府県及び市町村以外の者は、前項の規定により届け出た事項に変更を生じたときは、変更の日から一月以内に、その旨を市町

村長に届け出なければならない。
④ 国、都道府県及び市町村以外の者は、児童育成支援拠点事業を廃止し、又は休止しようとするときは、あらかじめ、内閣府令で定める

事項を市町村長に届け出なければならない。
⑤（略）

〇児童福祉法施行規則（案）
第三十六条の三十七の三 法第三十四条の十七の二第二項に規定する内閣府令で定める事項は、次のとおりとする。
一 事業の種類及び内容
二 経営者の氏名及び住所（法人であるときは、その名称及び主たる事務所の所在地）
三 定款その他の基本約款
四 運営規程
五 職員の定数及び職務の内容
六 主な職員の氏名及び経歴
七 当該事業の用に供する施設の名称、種類及び所在地
八 建物その他設備の規模及び構造並びにその図面
九 事業開始の予定年月日

② 法第三十四条の十七の二第二項の規定による届出を行おうとする者は、収支予算書及び事業計画書を市町村長に提出しなければなら
ない。ただし、市町村長が、インターネットを利用してこれらの内容を閲覧することができる場合は、この限りでない。

第三十六条の三十七の四 法第三十四条の十七の二第四項に規定する内閣府令で定める事項は、次のとおりとする。
一 廃止又は休止しようとする年月日
二 廃止又は休止の理由
三 現に便宜を受けている者に対する措置
四 休止しようとする場合にあつては、休止の予定期間

省令の規定ぶり
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児童育成支援拠点事業の運用イメージ（案）

【目的】
〇 養育環境に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、当該児童の居場所となる場を開設し、児童とその家庭が抱え

る多様な課題に応じて、生活習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行うとともに、児童及びその家庭の状
況をアセスメントし、関係機関へのつなぎを行う等の支援を包括的に提供することにより、虐待の防止や一時保護解除の家庭への円滑
な復帰を図ることを目的とする。

【実施主体】
〇 実施主体は、市町村（特別区及び一部事務組合を含む）とする。なお、市町村が認めた者への委託等を行うことができる。

児童養護施設、児童館、児童家庭支援センター等の子育て関連施設や、その他市町村が子どもの居場所支援を行う場所として適当と
認めた場所（空き家や賃貸物件の活用を含む。）で実施することができる。

【対象】
〇 本事業の支援対象は、次に掲げるような状態にある児童及び保護者を対象とする。
① 食事、衣服、生活環境等について、不適切な養育状態にある家庭の児童等、養育環境に関して課題のある主に学齢期の児童及びそ

の家庭
② 家庭のみならず、不登校の児童や学校生活になじめない児童等、学校に居場所のない主に学齢期の児童及びその家庭
③ その他、市町村が関係機関からの情報により支援を行うことが適切であると判断した主に学齢期の児童及びその家庭

【業務内容】
〇 以下の①～⑦に掲げる取組を包括的に実施するものとする。

ただし、支援を常時提供しなければならないわけではなく、支援対象者から支援を求められた際に、確実に支援を提供できる体制を
整備すること。
① 安心・安全な居場所の提供（※１）
② 生活習慣の形成（片付けや手洗い、うがい等の健康管理の習慣づけ、日用品の使い方に関する助言、等）
③ 学習の支援（宿題の見守り、学校の授業や進学のためのサポート、等）
④ 食事の提供（※２）
⑤ 課外活動の提供（調理実習、農業体験、年中行事の体験や学校訪問等）
⑥ 学校、医療機関、地域団体等の関係機関と日常的に連携を行い、事業の趣旨や各機関が把握している児童の情報が共有されやす
い関係の構築

⑦ 保護者への情報提供、相談支援
（※１） 居場所における支援を行う際、必要に応じて家庭、学校、その他の場所と本事業の実施場所との間の送迎支援を行うこと。
（※２） 提供する食事は、必ず居場所で調理された食事であることを要しない。宅食により食事を提供することは不可とする。 86
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【職員配置等】

〇 児童育成支援拠点事業を行う者（以下、「児童育成支援拠点事業者」という。）は、当該事業を行う場所（以下、「児童育成支援拠
点事業所」という。）に、原則として、①管理者、②支援員を置くこととする。また、必要に応じて、③ソーシャルワーク専門職員、
④心理療法担当職員を配置できるようにする予定。

なお、１人以上は、児童指導員、保育士、社会福祉士、精神保健福祉士のいずれかの資格、教育職員免許法第４条に規定する免許状
若しくは児童福祉事業に２年以上従事していた経験を有する者又は④心理療法担当職員に該当する者を置くこと。

また、管理者又は支援員のうち１人以上は、常勤職員とする。
① 管理者
・ 児童福祉事業に従事していた十分な経験等を持つ者で、支援員の指導・調整、運営に関わる管理等の現場を統括する能力を有す

るもの
・ 運営に関わる管理、支援員等の指導・調整、他機関との連携、本事業における支援対象者への支援内容に係る支援計画（以下、

「支援計画」という。）の策定を行う。
② 支援員
・ 児童の福祉の向上に理解と熱意を有する者であって、児童に対して適切な生活支援等ができるもの
・ 児童や保護者への支援等を行う。

③ ソーシャルワーク専門職員
・ 児童を対象としたソーシャルワークの業務に従事していた者。社会福祉士又は精神保健福祉士の資格を有することが望ましい。
・ 学校、要保護児童対策地域協議会等の関係機関における会議への出席、他機関との連携、保護者へのアセスメント等の支援、必

要に応じて、児童の家庭を訪問による家庭環境の把握や保護者への相談・支援、その他、居場所における児童に必要な支援を行う。
④ 心理療法担当職員
・ 大学で、心理学を専修する学科を卒業した者等であって、個人及び集団心理療法の技術を有し、かつ、心理療法に関する１年以

上の経験を有するもの
・ 心理的支援が必要な児童に対するメンタルケア等の支援を行う。

【開所日数・開所時間】
〇 開所する日数は、その地域における学校の授業の休業日その他の状況等を考慮し、年間を通して週３日以上開所すること。

〇 開所する時間は、次に掲げる時間帯は必ず開所することとし、児童の状況や地域の実情等に応じて、開始時間を早める又は閉所時間
を延長するなどして定めるものとする。
① 学校の授業の休業日（長期休暇期間等） 10時から18時
② 学校の授業の休業日以外の日（平日） 学校の授業の終了後から18時の開所

【設備】
〇 本事業を行う場所には、開所時間中に児童が集まることができる専用のスペースその他支援の実施に必要な設備を設けること。なお、

相談室、事務室、キッチン、学習スペース及び浴室等の設備を設けることが望ましい。
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【財政支援の考え方】

〇 現行の安心こども基金による保護者支援臨時特例事業による補助と同水準を想定しつつ、開所日数を原則250日以上（週５日程度）
としていたものを、「年間を通して週３日以上開所」とすることを踏まえ、開所日数に応じた補助を検討。

また、開所時間については学校の学期中と長期休暇期間中とでは居場所支援の提供すべき時間が異なることから、提供時間に着眼し
た補助を検討。

加えて、心理療法担当職員などの専門職の配置による加算を検討。

88

<参考>子どもの居場所支援臨時特例事業の補助基準額

○ 子どもの居場所支援臨時特例事業 １か所当たり 14,592千円
賃借料支援 １か所当たり 3,000千円（上限）

開設準備経費支援 １か所当たり 4,000千円（上限）
○ 児童指導専門職員配置支援事業 １か所当たり 1,258千円
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○ 児童育成支援拠点事業は、令和４年６月に成立した「児童福祉法等の一部を改正する法律」において、児童福祉法（以下「法」と
いう。）に位置づけた。（施行：令和６年４月１日）

○ 子ども・子育て支援法（以下、「子子法」という。）上では、地域子ども・子育て支援事業として位置づけることとしている。
（子子法第59条第８号 養育支援訪問事業その他要保護児童等に対する支援に資する事業）

○ 地域子ども・子育て支援事業は、市町村子ども・子育て支援事業計画において、量の見込み並びに提供体制の確保の内容及びその
実施時期を定めることとしている。

○ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画の作成にあたり、地域子ども・子育て支援事業の現在の利用状況を把握するととも
に、保護者に対する調査等（以下、「利用希望把握調査等」という。）を行い、これらを踏まえて地域子ども・子育て支援事業の量
の見込みを推計し、具体的な目標設定を行うことが求められている。

○ 児童育成支援拠点事業は、市町村が支援の必要があると認めた者を対象としていることから、利用希望把握調査等によらず、要支
援児童及び要保護児童の数等を勘案して、計画期間内における適切と考えられる目標事業量を設定することとする。

○ 具体的には、市町村の相談支援員等が相談を含め対応している世帯のなかで、本事業の利用が望ましい児童の総計（対象児童数）
を把握し、以下のとおり算出したうえで、適切と考えられる目標事業量を設定すること。

[①推計児童数（人）] × ＝ [量の見込み（人）]

①推計児童数…各年の年齢各歳別（６～17歳）のデータ

②６歳以上の児童数……６～17歳までの児童人口

③対象児童数…相談支援員等が相談を含め対応している児童のなかで、本事業の利用が望ましい児童の総計

※利用が望ましい世帯には、一時保護が解除され、児童相談所から市町村に指導委託や行政移管など引き継いだ児童や、虐待相談を受けた児童な
ど、本事業による支援を必要とすることが見込まれる児童等の数が考えられる。

※適切に学校等教育部局とも連携し、本事業による支援が必要な対象者を見込む必要がある。例えば、スクールソーシャルワーカーや教員等から
の情報を参考に、本事業の利用が望ましい児童の数を確認する等、教育と福祉で連携し、自治体が保有するデータを有機的に連携させながら、
把握することが望ましい。

※不登校等、学校においても課題を抱えた児童や発達特性のある児童も事業の対象になりうるものではあるが、量の見込みに当たっては、あくま
で本事業の対象は家庭の養育環境に課題のある児童であることを前提に算出すること。

○ 対象児童数の総計を把握することが困難な場合には、一定の割合（一部の相談支援員の対応している児童のうち本事業の利用が望
ましい児童の割合）を求め、対象児童数を求めることも可能とする。

○ 本事業は、新たに創設した事業であることから、各年度における実施状況を把握し、計画を作成した後において、利用状況等が量
の見込みと大きく乖離している場合には、計画期間の中間年を待たずして、適切に見直しを行うこと。

市町村子ども・子育て支援計画における「量の見込み」の算出等について

[③対象児童数（人）]

[②６歳以上の児童数（人）]

児童育成支援拠点事業の「量の見込み」について
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調査
seir事項について

（改正法による新設事業・新設施設の実施
場所・方法等について）政子育て短期支援事業について
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①府令委任事項（子育て短期支援事業）

○改正後の児童福祉法（抄） ※現行規定からの改正箇所に傍線

第六条の三 （略）
③ この法律で、子育て短期支援事業とは、保護者の疾病その他の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となつた児童

について、内閣府令で定めるところにより、児童養護施設その他の内閣府令で定める施設に入所させ、又は里親（次条第三号に掲げる者
を除く。）その他の内閣府令で定める者に委託し、当該児童につき必要な保護その他の支援（保護者の心身の状況、児童の養育環境その
他の状況を勘案し、児童と共にその保護者に対して支援を行うことが必要である場合にあつては、当該保護者への支援を含む。）を行う
事業をいう。 
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○改正後の児童福祉法施行規則（案） ※現行規定からの改正箇所に傍線

第一条の二の十 短期入所生活援助事業とは、保護者が疾病、疲労その他の身体上若しくは精神上又は環境上の理由に
より家庭において児童を養育することが一時的に困難となつた場合において、市町村長（特別区の区長を含む。以下同
じ。）が適当と認めたときに、当該児童につき、第一条の四第一項に定める施設において必要な保護その他の支援（保
護者の心身の状況、児童の養育環境その他の状況を勘案し、児童と共にその保護者に対して支援を行うことが必要であ
る場合にあつては、当該保護者への支援を含む。次項、次条及び第一条の四において同じ。）を行う事業をいう。

② 前項の保護その他の支援の期間は、当該保護者の心身の状況、当該児童の養育環境その他の状況を勘案して市町村
長が必要と認める期間とする。

※夜間養護等事業についても、同様に「保護」を「保護その他の支援」とする改正を実施

省令の規定ぶり
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子育て短期支援事業の拡充内容について

【拡充内容】

○ 親子入所等支援
レスパイト・ケアとあわせて、児童の養育方法や関わり方について支援が必要な親子を短期間受け入れ、支援を実施する。

○ 入所希望児童支援
保護者の育児放棄や過干渉等により、児童自身が一時的な利用を希望する際の受け入れ支援を行うとともに、児童及びその保護者が

抱える課題や意向を丁寧に確認し、児童とその保護者の関係の改善に向けた調整を実施する。

○ 専従人員配置支援
子育て短期支援事業の実施に当たり、専従の職員を配置し、正当な理由なく利用を断らない実施施設等に対して、専従職員の配置に

要する費用の支援を行う。

○ 利用日数の柔軟化（原則７日以内としている保護の期間を、個別状況を勘案して市町村長が必要と認める期間に変更）

【財政支援の考え方】

〇 「親子入所等支援」及び「入所希望児童支援」については、現行の子育て短期支援事業の補助単価を活用する方向で、予算編成過程
で検討する。

〇 専従人員配置支援については、現行の安心こども基金による子育て短期支援臨時特例事業による補助と同水準を想定しつつ、予算編
成過程で検討する。

<参考>子育て短期支援事業の補助基準額
※（ ）は、ひとり親家庭等の優先的な利用を進め、その利用料減免を実施する場合に補助単価に加算する額

（１）短期入所生活援助（ショートステイ）事業
〇 ２歳未満児、慢性疾患児 年間延べ日数 × 8,650円（4,200円）
〇 ２歳以上児 年間延べ日数 × 4,740円（2,100円）
〇 緊急一時保護の母親 年間延べ日数 × 1,200円（ 600円）
〇 居宅から実施施設等の間や、通学時等の児童の付き添いの実施 実施日数×1,860円

（２）夜間養護等（トワイライトステイ）事業
ア 夜間養護事業
（ア）基本分 年間延べ日数 × 900円（ 400円）
（イ）宿泊分 年間延べ日数 × 900円（ 400円）
イ 休日預かり事業 年間延べ日数 × 2,010円（1,000円）
ウ 居宅から実施施設等の間や、通学時等の児童の付き添いの実施 実施日数×1,860円
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<参考>子育て短期支援臨時特例事業の補助基準額

専従人員配置支援 １施設当たり 年額 6,433千円 - 92 -



市町村子ども・子育て支援計画における「量の見込み」の算出等について

○ 子育て短期支援事業における短期入所生活援助事業（ショートステイ）については、第一期市町村子ども・子育て支援事業計画の
作成の際に示した「子ども・子育て支援法に基づく基本指針の概ねの案について」（平成25年８月６日事務連絡）の調査票イメージ
において、保護者が本事業を利用しなければならなかった日数（実績）を尋ねる設問としていた。

○ 第二期市町村子ども・子育て支援事業計画において、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」（平成30 年７月20 日児
童虐待防止対策に関する関係閣僚会議決定）を踏まえ、子育て短期支援事業の量の見込みについては、利用希望把握調査等の結果に
加え、市町村における児童虐待相談等から、保護者の育児疲れや育児不安などの事由により本事業の活用が想定される数を算出し、
量の見込みに加えるなど、適切な補正を行うこととしている。

○ このことを踏まえ、第三期市町村子ども・子育て支援事業計画の作成にあたって実施する利用希望把握調査等については、「調査
票のイメージ」問25を以下のとおり修正し、保護者等の利用希望の数値を利用意向の算出の際に使用し、量の見込みを算出すること
とし、事業拡充に向けて積極的に整備いただきたい。

○ また、改正児童福祉法を踏まえ、利用希望把握調査等の結果に加え、親子入所等支援や入所希望児童支援の活用が想定される数を
量の見込みに加えるなど、適切な補正を行っていただきたい。

現行（第一期量の見込み時の「調査票のイメージ」） 第三期量の見込み時の「調査票イメージ」（案）

問25 宛名のお子さんについて、保護者の用事（冠婚葬祭、保護
者・家族（兄弟姉妹含む）の育児疲れや育児不安、病気など）によ
り、泊りがけで年間何泊くらい家族以外に預ける必要があると思い
ますか。
短期入所生活援助事業（ショートステイ）（児童養護施設等で一

定期間、子どもを保護する事業）の利用希望の有無について当ては
まる番号・記号すべてに○をつけ、必要な泊数をご記入ください
（利用したい泊数の合計と、目的別の内訳泊数を□内に数字でご記
入ください。数字は一枠に一字。）。
なお事業の利用にあたっては、一定の利用料がかかります。

１.利用したい 計□□泊

ア. 冠婚葬祭 □□泊

イ. 保護者や家族の育児疲れ・不安 □□泊

ウ. 保護者や家族の病気 □□泊

エ. その他（ ） □□泊

２．利用する必要はない⇒問●へ
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調査
seir事項について

（改正法による新設事業・新設施設の実施
場所・方法等について）地域子育て相談機関について
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子ども食堂
ショートステイ
＜レスパイト＞

保育所
＜保育・一時預かり＞

子育てひろば
等

産前産後サポート
産後ケア

訪問家事支援

家や学校以外の
子どもの居場所

様々な資源による
支援メニューにつなぐ

児童相談所協働
こども家庭センター（市区町村）

「子ども家庭総合支援拠点」と「子育て世代包括支援センター」の見直し

※地域の実情に応じ、業務の一部を子育て世帯等の身近な相談機関等に委託可

放課後児童クラブ
児童館

民間資源・地域資源
と一体となった
支援体制の構築

○保育所、認定こども園、幼稚園、地域子育て支援拠点事業など子育て支援の施設・事業を行う場を想定。

○市町村は区域ごとに体制整備に努める。

障害児支援

地域子育て相談機関

○ 地域子育て相談機関は、相談の敷居が低く、物理的にも近距離にあり、能動的な状況確認等による「子育て世帯と
継続につながるための工夫」を行う相談機関。その整備により、子育て家庭との接点を増やし、子どもの状況把握の
機会を増やすことを趣旨。

○ 特に、子育て家庭の中には、行政機関であるこども家庭センターには直接相談しにくいと感じる家庭もあり得るこ
とから、地域子育て相談機関が、こども家庭センターを補完し、その「目となり、耳となる」ことを想定しており、
法律上、こども家庭センターと連携・調整を行うこととなっている。

○ 市町村において、社会的条件や子育て関係施設の整備の状況等を総合的に勘案して定める区域ごとに整備。

妊産婦 子育て世帯
（保護者）

子ども

医療機関

教育委員会・学校
＜不登校・いじめ相談＞

＜幼稚園の子育て支援等＞

密接な
連携

＜Ｒ４調査研究を実施＞

・子育て世帯と継続的に
つながるための工夫

・こども家庭センター等
との連携方法 等

＜地域子育て相談機関＞
妊産婦、子育て世帯、子どもが気軽に相談できる子育て世帯の身近な相談機関
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• 令和４年６月に成立した改正児童福祉法（令和６年度施行）により、子育て世帯に対する包括的な支援のための体制強化に

向けて、こども家庭センターの設置が努力義務とされるとともに、身近な相談先として「地域子育て相談機関」が創設され、

物理的・心理的ハードルを軽減しつつ、すべての子育て世帯と継続的なつながりを持ちながら、必要に応じてこども家庭セ

ンターとの連携・つなぎを行うこととされたことを踏まえ、地域子育て相談機関として規定すべき機能・役割や想定される

担い手、創設数など具体的な制度構想について検討することを本調査研究を行った。

地域子育て相談機関の機能・運用案

• 担い手・区域

• 地域のすべての子育て世帯への情報発信・情報提供

• 子育て世帯とつながる工夫

• 継続的なつながりの構築・維持

• 行政や関係機関との連携

趣 旨

検討事項

株式会社 野村総合研究所

〒100-0004 東京都千代田区大手町1-9-2

調査研究実施主体

身近な相談先としての利用者支援事業（基本型）及び 地域子育て支
援拠点事業等のあり方に関する調査研究

委 員

座長 伊藤 篤
甲南女子大学人間科学部総合こども学科
教授

委員 倉石 哲也
武庫川女子大学文学部 心理・社会福祉
学科 教授

新澤 拓治 社会福祉法人雲柱社 事業サポート本部

田形 春美
石川県健康福祉部少子化対策監室子育て
支援課 課長補佐

中條 美奈子
NPO法人子育てひろば全国連絡協議会
理事

灰谷 和代
静岡福祉大学子ども学部 子ども学科 准
教授

橋本 真紀 関西学院大学教育学部教育学科 教授

大和 忠広
社会福祉法人 全国社会福祉協議会 全国
保育協議会 副会長
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身近な相談先としての利用者支援事業（基本型）及び 地域子育て支援拠点事業等のあり方に関する調査研究
報告書 概要

令和６年度より新たに創設される地域子育て相談機関として果たすべき役割に合致した好取組事例の収集・実態とのギャップ分析から、今後のかかり
つけ相談機関の機能等のあり方を検討した。その概要は以下のとおりである。

①担い手・区域
について

• 子育て支援に関わる施設（既存の地域子育て支援拠点・利用者支援事業実施施設、保育所、認定こども園、幼稚園、児童館等）のう
ち、相談体制の整備やこども家庭センターとの連携体制の構築を要件とする。

• 中学校区を目安に区域設定することを原則としつつ、地域の実情に合わせて一定の柔軟性を持たせることとする。
• 住民からの子育てに関する相談に応じ、必要な助言を行うとともに、必要に応じ、こども家庭センターと連絡調整を行うこととされ

ていることから、連絡調整の前提となる相談記録の作成や保管ができる体制が必要となる。

②情報発信・
情報提供

• 市区町村では、住民に対し、地域子育て相談機関について広く発信するための情報基盤を整備し、また地域子育て相談機関の名称、
所在地、開設日、対象者等の情報を発信する。

• 市区町村では、単にアクセス可能な情報発信基盤を整えるだけでなく、他のポピュレーションアプローチ的性質を持つ事業と連動し
て、地域子育て相談機関に関する情報を届けることが望ましいと考えられる。

• 地域に知り合いの少ない方や孤立のおそれのある子育て世帯は、行政の発信する情報へのアクセスが困難であることも多いことから、
市町村や地域子育て機関からの能動的な情報発信・情報提供を含め、手段・方法について十分な配慮が必要である。

③子育て世帯と
つながる工夫

• 地域子育て支援拠点事業や利用者支援事業で培われてきた「身近さ」を生かした相談や足を運びやすい機関づくりを行う。
• こども家庭センター等の関係機関と連携しながら、地域子育て相談機関が能動的に子育て世帯とつながるよう工夫する。
• 地域子育て相談機関が能動的に子育て世帯とつながる工夫の一例として、地域子育て相談機関の登録がない子育て世帯や、市区町村

内の地域子育て相談機関を含む子育て資源へのアクセスが把握できない子育て世帯に対して訪問を行うことや、乳児家庭全戸訪問な
どの市区町村の他事業と連携し、見守りが必要な子育て世帯の状況を把握したうえで、個別の訪問や連絡、情報提供を行うことなど
が考えられる。

④継続的なつながり
の構築・維持

• 子育て世帯が1つ以上の地域子育て相談機関を選択して登録できる仕組みとする。
• 居住地の区域内の地域子育て相談機関を基本としつつ、登録する機関やその数は利用者が自由に選択できるようにする。
• いわゆる「かかりつけ」の相談機関である趣旨を踏まえ、たとえば母子手帳交付時や出生時等に居住地に応じて各世帯に必ず一つの

地域子育て相談機関を設定したうえで、利用者が自由に追加・変更できる仕組みなども考えられる。
• 気がかりな家庭については、利用状況の把握・共有や訪問や連絡、情報提供などの能動的なアプローチによる継続的なつながりの構

築が望ましい。

⑤行政や関係機関
との連携

• 地域子育て相談機関と関係機関の間で相互の情報共有・連携を行い、気がかりなケースの共有や対応方針の確認を図る。円滑に情報
共有できるよう、市区町村において定期的な情報共有の場を整備する。

• 地域子育て相談機関では、情報共有の前提となる相談記録を作成し、気がかりなケースについては個人の記録を追跡可能な形で管理
することで、相談内容のみならず利用者の背景や経過が把握できるよう情報提供を行う。

• 市区町村は、個人情報の管理方針について定めるとともに、地域子育て相談機関に対してはつなぎ後のケース経過も可能な限り情報
提供する。市区町村においては、個人情報の取扱い方針を地域子育て相談機関やその他関係機関に対して提示するとともに、地域子
育て相談機関の実施要綱に定めるなど、その遵守を担保する。 97
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地域子育て相談機関の運用イメージ（案）

【目的】
〇 地域子育て相談機関は、相談の敷居が低く、物理的にも近距離にある相談機関を整備し、子育て世帯との接点を増やすことにより、

子育て世帯の不安解消や状況把握の機会を増加することを目的としたものであり、子育て家庭の中には、行政機関であるこども家庭セ
ンターには直接相談しにくいと感じる家庭もあり得ることから及び身近な相談機関が、こども家庭センターを補完するなどの目的のた
めに地域子育て相談機関の整備の推進を図る。

【実施主体】
〇 実施主体は、市町村（一部事務組合及び広域連合を含む。）とする。なお、市町村が認めた者への委託等を行うことができる。

地域子育て相談機関の実施場所は、保育所、幼稚園、認定こども園、地域子育て支援拠点事業の実施場所、児童館、その他地域子育
て相談機関で行うこととされる相談及び助言を適切に行うことができると市町村長が認める場所とする。

※その他地域子育て相談機関で行うこととされる相談及び助言を適切に行うことができると市町村長が認める場所の例
児童養護施設や乳児院、障害児入所施設などの児童福祉施設、小児科や産科などの医療機関、公民館や大学、商業施設などであって、

地域子育て相談機関の業務を適切に行うことができる場所

【設置区域の考え方】
〇 地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、子育てに関する施設の整備の状況等を総合的に勘案して定める区域ごとに地域子

育て相談機関の整備に努めることとされているが、地域子育て相談機関の趣旨及び目的を踏まえ、中学校区に１カ所を目安に設定する
ことを原則としつつ、地域の実情に応じて整備することが望ましい。

【対象】
〇 全ての妊産婦及びこどもとその家庭（里親及び養子縁組を含む。）等を対象とする。

【業務内容】
〇 相談支援
・ 全ての妊産婦及びこどもとその家族から相談に応じ、実情の把握に努め、相談内容や相談者等の状況などに応じて必要な情報の提

供や助言、必要な支援につなげる。
・ 必要に応じてより専門的かつ包括的な相談対応等が実施可能であるこども家庭センターに、迅速かつ適切に情報共有・連携し、必

要な支援につなげられるようにする
〇 子育て世帯に関する情報発信
・ 市町村は、住民に対し、地域子育て相談機関の名称、所在地のほか、開設日と開所時間 、対象者、相談方法等も含めた整備状況

を発信する。
・ 地域子育て相談機関は、運営主体の特色も活かしつつ、地域の住民に対し、子育て支援に関する情報の提供を行う。 98
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①利用者支援事業を実施している事業
所が、地域子育て相談機関として
週５日以上開所（Ⅰ型の補助要件を満たす日数）

する場合

【補助形態】Ⅰ型

※その他要件を満たした利用者支援事
業の加算が算定可能

【利用者情報の管理】
〇 市町村は、地域子育て相談機関に対して、共通の相談記録の様式を提示すること。
〇 相談記録の項目としては、相談者名、こどもの名前、こどもの年齢、相談内容、アセスメント、対応内容、対応経過、関係機関への

連携に対する相談者の同意の有無を記載することとし、その他各市町村において必要と考えられる項目とする。

【職員配置】
〇 利用者支援事業実施要綱の４実施方法（１）③イに定める職員を配置することを原則とする。
〇 ただし、既存施設に委託等を行う場合は、既存施設の職員において本設置要綱の４．業務内容及び実施体制を満たすことが可能と市

町村が認めた場合はこの限りではない。

【補助形態及び補助要件（案）】
補助メニューとしては、利用者支援事業の基本型を以下のとおり見直すことを想定。なお、補助金を活用しない形での実施も可能である。

〇 Ⅰ型 ： 利用者支援事業（基本型）の要件（※）に加えて開所日数の要件（週５日以上）を設定する予定。
〇 Ⅱ型 ： 利用者支援事業（基本型）の要件（※） 。
〇 Ⅲ型 ： 保育所や地域子育て支援拠点などの既存施設・事業において配置されている職員のみで、基本型の「一体的相談支援機関

連携等加算」の要件を満たす場合。

※ 利用者支援事業（基本型）の補助要件：実施要綱に規定する研修要件を満たす専任職員を１事業所１名以上配置、ほか。

【補助単価（案）】※現時点の案であり、今後、予算編成過程において変更がありうる。
〇 Ⅰ型 ： １カ所あたり現行の利用者支援事業（基本型）の基本分単価＋一体的相談支援機関連携等加算相当の金額を想定
〇 Ⅱ型 ： １カ所あたりⅠ型とⅢ型の単価の範囲内で調整予定。
〇 Ⅲ型 ： １カ所あたり現行の一体的相談支援機関連携等加算相当の金額を想定

※ Ⅰ型については、利用者支援事業（基本型）における夜間加算、休日加算、出張相談支援加算、機能強化のための取組加算、多言
語対応加算、特別支援対応加算、多機能型加算の要件を満たした場合、上記に加えて算定することができる。Ⅱ型についても同様の
取扱いとなるよう調整予定。

②保育所が、研修要件を満たす専任
職員を配置せず、既存職員（主任保
育士等）のみで地域子育て相談機関
として開所する場合

【補助形態】Ⅲ型

※保育所としての運営費等の必要な
経費は公定価格により給付される。

③保育所が、研修要件をみたす専任職員を配置し、
地域子育て相談機関として開所する場合（Ⅰ型の補助要

件を下回る場合）

【補助形態】Ⅱ型

※保育所としての運営費等の必要な経費は公定価格
により給付される。

※その他要件を満たした利用者支援事業の加算が算
定可能

補助のイメージ（案）
例えば保育所が実施する場合
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①府令委任事項（地域子育て相談機関）

○改正後の児童福祉法（抄）
第十条の三 市町村は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、子育てに関する施設の整備の状況等を総合的に勘案して定める

区域ごとに、その住民からの子育てに関する相談に応じ、必要な助言を行うことができる地域子育て相談機関（当該区域に所在する保育
所、認定こども園、地域子育て支援拠点事業を行う場所その他の内閣府令で定める場所であつて、的確な相談及び助言を行うに足りる体
制を有すると市町村が認めるものをいう。以下この条において同じ。）の整備に努めなければならない。

② 地域子育て相談機関は、前項の相談及び助言を行うほか、必要に応じ、こども家庭センターと連絡調整を行うとともに、地域の住民に
対し、子育て支援に関する情報の提供を行うよう努めなければならない。

③ 市町村は、その住民に対し、地域子育て相談機関の名称、所在地その他必要な情報を提供するよう努めなければならない。

100

○改正後の児童福祉法施行規則（案）

第一条の三十九の三 法第十条の三第一項に規定する内閣府令で定める場所は、次に掲げる場所とする。
一 保育所
二 幼稚園
三 認定こども園
四 法第六条の三第六項に規定する地域子育て支援拠点事業を行う場所
五 児童館

六 前各号に掲げるもののほか、法第十条の三第一項に規定する相談及び助言を適切に行うことができると市町村長
が認める場所

省令の規定ぶり

- 100 -



こども家庭ソーシャルワーカー
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• こども家庭福祉の現場にソーシャルワークの専門性を十分に身につけた人材を早期に輩出するため、改正児童福祉法により、

まずは、一定の実務経験のある有資格者や現任者が、国の基準を満たす認定機関が認定した研修等を経て取得する認定資格

を令和６年４月より導入する。

• 認定資格を取得するための研修課程等を検討するため、厚生労働省子ども家庭局長が有識者等の参集を求め、子ども家庭福

祉の認定資格の取得に係る研修等に関する検討会及びワーキンググループを開催した。

• こども家庭福祉分野における相談援助を行う職員に

求められる専門性

• こども家庭福祉に係る研修の課程

• ソーシャルワークに関する研修の課程

• 試験の内容及び方法・試験の頻度

• その他

氏 名 所 属 ・ 役 職

伊原 浩樹 松戸市 子ども部長

久保 樹里 花園大学社会福祉学部社会福祉学科 准教授

倉石 哲也 武庫川女子大学文学部心理・社会福祉学科 教授

橋本 達昌 全国児童家庭支援センター協議会 会長

藤林 武史 西日本こども研修センターあかし センター長

増沢 高 子どもの虹情報研修センター 研究部長

藥師寺 真 岡山県倉敷児童相談所 所長

◎山縣 文治 関西大学人間健康学部人間健康学科 教授

和気 純子 東京都立大学人文社会学部人間社会学科社会福祉学分野 教授

田村 満子 日本社会福祉士会 アドバイザー（※）

廣江 仁 日本精神保健福祉士協会 副会長（※）

村松 幹子 全国保育士会 会長（※）

（※）検討会はオブザーバーとして出席

趣旨

検討会の構成検討事項

こども家庭福祉の認定資格（こども家庭ソーシャルワーカー）検討概要
（子ども家庭福祉の認定資格の取得に係る研修等に関する検討会及びワーキンググループ）

※敬称略、五十音順、◎は座長

5/12第１回児童虐待防止対策部会資料
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こども家庭福祉の認定資格（こども家庭ソーシャルワーカー）

こども家庭福祉指定研修２－① （講義33＋演習67.5＝100.5時間)

こども又はその家庭に対する、

こども家庭福祉に係る

一定程度の相談援助業務の

実務経験 ４年以上

１－②

： 認定機関が認めた
研修カリキュラム

ソーシャルワーク
に係る研修の受講

２－②
（講義58.5＋演習39
＝計97.5時間）

保育所等で主任保育士等

としての、相談援助業務を
含む実務経験 ４年以上

１－③

ソーシャルワーク
に係る研修の受講

２－②
（講義78＋演習78＋

見学実習９
＝計165時間）

試験 ３

※当分の間の経過措置※当分の間の経過措置

社会福祉士
精神保健
福祉士

こども又はその家庭に対する、

こども家庭福祉に係る

相談援助業務の実務経験 ２年
以上

１－①

１．資格取得に向けた研修等の対象者
＜社会福祉士・精神保健福祉士の資格を有する者＞

一定程度のこども家庭福祉の相談援助業務の経験(２年以上)がある者のほか、相談援助業務(２年以上)を行っており、こども家庭福祉の相談援助業務を業務
量問わず行ったことがある者も対象。（１－①）後者には追加研修の受講を求める。

＜こども家庭福祉の相談援助業務の実務経験者＞
一定程度のこども家庭福祉の相談援助業務の経験(４年以上)がある者が対象。（１－②）

＜保育所等で勤務する保育士＞
地域連携推進員・保育所長・主任保育士・副主任保育士等のいずれかで、相談援助業務の経験がある者（４年以上）が対象。（１－③）

２．研修の内容
こども家庭福祉指定研修（一律100.5時間）（２－①）とソーシャルワークに係る研修（実務経験者：97.5時間、保育所等保育士：165時間）（２－②）で構成。
３．試験のありかた
認定機関が毎年１回以上実施。内容は事例問題を含めた選択式とし、どのルートの受講者も同様。

こども家庭福祉の認定資格 とりまとめ概要①
5/12第１回児童虐待防止対策部会資料
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４．研修体制の確保等
• 施設等に対して研修体制の確保や見学実習の受入を促すなど、資格取得者が研修や試験を受けやす

い仕組みの整備や財政的インセンティブが必要。現任者が勤務する施設等が研修等の支援を行う場合の
支援について、財政支援も含めて検討すべき。

５．資格の名称
• こども家庭福祉の認定資格取得者に求められる、こども家庭福祉に関する相談支援や多職種・多機関と

の協働といった専門性が伝わりやすいよう、「こども家庭ソーシャルワーカー」とすべき。

こども家庭福祉の認定資格 とりまとめ概要②
5/12第１回児童虐待防止対策部会資料
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認定資格は、こども家庭福祉分野のソーシャルワーカーが身に付けることが求められる専門性のあり方について、
以下の視点により３つの柱を整理した上で、具体的検討を進めてきたところ。

• 虐待を受けたこどもの保護並びに、要保護児童、要支援児童等の在宅支援等に関し、こどもやその保護者に対して相談支援等を行

う児童相談所、市区町村、児童福祉施設をはじめとした、こども家庭福祉に係る支援を行う幅広い現場で活用できるものであるこ

と

• 社会福祉士や精神保健福祉士の資格を有する者や、こども家庭福祉分野の相談援助の実務経験を有する実務者が、100時間程度の

こども家庭福祉に係る研修及びソーシャルワークに係る研修等を経て取得する資格であること

• 新たな認定資格の取得者に求められる専門性の程度のイメージとしては、相談援助業務を行う現場職員が初歩的に習得する内容と、

特に難しい判断を必要とする事例への対応や指導的役割を担う職員が習得する内容の中間程度（児童福祉司について言えば、児童

福祉司任用後研修と児童福祉司スーパーバイザー研修の中間程度。）のものを想定すること

専 門 性 の 柱 を 検 討 す る 視 点

検 討 会 で 整 理 し た 新 た な 認 定 資 格 の 専 門 性 の 柱

１．こども家庭福祉を担う
ソーシャルワークの専門職と
しての姿勢を培い維持すること

２．こどもの発達と養育環境等の
こどもを取り巻く環境を理解

すること
３．こどもや家庭への支援の方法を

理解・実践できること

こども家庭福祉の認定資格取得者に求められる専門性
5/12第１回児童虐待防止対策部会資料
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こども家庭福祉に係る研修（指定研修）は、①すべての研修受講者が受講する100.5時間の指定研修と、②相談援助有資格
者のルートに含まれる一部対象者が追加的に受講する計24時間の研修（追加研修）の２種類がある。

科目名 講義 (計33時間) 演習 (計67.5時間)

こどもの権利擁護 1.5時間 7.5時間

こども家庭福祉分野のソーシャルワーク専門職の役割 1.5時間 ６時間

こども家庭福祉Ⅰ（こども家庭をとりまく環境と支援） ３時間 1.5時間

こども家庭福祉Ⅱ（保護者や家族の理解） 1.5時間 ３時間
こども家庭福祉Ⅲ（精神保健の課題と支援） ３時間 ３時間
こども家庭福祉Ⅳ（行政の役割と法制度） 1.5時間 1.5時間
こどもの身体的発達等、母子保健と小児医療の基礎 1.5時間 1.5時間
こどもの心理的発達と心理的支援 1.5時間 1.5時間
児童虐待の理解 1.5時間 4.5時間
少年非行 1.5時間 1.5時間
社会的養護と自立支援 1.5時間 4.5時間
貧困に対する支援 1.5時間 1.5時間
保育 1.5時間 1.5時間
教育 ３時間 1.5時間
こども家庭福祉とソーシャルワークⅠ（多様なニーズをもつこどもや家庭へのソーシャルワーク） 1.5時間 7.5時間

こども家庭福祉とソーシャルワークⅡ（こどもの安全確保を目的とした緊急的な対応に関するソーシャルワーク） ３時間 7.5時間
こども家庭福祉とソーシャルワークⅢ（地域を基盤とした多職種・多機関連携による包括的支援体制の構築） 1.5時間 7.5時間

こども家庭福祉とソーシャルワークⅣ（組織の運営管理） 1.5時間 4.5時間

指 定 研 修

追 加 研 修 科目名 講義（計９時間） 演習（計９時間） 見学実習（計６時間）
こどもの権利擁護と倫理 １時間 － －
こども家庭相談援助制度及び実施体制 １時間 － －
児童相談所の役割と連携 １時間 － －
こども家庭相談の運営と相談援助のあり方 １時間 ３時間 －
社会的養護と市区町村の役割 １時間 － －
こどもの成長・発達と生育環境 １時間 － －
こども虐待対応 １時間 ６時間 －
母子保健機関やこどもの所属機関の役割・連携及びこどもと家族の生活に関する法令・制度 ２時間 － －
見学実習 － － ６時間

こども家庭福祉に係る研修カリキュラム（追加研修含む）

（２－①）

5/12第１回児童虐待防止対策部会資料
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ソーシャルワークに係る研修（ソーシャルワーク研修）は、こども家庭福祉の実務経験者ルートの受講者（計97.5時間）及び
保育所等保育士ルートの受講者（計165時間）が受講するもの。

ソ ー シ ャ ル

ワ ー ク 研 修 種別 科目名
相談援助実務
経験者のルート
（講義58.5時間、
演習39時間）

保育所等保育士
のルート

(講義78時間、
演習78時間、
見学実習９時間)

講義

ソーシャルワークの基盤と専門職 ０時間 19.5時間
ソーシャルワークの理論と方法 39時間 39時間
地域福祉と包括的支援体制 19.5時間 19.5時間

演習
ソーシャルワーク演習Ⅰ ０時間 39時間
ソーシャルワーク演習Ⅱ 39時間 39時間

見学実習 見学実習 ０時間 ９時間

ソーシャルワークに係る研修カリキュラム

（２－②）

5/12第１回児童虐待防止対策部会資料
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こども家庭ソーシャルワーカー

所 管 省 庁
①認定機関としての
認定の申請

②認定

認 定 機 関

・研修の認定
・試験の実施
・登録の実施

③研修の認定
の申請

④認定

・研修の実施
(指定研修、追加研修、
ソーシャルワーク研修)

研修実施機関

⑦
受
験
申
請

⑨
登
録
申
請

⑧
試
験
実
施

⑩
登
録

⑥受講

⑤研修の提供

（参考）認定資格スキーム（イメージ）
5/12第１回児童虐待防止対策部会資料
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こども家庭ソーシャルワーカーの要件や当該者の知識及び技術についての審査・証明を行う事業を実施する者の
認定基準等を定める予定。

＜こども家庭ソーシャルワーカーの要件＞

こども家庭ソーシャルワーカーは、以下のいずれかに該当する者であって、こども家庭ソーシャルワーカーの児童福祉相談支援等
技能（児童虐待を受けた児童の保護その他児童の福祉に関する専門的な対応を要する事項について、児童及びその保護者に対する相
談及び必要な指導等を通じて的確な支援を実施できる十分な知識及び技術をいう。）についての審査・証明事業を実施する認定法人
が認めた講習の課程を修了し、認定法人が行う試験に合格し、認定法人が備える登録簿に登録を受けたものであることとする。

① 社会福祉士又は精神保健福祉士として、指定施設（児童福祉法施行規則第５条の３に定める指定施設をいう。）において２年以
上主として児童福祉に係る相談援助業務に従事した者

② 社会福祉士又は精神保健福祉士として、指定施設において２年以上児童福祉に係る相談援助業務を含む業務に従事した者（①
に掲げる者を除く。）

③ 指定施設において４年以上主として児童福祉に係る相談援助業務に従事した者

④ 保育士として、保育所、幼保連携型認定こども園その他これに準ずる施設において４年以上児童福祉に係る相談援助業務を含む
業務に従事した者

＜こども家庭ソーシャルワーカーに求められる水準等＞

児童の福祉の増進のため、常にその担当する者の立場に立って、誠実にその業務を行うよう努めなければならないこと。

児童の福祉を取り巻く環境の変化による業務の内容の変化に適応するため、児童福祉相談支援等技能の向上に努めなければならな
いこと。

正当な理由がなく、その業務にして知り得た人の秘密を漏らしてはならないこと。こども家庭ソーシャルワーカーでなくなった後
においても、同様とすること。

府令案の概要
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＜審査・証明事業の認定基準＞

こども家庭庁長官は、以下の基準により審査・証明事業を認定する。

・ 審査・証明事業を実施する者が、一般社団法人又は一般財団法人であること。

・ 審査・証明事業を実施する者の役員の構成が審査・証明事業の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないものであること。

・ 審査・証明事業を実施する者が、審査・証明事業以外の事業を行っている場合には、その事業を行うことによって審査・証明事
業が不公正に実施されるおそれがない者であること。

・ 審査・証明事業を実施する者が、審査・証明事業を的確かつ円滑に実施するために必要な経理的基礎及び事務的能力を有する者
であること。

・ 審査・証明事業を実施する者が、児童の福祉の増進に積極的に寄与し、かつ、審査・証明事業を実施する者としてふさわしい者
であること。

・ 職員、設備、審査等の実施の方法その他の事項についての審査・証明事業の業務規程の内容が、審査・証明事業の適正かつ確実
な実施のために適切なものであること。

・ 審査等が、こども家庭庁長官が定める基準を満たす講習を行う者による講習並びに試験及び登録により行われるものであること。

・ 試験が全国的規模で毎年一回以上行われるものであること。

・ 審査等の対象となる児童福祉相談支援等技能の水準についての審査の基準、試験の実施の回数、時期及び場所、試験問題の水準
及び合格者の判定方法その他試験の実施方法が適切なものであること。

・ 審査・証明事業を実施する者が、試験科目及びその範囲の設定、試験問題及び試験実施要領の作成、児童福祉相談支援等技能の
程度の評価に係る事項その他技術的事項に関する業務を行う場合は、試験委員に行わせるものであること。

・ 試験委員は、児童の福祉に係る相談援助業務についての知識及び技術を有する者のうちから選任するものであること。

・ 登録事務を行う時間及び休日、登録簿への登録、登録簿の備付け、登録証の交付、登録事項の変更、登録の取消し及び消除その
他登録の実施方法が適切なものであること。

府令案の概要②
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＜こども家庭庁による認定法人に対する報告の求め等＞

こども家庭庁長官による、認定法人に対する報告又は書類の提出の求め、適正な運営を確保するための勧告、認定基準に適合しな
くなったとき等の認定取消しの権限を規定する。

＜指導教育担当児童福祉司の実務要件年数の緩和の対象者＞

改正児童福祉法第13条第６項において、指導教育担当児童福祉司になるための児童福祉司としての実務要件年数が、内閣府令で
定めるものについては、おおむね５年以上からおおむね３年以上に緩和されたところ、要件緩和の対象者を以下のとおり規定する。

① こども家庭ソーシャルワーカーである者のうち、児童相談所を除いた指定施設において２年以上相談援助業務に従事した者

② こども家庭ソーシャルワーカーである者のうち、児童福祉司としておおむね３年以上勤務した者であって、児童福祉司として勤
務した期間と児童相談所を除いた指定施設において相談援助業務に従事した期間の合計がおおむね５年以上である者（②に掲げる
者を除く。）

その他、審査・証明事業を行おうとする者が提出しなければならない書類等所要の規定を整備する。

府令案の概要③
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＜講習を行う者に関する基準＞

実施する講習が以下の基準を全て満たすものであること。

・ 以下のいずれかに該当する者であることを受講の資格とするものであること。

① 社会福祉士又は精神保健福祉士として、指定施設において２年以上主として児童の福祉に係る相談援助業務に従事した者

② 社会福祉士又は精神保健福祉士として、指定施設において２年以上児童の福祉に係る相談援助業務を含む業務に従事した者（①
に掲げる者を除く。）

③ 指定施設において４年以上主として児童の福祉に係る相談援助 業務に従事した者

④ 保育士として、保育所、幼保連携型認定こども園その他これらに準ずる施設において４年以上児童の福祉に係る相談援助業務を
含む業務に従事した者

・ 修業期間は、審査・証明事業者が適当と認めた期間であること。

・ 講習の内容が①～④に定める者ごとに応じて、検討会にて定めた研修カリキュラム以上であること。

・ 講師は各科目を教授するのに適当な者であること。 ・ 講習の実施場所が確保されていること。

・ 見学実習を行うのに適当な施設を見学実習に利用できること。

検討会にて定めた研修カリキュラムの各科目を教授するのに必要な数の講師を有すること。

事務職員を有すること。

管理及び維持経営の方法が確実であること。

講習を受講し、又はしようとする者に対し、講習の内容、講師その他の事項に関する情報を開示しており、当該開示された情報が、
虚偽又は誇大なものではないこと。

講習の一部を委託する場合は、その委託を受けた者が、その講習についてこども家庭ソーシャルワーカーとなるのに必要な技能等
を修得させるために必要な資力、社会的信用及び業務遂行能力を有する者であることを確認すること。

告示案の概要

整備府令による改正後の規則においては、こども家庭ソーシャルワーカーの取得要件の一つとして認定法人が認
めた講習の課程を修了した者であることを規定するとともに、当該講習を行う者が、こども家庭庁長官が定める
基準を満たすものであることを規定する予定。告示案においては、当該基準を定める予定。
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こ ど も 家 庭 ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー 取 得 促 進 事 業

１ 事 業 の 目 的

２ 事 業 の 概 要

３ 実 施 主 体

① 児童相談所・市区町村（こども家庭センター等）への配置促進を通じた資格取得支援

児童相談所やこども家庭センター等の市区町村相談支援部門において、資格を有する者を配置する場合の財政支援（手当）を検討。

② 児童相談所、市区町村（こども家庭センター等） 、保育所、児童養護施設等の職員による資格取得支援

児童相談所やこども家庭センター、保育所や児童養護施設等で勤務する職員が資格取得のための研修等に参加する場合において、当該職員が勤務する
施設等を通じて、研修受講費用等の補助を行うこと、また、見学実習を受け入れる施設等に対し、当該対応に係る補助を行うことを検討。

（参考）児童養護施設等、一時保護所への配置促進を通じた資格取得支援（措置費での対応）

児童養護施設等や一時保護所に資格を有する者を配置する場合の措置費について、加算（手当）を設けることを検討。

【実施主体】
①都道府県、指定都市、児童相談所設置市、市区町村
②都道府県、指定都市、児童相談所設置市

（参考）児童養護施設等、一時保護所への配置促進を通じた資格取得支援

【実施主体】

都道府県、指定都市、児童相談所設置市 認定機関

研修実施機関

児童相談所

市区町村(こど
も家庭センター

等)

児童養護施設等、
一時保護所 ③受験／登録

(認定)

②研修受講

④資格取得者
の配置

①研修受講
(送り出し)

（研修受講の流れ）

○令和４年改正児童福祉法により、児童相談所や市区町村（こども家庭センター）等における相談支援等の質の向上を図る観点から、令和６年度より、
新たな公的資格である「こども家庭ソーシャルワーカー」が創設され、児童福祉司の任用要件の１つとして位置づけられる。

○こども家庭福祉分野における人材の専門性向上に関しては、こどもの安全確保や権利擁護等を背景として、令和４年改正児童福祉法附帯決議や骨太方
針2023等、従前からその必要性が指摘されているところ、取得促進のための方策を検討することが必要。

○本資格は、既に市区町村、保育所等の現場で働いている者が、100.5～266.5時間の研修の受講等を経て取得するもの。これらの研修等に参加しやすい
よう、新たな補助を創設することを検討。
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- 113 -


	全体版（目次あり）.pdfから挿入したしおり
	全体版（目次なし）0904虐待課差替.pdfから挿入したしおり
	全体版（目次なし）.pdfから挿入したしおり
	3-1虐待課.pdfから挿入したしおり
	①令和４年度児童虐待相談対応件数（速報値）.pdfから挿入したしおり
	スライド 1: 令和４年度　児童相談所における児童虐待相談対応件数（速報値）
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5

	⑦ー１「こども・若者の性被害防止のための緊急対策パッケージ」のポイント.pdfから挿入したしおり
	スライド番号 1

	⑦ー２こども・若者の性被害防止のための緊急対策パッケージ（概要）.pdfから挿入したしおり
	こども・若者の性被害防止のための緊急対策パッケージ（概要）

	⑩－２【別添１】（通知）医療ネグレクトにより児童の生命・身体に重大な影響がある場合の対応について.pdfから挿入したしおり
	Ⅸ 医療ネグレクトにより児童の生命・身体に重大な影響がある場合の対応について.pdfから挿入したしおり
	()120309 医療ネグレクト通知.pdf
	120309 医療ネグレクト通知.pdf
	（発出用）別添１：別紙意見書 
	（発出用）別添２：記載例

	医療ネグレクト対応の流れ（背景色なし）



	3-2家庭福祉課.pdfから挿入したしおり
	参考01_「令和４年度里親養育包括支援（フォスタリング）事業取組事例」について（令和５年８月10日付け事務連絡）.pdfから挿入したしおり
	令和４年度里親養育包括支援事業事例集.pdfから挿入したしおり
	スライド 1: 令和４年度  障害児里親等委託推進モデル事業 里親等委託推進提案型事業 （里親養育包括支援 （フォスタリング）事業）  取組事例集
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8



	3-4成育基盤企画課.pdfから挿入したしおり
	②保育所等における第三者評価の実施について.pdfから挿入したしおり
	スライド 1
	スライド 2


	4-1参考資料１.pdfから挿入したしおり
	①38-05_2(2)_所長の区分（令和5年4月1日時点）.pdfから挿入したしおり
	スライド 858
	スライド 859

	①38-06_児福司経験年数.pdfから挿入したしおり
	スライド 1: 児童心理司の勤務年数について

	①38-08_1里親担当及び市町村担当.pdfから挿入したしおり
	スライド 1: 里親養育支援児童福祉司及び市町村支援児童福祉司の配置状況（令和５年４月１日現在） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（こども家庭庁支援局虐待防止対策課調べ）

	①38-10_弁護士の活用状況等.pdfから挿入したしおり
	スライド 1: 　児童相談所における弁護士の活用状況等（令和５年４月１日現在） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（こども家庭庁支援局虐待防止対策課調べ）

	①38-11_所長の採用区分構成割合.pdfから挿入したしおり
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3

	①38-15_時間ルールの設定状況.pdfから挿入したしおり
	スライド 1: 児童相談所における安全確認を行う際の「時間ルール」の設定状況について （令和５年４月１日現在）

	①38-16_介入と支援の分離.pdfから挿入したしおり
	スライド 1

	①38-17_1_一時保護の現状、一時保護の平均在所日数.pdfから挿入したしおり
	スライド 0
	スライド 1
	スライド 2: 一時保護所の平均入所率等の状況①
	スライド 3: 一時保護所の平均入所率等の状況②
	スライド 4: 一時保護所の平均入所率等の状況③
	スライド 5

	①38-18_個別対応のための環境改善.pdfから挿入したしおり
	スライド 0
	スライド 1

	①38-19_02民間団体への委託状況.pdfから挿入したしおり
	スライド 0: 児童相談所業務の民間団体等への委託状況（令和５年４月１日現在）　

	①38-20_02処遇改善.pdfから挿入したしおり
	スライド 0
	スライド 1

	②39_児童相談所・一時保護所の第三者評価の実施状況.pdfから挿入したしおり
	スライド 1: 児童相談所及び一時保護所の第三者評価について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（こども家庭庁支援局虐待防止対策課調べ）

	③40_中核市・特別区における児童相談所の設置状況等について.pdfから挿入したしおり
	スライド 1: 中核市等児童相談所の設置について（令和５年４月時点）

	④41_児童相談所等におけるＩＣＴ化推進状況について.pdfから挿入したしおり
	スライド 0

	⑤警察との連携.pdfから挿入したしおり
	スライド 0






